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産業成長戦略（農業分野）の実行 年半の取り組みの総括産業成長戦略（農業分野）の実行２年半の取り組みの総括

◆ 実行２年半の取り組み総括（まとめ）

実行2年半の取り組みにより、販売面では、高知県産農産物の販路開拓や認知度向上、生産面では出荷量の増加や地域のまとまりの形成につ
ながっている。また、ＩＰＭ技術の普及など高知県の強みである環境保全型農業の取り組みが進んでいる。こうち型集落営農の取り組みでは、集
落営農組織の販売額の増加や県内初の法人組織の設立が実現し、担い手の確保・育成では、各市町村による研修支援の取り組み拡大や、新規
就農者の確保に結びついていることなどから、それぞれの取り組みは前進している。

一方で、環境保全型農業等の取り組みが、まだ十分に消費者に伝わっていないため、販売価格の向上等の効果となって現れていない。いかに
消費者に取り組みを伝え、販売量や販売額の増加につなげていくかが課題である。また、実需者の要望に応えられる産地となるためには、担い手
の経営強化や生産性の向上など総合的な産地力の強化が必要である。

次のステ ジでは 環境保全型農業など高知県の「こだわり を消費者に理解してもらえる販売戦略の強化や 消費地が求める量 品質 荷姿等次のステージでは、環境保全型農業など高知県の「こだわり」を消費者に理解してもらえる販売戦略の強化や、消費地が求める量・品質・荷姿等
に対応できる産地づくり、農業を支える担い手となる新規就農者のスムーズな定着や企業的経営体の育成等に取り組むことにより、競合に打ち勝
つ「高知ブランドの確立」を進める。また、こうち型集落営農組織による農産物加工やグリーン・ツーリズムなど、6次産業化に向けた取り組みを支
援し、経営力の強化を図るとともに農業者の所得向上を目指す。
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１．生産から ○消費流通構造の変化に対応でき
消費地に評価されるよう生産か

産業成長戦略 農業分野【その１ 】

○パートナー量販店では、高知フェアの
展開や高知野菜コ ナ の設置によ

■量販店等とのパートナーシップの構築
・関東、関西地区の量販店（東急ストア、セイミヤ、関西スーパー、おおさかパルコープ、

項目 対策等 具体的な取り組み、成果等 総括、評価、今後の取り組み等

流通・販売ま
での一元的
支援体制の
構築

消費地に評価されるよう生産か
ら流通・販売までの一元的支援
体制の構築

【目標】
◆パートナーシップ量販店の消

費者の高知県取組認知度

展開や高知野菜コーナーの設置によ
り、県産園芸品の販売拡大につなが
った。

⇒パートナー関係をさらに強化し、高知
野菜コーナー設置店の拡充や新たな
販売方法への対応、高付加価値商品

阪急百貨店）と、高知の取り組みを理解してもらい、信頼できるパートナーとしての関係を構築。
・パートナーシップ量販店でフェアの実施や県の環境保全型農業の取り組みを伝えるなど販促活

動の強化によって、販売拡大につながった。（ナス、シシトウ、ニラ等の販売数量の大幅増加）
・高知野菜の常設コーナー設置店舗

東急ストア（Ｈ２１：１店舗 →Ｈ２２：４店舗）、関西スーパー（Ｈ２１～：１店舗）
・量販店での他県産の取扱いが本県産に置き換わった。（キュウリ、小ネギ等）
［ 実施回数等］

費者の高知県取組認知度
（現状：認知されていない→１５％）

◆パートナーシップ量販店の拠
点店舗での高知野菜販売額
２０％増

販売方法への対応、高付加価値商品
（ＰＢ）への採用など、相互メリットのあ
る取り組みを進めていく。

［フェア実施回数等］

⇒認知度の向上 H２２．６ ８％ →H２３．２ １６．６％
（パ トナ 量販店でのアンケ ト調査 Ｈ２３ ２実施）【目標】

Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

パートナー量販店 ３社、１生協 ４社、１生協 ４社、１生協

フェア回数 ３２ ８０ ３２

○業務向けに直接営業することで、需
要開拓につながった。また、業務需
要ニーズに合わせた出荷体制も一
部で始まった。

⇒実需者ニーズに合わせた出荷体制・

（パートナー量販店でのアンケート調査、Ｈ２３．２実施）

■中食・外食等の業務需要の展開
・中食、外食等の業務加工需要に対応するため、卸会社と連携して実需者向けに新たな

業務向け需要の開拓を実施
⇒業務加工需要の顧客開拓数

Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

新規取引開始 １３社 ７社 ３社

【目標】
◆園芸連の県外販売量

・土佐文旦

【目標】
◆業務加工需要の顧客開拓数

（計２５件）

土佐文旦の栽培面積推移（ha）

⇒実需者ニ ズに合わせた出荷体制
荷姿の検討（産地調整）により、業務
需要の開拓を継続していく。

■特産果樹の生産販売のあり方を検討する場づくりと県外への販路開拓
＜土佐文旦＞

・土佐文旦振興対策協議会を発足

新規取引開始 １３社 ７社 ３社

取引開始業種
ホテルレストラン

惣菜チェーン店ほか
イタリアンレストラン

ホテルレストランほか
日本料理店

国際線機内食

佐文
（H20：1,500t

→H23：2,500t）
・新高梨

（H20：30t→H23：60t）

○土佐文旦については、パートナー量
販店に売れる商品として認知されて

300
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441 426 413 ・Ｈ２１、Ｈ２２に高知市内で「ぶんたん祭」を開催し、「であい博(H21)」や「土佐のおきゃく(H22)」
に訪れた県内外の消費者に「土佐文旦」をＰＲ

・Ｈ２２にアンテナショップ「まるごと高知」のレストランで飲食関係者を招待した文旦の試食
交流会と、物販での試食宣伝によりＰＲ

・パートナー量販店での販促活動により、販売拡大につながった。
⇒パートナー量販店では、売れる商材として認知され、取り扱いの要望が高まった。

販店に売れる商品として認知されて
きた。

○新高梨については、生産基盤の弱体
化が進む中、主要産地の針木梨組
合では、アンテナショップでの販売を
きっかけに園芸連の販売に対する期

＜新高梨＞
・主要産地である針木梨組合が、園芸連を通じて、アンテナショップ「まるごと高知」を活用した

販促活動及び外商活動を実施
⇒園芸連における 針木梨組合の新高梨取扱金額 （Ｈ２１）３０５千円 →（Ｈ２２）９５７千円

Ｈ２０（取組前） Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

園芸連の県外販売量（ｔ） １，５００ １，６００ ６８０ 未出荷

きっかけに園芸連の販売に対する期
待が高まっている。

⇒販売については、生産量に左右され
る面はあるが、商材としての良さは
パートナー量販店を中心に認知され
てきており、パートナー量販店やアン

農業振興センター調べ

100
89 84 81

新高梨の栽培面積（ha）

⇒園芸連における、針木梨組合の新高梨取扱金額 （Ｈ２１）３０５千円 →（Ｈ２２）９５７千円

【課題】・文旦、新高梨ともに、Ｈ２２は、販売店等からの取扱要請があったものの、裏年と開花時期
の天候不良等で収量が大きくダウンしたことにより、全体販売量が落ち込んだ。

Ｈ２０（取組前） Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

園芸連の新高梨県外販売量（ｔ） ３０ ３９ １１ 未出荷

テナショップなどを活用し、県外向け
の販売拡大に取り組んでいく。

60
80

H20 H21 H22

農業振興センター調べ
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産業成長戦略 農業分野【その２ 】

○園芸連におけるこだわり販売が行わ
れ出したことにより 特徴的な栽培を

■産地の「見える化」による販売の強化
パ トナ 量販店を中心に JAとさしの特別栽培ピ マンをモデル品目として 環境保全型

○一元集出荷体制の強化

項目 対策等 具体的な取り組み、成果等 総括、評価、今後の取り組み等

れ出したことにより、特徴的な栽培を
行っている農家の期待に応えること
ができだした。

また、環境保全型農業に取り組む
農家がステップアップしていく際の、
販売面の目標となってきた。

・パートナー量販店を中心に、JAとさしの特別栽培ピーマンをモデル品目として、環境保全型
農業の取り組みなど、ＰＯＰなどにより産地の思いを伝えた販売を実施（Ｈ２２．１１～）
※パートナー量販店での高知フェアを通じた販促の実施

→Ｈ２２：５回、Ｈ２３：３回
・パートナー量販店基幹店舗（東急ストア大森店）での消費者アンケート調査

ＪＡとさしの特別栽培ピーマンの認知度：３１％（Ｈ２３．２）
・販売店や消費者の評価（市場関係者からの聴取）

本県 農業就農者 平均年齢
⇒より訴求力を高めるために、品目の

拡充と併せて、新ブランドを構築して
いく。

販売店や消費者の評価（市場関係者からの聴取）
「当該品を注文する顧客は着実に増加」
「安全、安心面で優先的に購入されている」 等

■集出荷の仕組みづくりの検討
・農協内での庭先集荷・横持ち集荷や、農協を超えた広域の集荷の実証実験を支援
・産地の集出荷事業の実態を調査し、以下のとおり課題を明確化した。

①担い手の減少による集出荷施設の合理化の必要性

①農協を超えた集出荷体制の強化
・南国市内の３農協においてピーマン

の拠点集出荷場体制を実証すること

60

65
60.3

62.4
64.4

本県の農業就農者の平均年齢

①担い手の減少による集出荷施設の合理化の必要性。
②高齢化が進む中山間地域における集出荷事業及び産地の維持。

これらの課題に対し、
①農協を超えた集出荷の検討
②庭先・横持ち集荷の検討について、モデル地域を選定し、産地調整を行った。

【成果】

の拠点集出荷場体制を実証すること
で、基礎データの蓄積が可能となっ
た。

②農協内の庭先・横持ち集荷の検討
・大豊地区：ピーマン等の野菜の生産

振興及び集荷の支援が始まった。
・津野山地区：新規に土佐甘とうの栽

55

H12 H17 H22

1 000 854

農業センサスより

大豊町の年齢別農業従事者

【成果】
①農協を超えた集出荷の検討

・JA南国市、JA長岡、JA十市のピーマンで横持ち集荷と荷作りの集約化について、１０月に
実証試験を行うことで、産地調整を実施した。

⇒集出荷事業に対するコスト意識や施設の集約化に向けた意識が向上した。
②農協内の庭先・横持ち集荷の検討
・大豊地区、津野山地区において集出荷体制事業の維持と生産振興を一体化した支援を実施した

津野山地区：新規に土佐甘とうの栽
培が開始された。

⇒次年度のモデル地区の選定、事業成
果について県域への活用を検討する。

0 

500 

1,000 

計 15～59 60～74 75以上
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255 
397 

202 
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55
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○県産園芸品の総合的なＰＲによる
メージアップと消費拡大

■園芸こうち販売促進実行委員会による、メディアを活用した県産野菜のPR
・テレビＣＭや特集番組での放映や、ＰＲイベントを開催し、県産野菜のＰＲを実施

【目標】 Ｈ２１ Ｈ２２

○既存のレギュラー番組を活用した放
映では、栽培方法や食べ方の紹介な
ど、多くの視聴者の方に産地の声を

⇒新しい品目の導入や既存品目の生産拡大により産地維持に向けた機運が高まった。平成17年度 平成22年度
農業センサスより

【目標】
◆県産園芸品の認知向上

関東：７位→５位
関西：３位→１位

Ｈ２１ Ｈ２２

メディア活用
特集番組：６番組
県内テレビＣＭ：６７本

特集番組：３番組
料理冊子「おかずのクッキング」掲載

県外イベント

キッザニア東京
・１日貸切イベント

来場者：１，１３１名

キッザニア甲子園
・高知野菜のパビリオン設置（１週間）
・高知やさい体操ショー

来場者 １２ ３３０名

、多く 視聴者 方 産 声を
届けることができた。
また、イベントを子供向けに開催する

ことで、保護者の参加も多く、安全・安
心な高知野菜をＰＲすることができた。

⇒安全・安心な野菜への消費者の関心
1

1順位

高知野菜の認知度推移

⇒高知野菜の認知度 関東：７位（Ｈ２１ ※Ｈ２２は震災による影響を考慮し調査未実施）
関西：４位（Ｈ２２）

来場者：１２，３３０名
パビリオンスタッフ体験者：３８７名

県内イベント
高知やさい体操ショー

入場者：約７００名
高知やさい体操ショー

入場者：約８３０名

が高まってきており、引き続き環境
保全型農業の取組を中心として、メ
ディア等を活用したＰＲを継続してい
く。

4
3
1

3 3 3 3 3
4

8

6
7 7

6
7 7 7

3

5

7

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

関西

関東
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産業成長戦略 農業分野【その３ 】

○「学び教えあう場」を利用した現地検■「学び教えあう場」の仕組みづくり２ まとまりの ○まとまりのある園芸産地の育成

項目 対策等 具体的な取り組み、成果等 総括、評価、今後の取り組み等

○「学び教えあう場」を利用した現地検
討会などの開催により、生産者同
が技術交流、情報交換する機会が
増え、農家の栽培技術の向上、収量
の増加につながった。

○生産出荷指標・生産出荷計画を農業

■「学び教えあう場」の仕組みづくり
高収量・高品質対策を早急に県域全体に広げていくため、各産地の篤農家の圃場を「学び教えあ

う場」として設置し、優れた生産技術を他の生産者に速やかに移転できる仕組みづくりを実施

【成果】
●「学び教えあう場」を設置し、現地検討会を開催

［「学び教えあう場」の設置数］

２．まとまりの
ある園芸産
地の再構築

○まとまりのある園芸産地の育成

○生産出荷指標 生産出荷計画を農業
団体と県が共同策定し、目標を共有
することで、その実現に向かった取り
組みを連携して進めた。

⇒「学び教えあう場」の仕組みづくりによ
り生産者のレベルアップした取り組

【目標】
◆「学び教えあう場」の

設置数：１７０ヶ所程度

市町村数 品目数 設置数

H２０ ２５ ２０ １２３

H２１ ３１ ３４ １７０

H２２ ３１ ３４ １８１

みを、産地及び県域全体の強化に
つなげるため、内容を一層充実して
いく。

⇒ 生産出荷指標と生産出荷計画の実
現に向けた取り組みを実施する。

●ナスA地区の目標達成状況 （H２２年度）
・参加率 ：目標１００％ →実績：５９％
・１０a収量：目標１８ｔ →実績１６．７t

●県域の生産者交流会の開催

設置数 ヶ所程度

ナス（A地区）
・参加率：１００％
・１０aあたり収量

H２０園芸年度：１５．６t
↓

H２３ ３１ ３４ １８１

●県域の生産者交流会の開催
・品目横断の生産者交流会の開催 （H２１、H２２に開催）
・品目別生産者交流会を開催 （H２１：６品目、H２２：１０品目 H２３：２品目（８月末時点））

●生産出荷指標・生産出荷計画の取り組み
・生産者の技術の向上を産地・県域のレベルアップにつなげるため農業団体と生産出荷指標・

生産出荷計画を策定し実現に向けた取り組みを実施

H２３園芸年度：１８t

生産出荷計画を策定し実現に向けた取り組みを実施

●県全体の参加者・参加率の向上 （ ）は参加率
・平成２１年度 ４，２３８人（６８．８%）、平成２２年度 ４，４７３人（６８．５%）

●現地検討会の開催
・平成２１年度 ７４８回、平成２２年度 ８３２回

園芸品の農業産出額の推移
（単位：億円）

800 737 738
763

●出荷量の増加
・ JA土佐くろしお集出荷場（キュウリ） ： 前年比 ４%増（H２２．９）
・ JA南国市集出荷場（シシトウ） ： 前年比１１%増（H２２．９）

●系統率の向上
系統率 向

550
600
650
700
750 715 737 738 715

・ナスの系統率（%）の向上

H２０年度 H２１年度

安芸市 ５１ ５２

香南市 ５８ ６０

500

H17 H18 H19 H20 H21
高知県農林水産物計年報より
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○消費者に選ばれる産地づくり

産業成長戦略 農業分野【その４ 】

■IPM技術について全品目、県内全域への技術確立と普及３ 環境保全
○全国的にもまれな技術である、土着 天敵

項目 対策等 具体的な取り組み、成果等 総括、評価、今後の取り組み等

○消費者に選ばれる産地づくり
（環境保全型農業の推進）

【これまでの取組状況】
各地域での実証展示ほの設置やIPM技術検討会等の開催による

品目毎のＩＰＭ技術の確立や、指導マニュアルの作成、土着天敵の
活用などによりＩＰＭ技術の取組品目の拡大と県内全域への普及を
加速化

３．環境保全
型農業のトッ
プランナーの
地位を確立

を活用したIPM技術体系の構築や、品目
ごとの新たな天敵利用技術の確立、実証
ほでのIPM技術の検討等により、環境保
全型農業に取り組む品目の拡大や、IPM
技術の確立・普及につながった。

更に全品目 の 技術の普及を促進

【成果】
●IPM技術の取組品目が拡大し、ナス類やピーマン類での天敵普及率が向上

⇒更に全品目へのIPM技術の普及を促進

Ｈ２０ Ｈ２２ 目標（Ｈ２３) 

IPM技術体系数 ５品目 １１品目 １０品目

敵導 農家 積 率

○有機のがっこうでは、これまでに69名の研
修生を受け入れ H22年度末現在で 卒

ナス天敵導入農家（面積）率 ２６%（４１%） ５０%（５９%） ６５%

ピーマン天敵導入農家（面積）率 ４８%（５９%） ６３%（７７%） ８０%

ミョウガ天敵導入農家（面積）率 ５１%（４６%) ５１%(４４%) ９０%

■有機農業の計画的な普及・推進
修生を受け入れ、H22年度末現在で、卒
塾生の県内就農者数は34名（うちＩターン
者15名）となり、有機農業の振興と地域の

活性化に貢献した。消費者の有機農業に
対する認知度も高まっているが、多くの有
機農業実践者は小規模経営で個人での
直販や宅配など地域内流通が中心である

【これまでの取組状況】
有機農業を推進するため、指導者の育成や栽培マニュアル、有機ＪＡＳ認定の普及など

により、有機農業実践農家の拡大と消費者へのＰＲを実施。
（具体的な取組）

・有機のがっこう「土佐自然塾」研修支援
・市町村の有機農業支援体制整備への支援

直販や宅配など地域内流通が中心である
ため、有機JAS認証取得によるメリットが

少なく、認定・更新手数料も高額で認証取
得農家数は伸び悩んでいる。

⇒新規参入者の経営の安定と地域への定着
支援を強化するとともに、有機農業者の

・環境保全型農業直接支援対策
・有機JAS認証取得支援
・有機栽培技術の実証及び有機栽培事例集の作成
・有機農業技術の実証と経営評価
・有機農産物普及推進パンフレット作成
・有機農産物ニーズ調査の実施

支援を強 す 、有機農業者
ネットワーク化を進め、農業者同士の協力
により共同出荷体制を整備し、安定した販
路を開拓する。

【成果】

H２１ H２２ 目標（H２３）

有機のがっこう卒塾生の県内就農者数(人／年) ６ ６ ５

有機農業支援体制設置市町村数※ １０ １０ １７

有機ＪＡＳ認定農家戸数(戸) ８２ ８５ １００有機ＪＡＳ認定農家戸数(戸) ８２ ８５ １００

県内消費者の有機農業に対する認知度(%) (H20) ５１．０ ８１．９ ７５．０

※環境保全型農業直接支援対策「有機農業の取組」の支援市町村数は、H23.6末現在15。
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産業成長戦略 農業分野【その５ 】

■高知県版ＧＡＰの作成と地域別・品目別GAPへの展開
【これまでの取組状況】

○高知県版GAPについては、実践農家お
よびJAともに増加しており 生産者へは

項目 対策等 具体的な取り組み、成果等 総括、評価、今後の取り組み等

【これまでの取組状況】
高知県版ＧＡＰを実践農家やＪＡに推進するとともに、農産物の事故ゼロキャンペーンを

実施するなど、それぞれの地域や品目に応じた形で普及推進。
【成果】

よびJAともに増加しており、生産者へは

ある程度浸透した。指導者育成研修等
の受講者も増え、推進体制は整備され
てきた。地域でのGAP点検も徐々に増

えてきた。生産者の経営改善が図られ
るよう、生産農家の実践状況に応じたレ
ベルアップによるPDCAサイクルの定着

Ｈ２１ Ｈ２２ 目標（Ｈ２３）

農
ベルアップによるPDCAサイクルの定着
が必要。

⇒点検シートの点検項目の充実、点検項
目の実施による、地域版・品目版GAP
の充実と実践

高知県版ＧＡＰ (その１農業者用入門編)）
実践農家の拡大 (％)

４３ ６０ １００

高知県版ＧＡＰ (その２JA集出荷場用) 
実施ＪＡ数

６ １１ １６

異物混入事故件数 (件) ７５ ５８ ０

■生産履歴記帳、農薬の適正使用の徹底
【これまでの取組状況】

農薬使用農家、販売業者、販売窓口での対応等で安全使用の徹底を図るとともに、生産履
歴記帳、回収の徹底等適正使用の徹底を図った。

・農薬販売講習会の実施

○生産履歴記帳率と農薬の適正使用は着
実に進展した。農薬の安全使用に対す
る意識が高まり、農薬事故は減少した。

⇒農薬の適正使用と生産履歴記帳を継続
して推進する。

参加者数（実施回数) Ｈ２１：２０２人(１０回) Ｈ２２：８７８人(２１回)

【成果】
・生産履歴記帳率

Ｈ２０：８４％ Ｈ２２：９５％
・農薬事故発生件数

Ｈ１９：８件 Ｈ２１：１件 Ｈ２２：１件

■世界のトップランナーと日本のトップランナーとの友好園芸農業協定を活かし、環境保全
型農業の普及推進を加速化

【これまでの取組状況】
オランダウェストラント市との友好園芸農業協定を締結し、農大生の交流や生産農家訪問、ビ

ジネス交流などを実施。

○友好園芸農業協定が締結され、学校間
交流、研究員の留学研修が新しく始まっ
た。この交流をステップとしたビジネス交
流も始まりつつあり、この3年間の取組
目標は概ね達成。 今後は、これまでの
交流 得られた知見 経験を環境保全

件 件 件

【成果】
①技術交流研修

参加者：４８名（Ｈ２１)、４６名（Ｈ２２)、３６名（Ｈ２３)
②学校間相互留学交流（Ｈ２２）

農大生２名が１ヶ月間の留学研修へ
③研究員の短期留学（Ｈ２３）

交流で得られた知見、経験を環境保全
型農業の普及に活かすための仕組みづ
くりが必要。

⇒学生や研究員などの派遣を継続し、新し
い感覚を持った人材の育成と、新しい園
芸システムの開発等を推進する③研究員の短期留学（Ｈ２３）

農業技術センター研究員２名が
３か月間の短期留学

③ビジネス交流（Ｈ２２）
オランダでの生産・販売協定
提携農家：１組

芸システムの開発等を推進する。
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産業成長戦略 農業分野【その６ 】

■こうち型集落営農の推進
・こうち型集落営農への到達のため モデル集落を選定し ソフト・ハードの両面から重点的に

４．生活できる
所得を確保す

【対策】○こうち型集落営農の実現

項目 対策等 具体的な取り組み、成果等 総括、評価、今後の取り組み等

・こうち型集落営農への到達のため、モデル集落を選定し、ソフト・ハードの両面から重点的に
支援

【これまでの取組状況】
中山間地域において、農業で生活できる所得を確保していく「こうち型集落営農」のモデル集落を

選定し、水稲の受託作業などに加えて園芸品目の導入や協業化・法人化に取り組んでいく組織や
仕組みを構築

所得を確保す
るこうち型集落
営農の実現

○集落営農普及促進事業
・取り組みが遅れている市町村には、

県が一歩出て誘導
・集落営農組織の経営の強化のための

営農計画や記帳指導の継続的な支援
・リーダー育成のための研修（簿記記帳、

営農計画の作成等）や先進地視察等
仕組みを構築

【成果】
［集落営農の取組状況］

H１９ H２２

モデル集落数 － １６集落

農産物販売額 ４３ ０００千円 ９４ ０００千円

【目標】
◆モデル集落数

Ｈ２３：１６集落

営農計画の作成等）や先進地視察等
により、リーダーの資質向上を図る。

・地域資源の整理とアドバイザー等の
活用により資源の磨き上げによるレベ
ルアップ

○集落営農・拠点ビジネス支援事業
・平成２３年度から 集落営農の推進と

●県内初の集落営農の法人組織設立
四万十町 農事組合法人ビレ ジ影野（ ）

農産物販売額 ４３，０００千円 ９４，０００千円

受託面積 １９．３ha １８０．５ha

園芸品目等の栽培面積 １３．２ha １９．８ha

集落営農組織数（準じる組織を含む） ９９組織 １６０組織

Ｈ２３：１６集落 ・平成２３年度から、集落営農の推進と
所得拡大を目指して経営の多角化を
図る、集落営農の拠点ビジネス化を
ソフト・ハード両面から支援する。

【今後の方向性】
○こうち型集落営農の成功事例を一般対

・四万十町 農事組合法人ビレッジ影野（Ｈ２２．２）
⇒県内初の法人組織ができ、園芸品目等を取り入れ協業化した組織ができた。

○ うち型集落営農の成功事例を 般対
策に移行して各市町村に拡大していく

・こうち型
(H２２) １６組織 →(H２５) ３２組織

・集落営農組織数
(H２２) １６０組織 →(H２５) ２５０組織

【課題】
・こうち型集落営農の多くの組織で農業で生
活できる所得確保にまでは到達していない。
・経営的に先導・発展できるリーダーの育成・

こうち型集落営農の動き
【高知市七ツ淵集落】
筍の生産年々増加

こうち型集落営農の動き

○ 「こうち型集落営農」のノウハウを活か
して、所得が確保でき生活できる経営
の多角化を進める集落営農の拠点ビ
ジネス化を進める。

・経営的に先導・発展できるリーダーの育成・
支援が必要。
・こうち型集落営農の経営の多角化に寄与す
る、グリーンツーリズムや農産加工等の地域
資源の発掘・整理、その磨き上げの手法が固
まっていない。

こうち型集落営農の動き
【四万十町影野集落】
・集落で担い手３名確保
・雨よけピーマンやサトイモ
などの園芸品目導入
・H22.2.6法人組織化

・筍の生産年々増加
・法人化の検討スタート

うち 集落営農 動
篠南集落
・水稲受託面積 18ha
・加工用ワサビ 20a
・ユズ 30a
・法人化の検討スタート

法 組織化

こうち型集落営農の動き
【黒潮町荷稲集落】
・水稲受託面積 35ha
・加工用ワサビ 70a
・法人化の検討スタート

こうち型集落営農モデル集落（１６ヵ所）

こうち型集落営農の動き
【土佐清水市宗呂集落】
・水稲協業経営 18ha
・ブロッコリー 1.2ha
・法人化の検討スタート
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産業成長戦略 農業分野【その７ 】

５．品目別総合 ○売れる米づくり
○南国そだち研修会 実施 より 南国

■生産振興対策
南国そだち研究会の開催等に より栽培技術の向上を図 た

項目 対策等 具体的な取り組み、成果等 総括、評価、今後の取り組み等

戦略の実現
【これまでの取組状況】

県産米の市場評価を高め、需要に即した売れる米の生産振興を図るため、高品質・安定生産
と地域の担い手育成を支援

【成果】
●「南国そだち」の作付面積の拡大及び品質の向上が図られた

○南国そだち研修会の実施により、南国
そだちの栽培管理について、生産者間
で共有することができた。

○生産面積は、耐肥性・栽培のしやすさ
等からナツヒカリからの品目転換が進ま
ず、目標に達することができなかった。

⇒高温障害について対策技術の検討 実

・南国そだち研究会の開催等に より栽培技術の向上を図った。

●「南国そだち」の作付面積の拡大及び品質の向上が図られた。
・南国そだちの作付面積の拡大

H20：100ha → H23：200ha
・1、2等米比率（うるち米）

H20：75％ → H22：81％

【課題】

⇒高温障害について対策技術の検討・実
証し、普及を図る。【目標】

◆南国そだち
作付面積：500ha

■販売対策
・県内外での販売促進活動の実施（米穀卸業者へのPR、量販店での試食販売等）
・新米消費拡大キャンペーンの実施（TVCM等）

【課題】
早期稲の品種構成を販売戦略とあわせて見直しを図る。

○南国そだちをはじめ、県産米の認知度
が県内外で高まった。

○新たにブランド化を図る動きが活発に
なってきた。

⇒各地域でのブランド化を引き続き支援

【成果】
●県内外での販路拡大

・県内外の量販店で取扱いが開始された

【これまでの取組状況】
流通・販売において、早期水稲では「南国そだち」を核とした販売促進活動、普通期水稲では

地域特性を活かした売れる米づくりを支援

・県内外の量販店で取扱いが開始された
・玉川高島屋、大丸札幌店において、「南国そだち」の試験販売を実施

●県内地域ブランド米の育成
・土佐天空の郷米等の地域ブランド米を支援
・大野見米など新たな取組を支援
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○土佐茶産地の再構築
○県内緑茶消費量のシェアの拡大に つ

産業成長戦略 農業分野【その８】

■土佐茶の販売推進体制を構築し、生産から流通・販売までの対策を強化

項目 対策等 具体的な取り組み、成果等 総括、評価、今後の取り組み等

○県内緑茶消費量のシェアの拡大に つ
ながった

○消費・販路拡大の活動の結果、土佐茶
の認知度が上昇するとともに、緑茶購
入量が増加した。

●土佐茶販売対策協議会・各産地による販路拡大対策
・TVCM、リーフレット配布、各種商談会への参加、出前授業の

実施、新茶まつり・土佐茶祭りでのＰＲ等
⇒県内緑茶消費量の県内産シェア

H１９：４８％ →H２２：６６％
⇒県内での土佐茶認知度の向上（新茶まつりアンケート調査）

【目標】
◆県内緑茶消費量の

県内産シェア
Ｈ２３：６０％

⇒県内での土佐茶認知度の向上（新茶まつりアンケ ト調査）
H２１：４９％ →H２３：６２％

⇒ １世帯あたりの県内緑茶購入量の増加
H２０：４８３g (全国４６位) → H２１：８５５g (同３２位)

⇒若年層を対象とした高知県立大学生による新しいブレンド茶の提案
商品の企画・開発「CHARARA（チャララ）」（H２２）

○全農こうちでは、新規取扱店舗、販売
金額、取扱数量とも増加した。

○「土佐茶カフェ」では、県内外に「土佐
茶」の魅力をPRするとともに、県内は
もとより全国に「土佐茶」の情報を発
信することができた。

●全農こうちへの業務委託による消費拡大・販路拡大対策
（ふるさと雇用再生特別基金を活用）

⇒販売金額 ２３５％
⇒取扱数量 １９８％
⇒新規店舗数 ２１７店
⇒茶取扱単価 １１１％ （いずれも全農取扱９月末時：H２２／H２１）

◆生産者の高齢化の進展
主要産地の基幹的農業従事者

・６５歳以上 ５８％(H17)
◆栽培条件の不利性

急 峻：傾斜度１５度以上３２０ｈａ
小規模：栽培面積２０ａ未満５１％

◆荒茶価格の低迷

○荒茶および仕上げ茶の加工施設等を
整備し 高品質安定生産 新たな消

●土佐茶ＰＲ拠点「土佐茶カフェ」開設（NPO法人ワークスみらい高知）（H22.12.26）
・土佐茶の販売やおいしい淹れ方など情報発信
・来客数 ３２，０００人(H２２.１２月～H２３.６月）

●土佐茶加工施設の強化
荒茶加工施設の改修（３ヶ所）

◆荒茶価格の低迷

（円/kg）

1,500 

2,000 

2,500 

3,000 

整備し、高品質安定生産、新たな消
費者ニーズに対応したティーバック・
粉末茶の製造が可能となった。

⇒全出荷量に占める仕上げ茶の比率を
拡大し 農家収益の向上を目指す。

・荒茶加工施設の改修（３ヶ所）
・荒茶加工施設の高度化

（仕上茶およびティーバッグ・粉末茶：１ヶ所）

1,000 

8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22
（年度）

拡大し、農家収益の向上を目指す。

○畜産の振興 ●県内外での畜産物の新規取扱店舗の開拓
（H２１.３～H２３.３）

土佐あかうし 店

○景気悪化等で高級畜産物（和牛、地
鶏）の消費が低迷するなか、生産に見
合う販路拡大を実施してきた。

土佐あかうし ３９店

窪川ポーク米豚 ３７店

土佐ジロー ２５店

土佐はちきん地鶏 １４１店

⇒今後も、こだわりの量販店や飲食店を
ターゲットに、地産地消の足もとを固
めながら、地産外商を中心に流通・販
売戦略を進める。
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６．担い手の ■認定農業者の育成・確保
認定農業者の育成 確保に向け フ ロ ア プ活動を通した経営改善計画の達成支援及び再

産業成長戦略 農業分野【その９ 】

○認定農業者は Ｈ２２年度末には減少
○農業を支える担い手を育成

項目 対策等 具体的な取り組み、成果等 総括、評価、今後の取り組み等

育成と生産資
源の保全

・認定農業者の育成・確保に向け、フォローアップ活動を通した経営改善計画の達成支援及び再
認定への誘導、各地域でリストアップした農家の新規認定を関係機関を挙げて推進。

■新規就農者の確保・育成
・就農希望者に対し、ＰＲから、相談、研修、就農準備など段階に応じた支援を実施。

【成果】
●実践的な研修を支援する研修支援事業の利用者が大幅に伸び、新規就農者も増加【目標】

○認定農業者は、Ｈ２２年度末には減少
傾向に入り、目標であるＨ２３年度末ま
でに４，３４０経営体を確保することは
困難

⇒国が認定農業者への施策の集中から
「意欲ある多様な農業者」の支援に転●実践的な研修を支援する研修支援事業の利用者が大幅に伸び、新規就農者も増加

H２１ H２２

認定農業者数（人） ３，７９８ ３，７４９

新規就農者数（人） １６１ １９７

研修支援事業
実施市町村数 １４ ２２

◆認定農業者数
H２３：４，３４０経営体

【目標】
◆新規就農者数

H２１：年間１５０人

意欲ある多様な農業者」の支援に転
換したことから、今後は、担い手を企
業的経営体へと育成する取り組みへ
と重点を移行

○新規就農者数については、Ｈ２１、２２

（注）H２２の新規就農者数の目標は１７０人

●都会で学ぶ農業技術研修受講者 ３４名(H２２) うち１２名が高知県での就農を希望
●窪川アグリ体験塾長期研修生 ２２名(H２３ ３)

研修生数（人） ２１ ５０

指導農業士（人） ３８ ４３

H２１：年間１５０人
H２２以降：年間１７０人 年度は目標を達成している。Ｈ２３年

度については、現在集計中。

⇒新規就農者対策については、生産組
織等、地域が主体となって、就農希望
者を育成できるように体制を強化

●窪川アグリ体験塾長期研修生 ２２名(H２３.３) 

【仁淀川地域】
・新規就農者

５７人（H21～22計）

【物部川地域】
・新規就農者

７８人 （H21～22計）

【嶺北地域】
・新規就農者

１１人 （H21～22計）

【高幡地域】
・新規就農者

６４人(H21～22計)

５７人（H21 22計）

【高知市地域】
・新規就農者

５４人（H21～22計）

６４人(H21 22計)

【安芸地域】
・新規就農者

４４人 （H21～22計）

担い手確保の状況

【幡多地域】
・新規就農者

５０人 （H21～22計）
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産業成長戦略 農業分野【その１０ 】

■経営不振農家に対する グ プと県との協働による取組強化 ○８ＪＡで主体的な支援活動ができている

項目 対策等 具体的な取り組み、成果等 総括、評価、今後の取り組み等

■経営不振農家に対するＪＡグループと県との協働による取組強化
【これまでの取組状況】

経営不振農家対策に取り組むＪＡ（農業協同組合）に対し、体制構築や指導力向上に向けた支
援などを実施

・プロジェクトチーム会・担当者会の定期的な開催
・支援対象農家への個別総合指導

Ｈ２１：１２ＪＡ １３０戸 チーム会２６４回 個別指導１ ３２３回

○８ＪＡで主体的な支援活動ができている。
○経営不振農家だけでなく、対象を広げた

経営指導が展開できるＪＡもできた。
○ＪＡグループに新たに導入されたオンラ

インの経営診断システム「ＪＡ総合事業
提案型システム」の運用が始まった。

⇒農家を経営不振に陥らせないための活Ｈ２１：１２ＪＡ、１３０戸、チーム会２６４回、個別指導１，３２３回
Ｈ２２：１２ＪＡ、１３２戸、チーム会２５５回、個別指導１，４９３回
Ｈ２３：１２ＪＡ、１０９戸

・利子補給事業の利用拡大の推進

【成果】
●経営改善農家割合 Ｈ２１：３７％ Ｈ２２：４８％

⇒農家を経営不振に陥らせないための活
動として、ＪＡグループと協力してシステ

ムの定着と利活用の強化を図る。

●経営改善農家割合 Ｈ２１：３７％ Ｈ２２：４８％

●経営改善支援活動の評価（Ｈ２２）

経営状況の変化（％） 改善 維持 悪化

【目標】
◆経営改善農家割合

20％以上

経営再建を支援する農家のうち、経済余剰（借入金の返済、生活費をまかなったうえ
での余剰）が生まれた農家の割合

経営状況の変化（％） 改善 維持 悪化

売上 ３２ ３４ ３４

農業所得 ４５ ２３ ３２

負債総額 ６１ １８ ２１

農家の変化（％） 向上 変化なし

●利子補給事業等の実績（Ｈ２２）

農家意欲 ８０ ２０

栽培管理技術 ６６ ３４

経営管理能力 ５５ ４５

家計管理能力 ４９ ５１

●利子補給事業等の実績（Ｈ２２）
・契約ＪＡ数：１２ＪＡ、利用ＪＡ数：７ＪＡ
・利用農家戸数：３４戸（延べ４５戸）

●ＪＡオンライン経営診断システム稼働：８ＪＡ
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○耕作放棄地の再生利用の
推進と新たな担い手との

産業成長戦略 農業分野【その１１ 】

■耕作放棄地の再生利用の推進と、新たな担い手とのマッチング支援
【これまでの取組状況】 ○H２１年度から２３年度までに３００ｈａ

項目 対策等 具体的な取り組み、成果等 総括、評価、今後の取り組み等

推進と新たな担い手との
マッチング支援

【これまでの取組状況】
耕作放棄地再生利用緊急対策交付金（国事業）とともに、農地保有合理化機能を持つ県農業公社

を通じて、耕作放棄地解消推進事業（県事業）を実施することにより、耕作放棄地の解消を推進する。
併せて、県農業公社の実施する、耕作放棄地を含めた農地や遊休ハウスの情報提供事業などによ

り、規模拡大志向農家や、新規就農希望者等の新たな耕作者とのマッチングを支援し、担い手の確
保・育成を図る。

○H２１年度から２３年度までに３００ｈａ
の耕作放棄地を解消する目標は達成
の見込み。

⇒解消面積の多くは、自主解消による
農地の保全管理にとどまっており、
本来の目的である再生後の営農開始

【目標】
◆解消面積

【成果】

本来の目的である再生後の営農開始
にはつながっていないことから、補助
事業の活用や新たな担い手の確保に
ついて、地域協議会と連携し、耕作放
棄地の解消と営農開始に向け取り組
む。
１種農地や基盤整備済み農地など、

H２１年度 H２２年度

１１２．６９ha １１５．４９ha

◆解消面積
H２１： ３０ha
H２２：１２０ha
H２３：１５０ha

計 ３００ha

優先的に解消すべき耕作放棄地に的
を絞り、具体の取り組みを盛り込んだ
実行計画を地域協議会において作成
し、計画に沿って取り組むよう促す。

耕作放棄地の解消 （解消内訳）
営農再開 ４４．８４ha
保全管理 ６７．８５ha

（解消内訳）
営農再開 ３１．９６ha
保全管理 ８３．５３ha

県農業 社 情報提供

・農地情報６２件
（うち耕作放棄地１３件）

・農地情報２０２件
（うち耕作放棄地９０件）

県農業公社の情報提供
（うち耕作放棄地１３件）

・空きハウス情報６件
（うち耕作放棄地２件）

（うち耕作放棄地９０件）
・空きハウス情報６件

（うち耕作放棄地２件）

国及び県事業の活用状況
８．４７ha ３．２２ha

・８市町実施
・１１経営体で営農再開

・８市町実施
・１３経営体で営農再開
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産業成長戦略（林業分野）の実行２年半の取り組みの総括

林業分野では ①林業 木材産業の再生 ②木質バイオマス利用の拡大 ③森のものの活用 ④健全な森づくりの４つの柱を立て 木材価格の

産業成長戦略（林業分野）の実行２年半の取り組みの総括

◆ 実行２年半の取り組み総括（まとめ）

林業分野では、①林業・木材産業の再生、②木質バイオマス利用の拡大、③森のものの活用、④健全な森づくりの４つの柱を立て、木材価格の
低迷による採算性の悪化や高齢化などによる担い手不足など、森林・林業を取り巻く課題に対して、県土の８割を超える森林資源を活用して産業
の振興を図り、雇用の創出につなげる取り組みを進めてきた。

山側では、「森の工場」により森林の集約化、林業機械や作業道などの生産基盤の整備、現場の作業システムの改善指導に取り組み、生産性の
向上を図っており、民有林の素材生産量は増加傾向にある。また、林業就業者は増加し、平均年齢も若返っている。

荒廃森林を解消するための間伐については、国の補助制度や森林環境税などを活用し、一定の成果が上がっているが、間伐を進めるための条
件が徐々に厳しくなっており、全体としては、目標を達成することができなかった。その他に中山間地域の貴重な収入源である特用林産物の生産振
興にも取り組み、一部の地域、品目（特に木炭）については一定の成果をあげている。興にも取り組み、 部の地域、品目（特に木炭）については 定の成果をあげている。

木材の利用や販売面では、戸建住宅や公共施設において県産材の利用を促進する地産地消の取り組みとあわせ、県外に設置した流通拠点を
通じて販売活動を開始するなど、地産外商にも積極的に取り組み、木材の利用割合や販売実績の増加につなげた。また、計画期間中に集中的に
木質ボイラーの導入を推進し、木質バイオマスのエネルギー利用が進展している。

一方、木材加工の面では、大型製材工場の整備に取り組んできたが、今のところ実現していない。また、県内事業者の共同・協業化の取り組みも
十分な成果を上げるには至っておらず、加工部門の強化が進まないため、製材品生産量の減少に歯止めが掛からない状況となっている。

今後は、産業成長戦略で効果を上げた取り組みを継続するとともに、豊富な森林資源を活かしきるための加工体制の強化や原木供給を拡大する
組 を強 林業 木材産業 生産 なげるため 皆伐 造林 対応も行 く取り組みを強化し、林業･木材産業の再生産につなげるため、皆伐、再造林への対応も行っていく。
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１ 原木の ○森の工場の整備推進

産業成長戦略 林業分野【その１ 】

（総括、評価）◇効率的・計画的に木材生産を行う「森の工場」の整備

項目 具体的な取り組み 具体的な成果等 総括、評価、今後の取り組み等

１．原木の
生産の集約
化・効率化

○森 場 整備推進

【目標】
◆整備済「森の工場」：

面積43,000ha（Ｈ23年度）

（総括、評価）
○森林施業の集約化の有効性は一定認識
され、「森の工場」の面積及び木材生産量は
増大した。

（今後の方向性）
⇒国の制度改正に伴い、「森の工場」整備及
び支援方針を検討する

◇効率的 計画的に木材生産を行う 森の工場」の整備

【課題】

区分 認定 累計（H16～H23.8月末）

H21年度 6,462 ha

100工場61事業体 40,536haH22年度 7,216 ha

H23年度 3,375 ha

び支援方針を検討する。

⇒生産性が低い事業体への作業システム改
善の指導を継続する。

⇒生産性向上に必要な基盤整備や高性能
林業機械導入への支援を継続する。

【課題】
・国の制度改正への対応
・地形や資源状況に応じた効率的な作業システムの確立が不十分
・生産性の向上に必要な基盤整備や機械導入への支援策の検討

プ （総括 評価）128 726350 000

400,000

450,000

500,000
国有林

民有林

素材生産量の推移m3

◇集約化提案型施業を実践できる森林施業プランナーを育成
・森林施業プランナー養成研修を開催（H21：延べ10日、H22：延べ8日）

23森林組合48名・2事業体2名で、合計50名の体制が整った。・
⇒研修を受講した50名が、森の工場等の集約化の取り組みをはじめている。

H21年度 H22年度 累計

（総括、評価）
○研修生同士で、作業システム等の勉強会
をはじめるなど、情報交換や切磋琢磨の動
きが生まれた。

○コスト分析のためのデータ収集など組織内
の取り組みが活発化してきた。
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・Ｈ23年度は、未受講の１森林組合・6事業体の計7名が新たに国の基礎研修を受講

【課題】
研修で得た知識を実践で活かすための体制づくり

19名 31名 25事業体50名 （今後の方向性）

⇒実践の中での課題解決に向けた取り組み
を、地域（ブロック）単位での勉強会実施など
により、サポートしていく。

H18  H19  H20  H21 

・研修で得た知識を実践で活かすための体制づくり

○担い手の育成 ◇林業就業者を確保するため、林業労働力確保支援センターと連携した取り組みを推進
・林業就業希望者を対象とした就業相談会や林業体験教室を開催
・新規就業者職業紹介アドバイザーを設置し、事業体訪問による雇用情報を収集
・高校訪問による求職情報の収集や求人情報の提供、冊子による林業職場のPRを実施
・高校生を対象とした林業職場体験教室や林業技術研修の実施

【目標】
◆担い手：1,560人

（総括、評価）
○林業労働力確保支援センターと連携した
林業の担い手確保の取り組みを進め、林業
就業者数が増加傾向にあるなど、一定の効
果が現れている。

高校生を対象とした林業職場体験教室や林業技術研修の実施
⇒林業就業者が増加

（７０人増）
（就業者の平均年齢も若返り傾向）

◇林業の作業に必要な技術研修を実施

H20年度 H21年度

1,541人 1,611人

○林業技術者養成研修の回数を増やすなど
研修を充実させており、基幹となる林業技術
者も一定育成されている。

（今後の方向性）

⇒国の「緑の雇用」研修や県の林業技術者
養成研修により 間伐や道づくり等を効率的1,000

1,500 

2,000 
林業就業者の推移
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50～59

40～49

30～39

人

◇林業の作業に必要な技術研修を実施

H21年度 H22年度

307人 306人

養成研修により、間伐や道づくり等を効率的
に行える林業技術者を段階的かつ体系的に
育成していく。
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林業就業相談会
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２ 大型製材

産業成長戦略 林業分野【その２】

（総括 評価）◇原木安定供給策の検討（H２１～H２３）

項目 対策等 具体的な取り組み、成果等 総括、評価、今後の取り組み等

２．大型製材
工場の整備
や中小加工
事業体の共
同・協業化

○大型製材工場の誘致
（総括、評価）
○大型製材工場の進出に関し、進行
中。

○誘致するまでの支援策の確保、原
木増産と安定協供給システムの構築
が必要

◇原木安定供給策の検討（H２１ H２３）
◇製造アイテム、工場コンセプトの検討（H２２、H２３）
◇施設整備支援の検討（H２２、H２３）
◇事業主体の検討（H２２、H２３）

【課題】
原木の安定供給体制の確保 が必要

（今後の方向性）
⇒誘致実現後のフォローを確実に実
施する。

・原木の安定供給体制の確保
・用地整備や施設整備に関する支援策の検討
・事業主体のあり方の検討

製材品生産量の推移

単位：千ｍ3

区分 18年度 19年度 20年度 21年度区分 18年度 19年度 20年度 21年度

国産材 161 160 141 126

外 材 150 142 140 80

合 計 311 302 281 206

○県内事業体による大型製材 ◇加工分野での共同・協業化を狙った共同輸配送 共同乾燥に関するアンケートを実施 （総括、評価）○県内事業体による大型製材
工場起業

◇加工分野での共同 協業化を狙った共同輸配送、共同乾燥に関するアンケ トを実施
◇共同化を提案し、意識変化のある事業者に個別訪問調査
◇大消費地に向けた共同輸配送の実施
◇高幡地区の事業者と大型製材工場起業勉強会の開始（H２２～）
◇大型製材モデルプランの作成を開始し、県内関係者への起業説明会を開催（H２３）

【課題】

○大型製材工場起業の検討を始め
る事業者が現れている。

○起業に向けて、県内事業者の意欲
を喚起するための情報収集・提供、
合意形成の推進支援が必要【課題】

・県内の既存事業体の資金力
・大型製材工場設置への参加事業者の確保
・原木の増産・安定供給体制の確立

合意形成の推進支援が必要

○ワークショップ等により各事業者の
課題の認識を深めることが必要

（今後の方向性）
大型製材 場の事業化を推進⇒大型製材工場の事業化を推進
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○木材の地産地消の推進

産業成長戦略 林業分野【その３ 】

３．県産材の需 ◇木の良さの普及啓発及び利用促進を図るための県産木造住宅等の情報発信
◇公共 公共的施設の木造化 木質化の推進 （総括、評価）

項目 対策等 具体的な取り組み、成果等 総括、評価、今後の取り組み等

要拡大 ◇公共・公共的施設の木造化・木質化の推進
◇木製品の導入、県産木造住宅の建築を促進

⇒
戸建て住宅の
木造率

H19 H20 H21 H22

全国 85.2% 85.6% 85.8% 86.4%

高知県

（総括、評価）

○景気回復が見えない中で、一定の成
果を上げてきており、この流れをしっか
りとしたものにしていくために事業の継
続が必要。

（今後の方向性）

【目標】
◆戸建て木造住宅の木
造率が、全国平均を上
回っている。

⇒

高知県 79.8% 82.8% 83.8% 86.0%

全国との差：計画策定時H19(5.4%) → H22(0.4%)

支 援 区 分 H21年度 H22年度

県産木造住宅への支援 314戸 464戸

（今後の方向性）

⇒事業内容について、より多くの県産
材の活用に繋がる視点で精査を進め、
木造率の向上に繋げる。

⇒県事業における県産材の利用の徹⇒

県産木造住宅への支援 ： H23年度 159戸（8月末）

小中学校や観光関連施設などでの木製品の机
や椅子等の導入の拡大

26団体42施設 40団体61施設

公共及び公共的施設の木造化・木質化 47施設 56施設

底を図るとともに、市町村においてもよ
り積極的な行動が拡大するように取り
組んでいく。

⇒ 情報発信の中心となる、木と人出会い館情報の過去三年間の平均視聴率は10.3%
と常に10%以上をキープ。

H23年度木造施設普及コンクールにおい年度木造施設普及 ンク ルにお
て、久礼中学校と雲の上のギャラリーの2
施設が林野庁長官賞を受賞

【課題】

戸建て木造住宅の木造率について 森林県としては全国平均を大きく上回る取り組みが・戸建て木造住宅の木造率について、森林県としては全国平均を大きく上回る取り組みが
必要。

・国において「公共建築物等における木材利用の促進に関する法律」が施行された状況を
踏まえ、引き続き木の文化県構想に沿って木材の利用拡大に努め、森林県として全国に
情報発信していく必要がある。
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◇平成22年度に地産外商の推進母体となる土佐材流通促進協議会を設立。県外消費地での
外商活動を本格化○県産材の地産外商の推進

産業成長戦略 林業分野【その４ 】

３．県産材の
需要拡大

【課題】
土佐材 安定的 継続的な取引 強化

項目 対策等 具体的な取り組み、成果等 総括、評価、今後の取り組み等

◇土佐材をＰＲするため大消費地で工務店・設計会社・消費者を対象にセミナーを開催
平成２３年度からは、商談方式に重点を置いたセミナーを開催
東京では、土佐材製品を展示する「木の住まいの魅力展」開催（2011.3.3～3.22）

（総括、評価）
セミナーの対象 開催場所 回数 出席数

Ｈ22年度 企業向け 東京・名古屋・大阪 ３回 ５４企業８６名

需要拡大 ・土佐材の安定的、継続的な取引の強化
・新規取引先の開拓

※Ｈ23年度は、8月末までの実績数値

○土佐材流通促進協議会の設立により、
外商活動が一本化できた。

○土佐材流通促進協議会の行う土佐材
セミナーや消費地への拠点設置に加え、
ＪＡＳ等の性能表示木材の流通支援、
パ トナ 企業のＰＲ活動によ て 県外

Ｈ22年度 消費者向け 東京 ３回 ５１名

Ｈ23年度 企業向け 大阪 ２回 ４２企業５３名

パートナー企業のＰＲ活動によって、県外
への販路開拓が拡大している。

東京セミナー 大阪セミナー （個別商談）
東京ＯＺＯＮＥ
土佐材展示

（今後の方向性）
⇒セミナーや展示会などの単発的な取り
組みでは効果が小さいので、組織的かつ
継続的に県外販売の促進を図っていく

◇関東、関西の木材流通業者を対象に土佐材展示会を開催
・H22年度に関東・高知で２回開催、参加者220名

⇒展示販売980m3

◇県外で建てられる土佐材使用住宅等のＰＲ経費支援
⇒ H21年度 H22年度 H23年度 土佐材展示会 （茨城県）

継続的に県外販売の促進を図っていく。

※Ｈ23年度は、8月末までの申し込み棟数

・平成23年度から土佐材パートナー企業登録制度の導入：県外工務店等30社が登録

◇大消費地に流通拠点を設置し、輸送の効率化等、土佐材の流通の利便性の向上
・流通拠点（関東、東海、関西、九州）９箇所を設置

⇒ Ｈ22年度 流通拠点（8箇所）利用量 住宅部材22棟分 建築用材418㎥

２７棟 ４５棟 ３９棟
土佐材展示会 （茨城県）

⇒ Ｈ22年度、流通拠点（8箇所）利用量：住宅部材22棟分、建築用材418㎥
Ｈ23年度、流通拠点（8箇所）利用量：住宅部材 6棟分、新規1社と拠点協定締結（九州：8月）

流通拠点の活用 土佐材住宅の着工（愛知県） 新規企業との協議（大阪府）

◇ＪＡＳ製品等の性能表示木材の流通促進

⇒
H21年度 H22年度

5,653m3 12,350m3
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産業成長戦略 林業分野【その５ 】

○木質バイオマスの利用拡大 ◇未利用の森林資源を有効に活用するため、コストが嵩む原木の収集への支援や、木質ペレットの
製造施設の整備、利用機器の普及を積極的に実施４．新エネル （総括、評価）

○補助事業を有効に活用し 利用機器の

項目 対策等 具体的な取り組み、成果等 総括、評価、今後の取り組み等

製造施設の整備、利用機器の普及を積極的に実施
◇利用の集団化等、取り組みの強化に向けた事業化の推進

木質バイオマスボイラーの導入状況
（単位 台）

地域 20年度以前 21年度 22年度 地域別合計

安 芸 10 27 31 68

物部川 0 2 11 13

ギー利用の推
進 【目標】

◆木質バイオマス年間利用
量：132,000ｔ

○補助事業を有効に活用し、利用機器の
大幅な導入の拡大とそれに対応する木質
ペレット工場が新設された。

○製糸業や養鰻業といった新たな業種で木
質バイオマスの利用が始まった。

物部川 0 2 11 13

高知市 1 1 0 2

嶺 北 1 0 1 2

仁淀川 3 1 0 4

高 幡 6 20 3 29

幡 多 0 0 0 0

年度別合計 21 51 46 総計 118

（今後の方向性）

⇒安定的な原木の収集体制の強化

⇒燃焼効率やコストの抑制に繋がる機器改
良の取り組みの強化

年度別合計 21 51 46 総計 118
⇒ペレット等製造コスト、輸送コスト等を引
き下げる仕組みづくり

池川木材工業

【嶺北地域】
木質バイオマスボイラーの導入（累計）

２２年２台←２０年以前１台

【物部川地域】

木質バイオマスのエネルギーとしての利用拡大
Ｈ１９年度97,000トン

→ Ｈ２２年度(見込み）131,000トン

安岡重機
：１，０００ｔ／年

日本バイオエナジー

仁淀川町
：９００ｔ／年

：１，２００ｔ／年

ゆすはらペレット

【仁淀川地域】
木質バイオマスボイラーの導入（累計）

２２年４台←２０年以前３台

【安芸地域】
木質バイオマスボイラーの導入（累計）

【物部川地域】
木質バイオマスボイラーの導入（累計）

２２年１３台←２０年以前０台

須崎燃料
：８００ｔ／年

日本 イオ ナジ
：８００ｔ／年

ゆすはら レット
：１，８００ｔ／年

【高幡地域】
木質バイオマスボイラーの導入（累計）

２２年２９台←２０年以前６台

【高知市地域】
木質バイオマスボイラーの導入（累計）

２２年２台←２０年以前１台

木質バイオマスボイラーの導入（累計）
２２年６８台←２０年以前１０台

◆木質ペレット製造施設の整備状況

Ｈ２２年度で累計６工場 ６，５００ｔの生産が可能に

◇需要を中心とした地域循環ユニットの構築に向けた構想の整理（H23年度～）

【課題】
・原木の収集や利用機器などのコスト高に対する対応。
・木質バイオマスペレットの製造コストが高い。

・利用ユニットの推進に向けた市町村との連携の強化。

◇需要を中心とした地域循環 ットの構築に向けた構想の整理（H23年度 ）
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５．荒廃森林 ○間伐の推進

産業成長戦略 林業分野【その６ 】

（総括、評価）◇市町村、森林組合、事業体等への説明会を実施

項目 対策等 具体的な取り組み、成果等 総括、評価、今後の取り組み等

⇒ 間伐実施面積

荒廃森林
の解消
（森林整備の
推進）

○森林整備のＰＲ活動や説明会の実
施を継続してきたことで、２年間で２
万ヘクタール超の間伐が実施でき
た。

（今後の方向性）

◇間伐推進に向けた意見交換により共通認識を確認
◇施業の集約化を行うための、集約化推進計画を３３市町村が樹立
◇市町村広報誌（４１市町村）や林業機関誌等への掲載による森林整備のＰＲを実施

・高知県森林組合連合会及び森林組合の意識改革が進んでいる。

⇒ 間伐実施面積
（単位：ha）

【目標】
◆間伐面積：45,000ha

（今後の方向性）
⇒森林整備支援策の周知や森林整
備のＰＲ活動を継続する。

区 分 Ｈ２１ Ｈ２２ 計

間伐面積 10,717 10,193 20,910 

【課題】

・造林事業の新規補助制度の周知と森林整備関連予算の確保

◆間伐面積：45,000ha
(H21～23年度）
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５．荒廃森林

産業成長戦略 林業分野【その７ 】

【課題】◇排出量取引（CO2排出削減）プロジェクトオフセット・クレジットを活用

項目 対策等 具体的な取り組み、成果等 総括、評価、今後の取り組み等

５．荒廃森林
の解消
（森林整備の
推進）

【課題】
・県J-VER制度は、国の温暖化対策推進
法に基づく温室効果ガスの排出削減に活
用できない。

・J-VER制度の運営には、多額の経費が
掛かる。

◇排出量取引（CO2排出削減）プロジェクト

住友大阪セメント株式会社高知工場において使用されている石炭・オイルコークス等の化石
燃料を未利用林地残材と代替することによりCO2の排出を削減

オフセット クレジットを活用
した森林整備

年度 委託量（ｔ）

H21 3 302 68ｔ 掛 る。H21 3,302.68ｔ

H22 5,717.82t

H23 5,000t(予定)
住友大阪セメント株式会社高知工場2号発電設備

4000

5000
J‐VERクレジット販売の推移（累計）t‐CO2

⇒ J-VERクレジット発行 H21年度 1,932t-CO2 H22年度 3,089t-CO2 
H23年度 2,534t-CO2

◇排出量取引（CO2吸収）プロジェクト
県有林（7箇所）の間伐により増大した森林吸収量をJ‐VER認証

・登録時想定吸収量 9,832‐CO2
ク ジ 発行 年度

0

1000

2000

3000

⇒ J-VERクレジット発行 H22年度 285t-CO2

◇県オフセットクレジット認証センターの運営
県J-VER制度のプロジェクト受理～認証～登録・管理等を委託
・プロジェクト受理（H22：６件、H23：２件）

⇒ クレジット認証（H22:2件1,465t-CO2 H23:3件1,349t-CO2）

◇J-VERクレジットの販売促進
グイベ 等 積極的 参加 販売を ポ

（総括、評価）
○環境省のJ-VER制度におけるCO2削
減プロジェクトで第1号登録、また、CO2森

マッチングイベント等に積極的に参加し、J-VERの販売をサポート

⇒ 年度 販売実績（ｔ-CO2) 備考

H21 1,742t-CO2 10件

H22 1 743t CO2 20件

減プロジェクトで第1号登録、また、CO2森
林吸収プロジェクトでも都道府県第1号登
録。
○クレジット創出と販売において、全国的
にもトップクラスの成果を上げている。
○県J-VERの創設により、プロジェクトの
取り組みが拡大している。

（参考） H20年度 899ｔ-CO2

H22 1,743t-CO2 20件

H23 174t-CO2 ６件（H23.8末)
（今後の方向性）
⇒J-VERの汎用性を高める仕組みづくり、
財政面での支援を国に要望し、積極的に
進める。
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産業成長戦略（水産業分野）の実行２年半の取り組みの総括産業成長戦略（水産業分野）の実行２年半の取り組みの総括

◆ 実行２年半の取り組み総括（まとめ）

地域の漁業特性に応じた水産物の前処理加工の事業化、消費地市場と産地市場の関係者の交流、高知県漁協の地産地消・外商活動、カツオ
一本釣漁業で使用する活餌（生きたイワシ）の供給開始、黒潮牧場の3基増設、漁村での体験型観光の推進などに取り組んだことにより、浜値の
向上や水揚げの増加、漁村における交流人口の増加等の成果が一部の地域で現れるなど、成長戦略に沿った取組みは概ね前進している。

産業成長戦略やアクションプランに位置付けられた取組を行った団体は 産業振興計画の推進による効果を実感し 計画の継続を要望しており産業成長戦略やアクションプランに位置付けられた取組を行った団体は、産業振興計画の推進による効果を実感し、計画の継続を要望しており、
支援策も概ね好評であるが、アクションプラン等と深くかかわりのない団体には産業振興計画の効果が感じられない、とするところもある。

取組を進めるなかで、水産加工における衛生管理のレベルアップや県外市場へ高鮮度な水産物を送るための物流体制の整備など、戦略をより
効果的なものとするための課題も明らかになってきた。

次の産業振興計画では、こうした課題等を踏まえた新たな取組みも加えながら、関係者とともに着実に取組みを進めていく。
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①生産物（鮮
○高知県漁協による「土佐の魚」

の地産地消が拡大

◇直販店店舗での販売活動の推進
・直販店を運営し、県産水産物を供給

産業成長戦略 水産業分野【その１ 】

○戦略に基づいた取組のステップアッ
プにより一部で浜値の向上等は達成

項目 対策等 具体的な取り組み、成果等 総括、評価、今後の取り組み等

①生産物（鮮
魚）の売上高
を伸ばすた
めの戦略

の地産地消が拡大

◇県内量販店2社への直接供給
・漁協の体制整備に合わせ取引店を1社から2社に拡大
・高鮮度にこだわった量販店の販売戦略と連携

□直販所2店舗での販売額の推移

年度 20 21 22 23（4月～7月）

販売額 5,000万円 13,100万円 15,100万円 4,893万円

プにより 部で浜値の向上等は達成
されているが、収益性の視点から抜本
的な改善が必要。

⇒これまでの3年間の取組を総括し、収
益性の向上や運営体制の効率化等を
図るとともに、中期的な取組の方向性を
まとめた販売戦略の策定と実行に取り

□県内量販店2社との取引額の推移

年度 21 22 23（4月～7月）

取引額 850万円 950万円 220万円

◇集出荷体制の確立、人材育成等
・仕入担当者を芸東地区（2名）、清水地区（2名）に配置し、県内量販店と本格取引ができる

集出荷体制が確立
量販店への派遣研修や販促活動の実践等により担当職員の資質が向上

まとめた販売戦略の策定と実行に取り
組む。

・量販店への派遣研修や販促活動の実践等により担当職員の資質が向上
・平成23年5月から販売部を設置し体制を強化

【課題】
・直販店の統合や業務筋への販路の拡大などによる収益力の強化

○「土佐の魚」の消費拡大に向けて ◇量販店や市場関係者、漁協等と連携した県産水産物の消費拡大に向けたＰＲ ○消費拡大に向けたPR活動が県民に
【21年度】

・量販店等と連携した消費拡大キャンペーンの実施
キャンペーンへの協力店舗：118店舗、 プレゼントキャンペーンへの応募：511件

【２２年度】
・量販店等と連携した「土佐のたたき文化」の情報発信

イベント、量販店、コンビニ等で土佐のたたき料理を紹介したﾘｰﾌﾚｯﾄ等を配布
県産水産物を使用した料理レシピの募集及び飲食店等でのメニ 化

○消費拡大に向けたPR活動が県民に
認知され、消費者が求める魚の旬･
料理方法等の情報を発信する仕組み
などが整備された。
しかし、食文化の変化等による魚離れ
を食い止めるにはいたらず継続した取
り組みが必要である。

42.7
41.4

44.6
39.6 39.1

36 8 35 4
40.7

37.7
39.4

40.0

50.0

１世帯あたりの生鮮魚介類・生鮮肉の

年間購入量の推移（高知市）(kg)

・県産水産物を使用した料理レシピの募集及び飲食店等でのメニュー化
応募件数52件 〔大賞1件、優秀賞9件を表彰〕
上記レシピを飲食店等でアレンジしてメニュー化・販売（31店舗 23.3～4月）

・高知市中央卸売市場と連携した料理教室の開催
5回開催、延べ130名参加

・「とさてらす」における県産水産物のPR（試食・販売等）
H22 12 12：高知県漁協 加工グループ地域5団体参加

⇒量販店等との連携を強化し、アンケート
調査等による事業効果の把握に努める
中で、より効果的なPR活動を展開する。

31.4
29.3

35.5 35.5 35.4
31.3

35.5 35.4
39.1

34.5

38.9
36.8 35.4

34.3

10.0

20.0

30.0

生鮮魚介類

生鮮肉
H22.12.12：高知県漁協、加工グル プ地域5団体参加
H23.1.9：高知市中央卸売市場関係2団体参加

・漁協、市場関係者等と連携した水産イベント「第１回土佐のおさかなまつり」の開催
H23.1.23：漁協、地域加工グループなど15団体が出展し、約3,700名来場

◇高知のお魚まるごとネット「サカナチカラ コウチカラ」による情報発信
◇土佐の魚PR活動パートナー店の登録

143店舗登録（H23年8月31日現在）

0.0

H12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22

※総務省「家計調査」による。（２人以上世帯）

店舗登録（ 年 月 日現在）
◇高知県おさかなPR大使による県産水産物のPR

H21年度：24件 H22年度：43件 H23年度：8件（H23年8月31日現在）
◇水産物消費拡大対策検討会の開催（5回開催）

検討会で意見が出された「漁協等と連携したイベントの開催」、「高知市中央卸売市場の有
効活用」、「土佐の食文化に関する情報発信」、「PRﾊﾟｰﾄﾅｰ店の活用」などを消費拡大対策
に反映
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○「土佐の魚」大消費地とのネッ ◇県外の消費地市場関係者を高知県に招くなど、産地との交流会（意見交換会、試食会、現地 ○県外の消費地市場と産地の結びつき

産業成長戦略 水産業分野【その２ 】

項目 対策等 具体的な取り組み、成果等 総括、評価、今後の取り組み等

①生産物（鮮
トワーク作り

◇県外の消費地市場関係者を高知県に招くなど、産地との交流会（意見交換会、試食会、現地
見学）を開催し、消費地市場との人的ネットワークを構築。
・大阪市場 ３回開催（県内、大阪市）

延べ参加者：大阪市場 16社（28名）、県内産地市場 42社（80名）
主な意見：高知県の魚は全般に脂が少なく刺身向き。

消費地市場が求める荷立てへの対応が必要。
産地の水揚情報ができるだけ早く欲しい。

○県外の消費地市場と産地の結びつき
が強まり、人的ネットワークの構築や
県産水産物の認知度の向上が進みつ
つある。

⇒県外消費地市場における県産水産
物のシェアの拡大を目標に交流会を
継続開催し、人的ネットワークの強化

①生産物（鮮
魚）の売上高
を伸ばすた
めの戦略

・名古屋市場 １回開催（県内）
参加者：名古屋市場 9社（9名）、 県内産地市場 15社（20名）
主な意見：鮮度で売って行くことを検討してはどうか。

販促シールを活用した生産者の顔の見える取組は量販店に好評。
・築地市場 ２回開催（東京都、県内）

延べ参加者：築地市場 30社（31名）、県内産地市場 22社（30名）
主な意見 関東では魚に脂がの ていないと売れない 高知の魚は脂が少ない

や交流会での意見を反映した産地買
受人の活動を支援する。

主な意見：関東では魚に脂がのっていないと売れない。高知の魚は脂が少ない。
鮮度の評価は高い。そこをアピールすべき。

○「土佐の魚」ブランド化の推進 ◇カツオ、キンメダイ、ゴマサバの３魚種を地産外商加速化品目に選定し、戦略を策定。
魚種ごとに推進組織を設置し、認知度の向上等の活動をスタート。

○ カツオ、キンメダイ、ゴマサバのブラン
ド化を担う推進組織が立ち上がり、マ
リン・エコラベルの認証取得も併せて
目指すこととなり、今後こうした活動が
地産外商に結び くよう支援する必要

【戦略の骨子】

品目（魚種） 戦略の骨子

地産外商に結びつくよう支援する必要
がある。

⇒各推進組織のブランド化に向けた取
組やマリン・エコラベルの認証取得を
強力に支援するとともに、県、大日本
水産会等の事業を通じてマリン・エコ
ラベルの普及促進と認知度向上を図

3魚種共通 ・マリン・エコラベルの認証取得

カツオ
・水揚基地機能の強化による安定した集出荷体制の強化
・土佐のカツオの情報発信
・高鮮度のカツオをこだわりのある飲食店に直接販売

キンメダイ
・認知度の高い関西市場での重点的なPR活動の展開
・高知県漁協による鮮魚の販路開拓
・民間企業との連携による高知県漁協のPB商品の開発･販売

【推進組織の設置】

品目（魚種） 推進組織

カツオ 土佐のかつお流通対策協議会（H23年4月25日設立）

キンメダイ 芸東水産業改良普及協議会（既存組織の活用）

ラベルの普及促進と認知度向上を図
る。

民間企業との連携による高知県漁協の 商品の開発 販売

ゴマサバ
・清水サバのPR活動の展開
・高知県漁協による鮮魚の販路開拓
・ゴマサバの加工品の製造・販売

キンメダイ 芸東水産業改良普及協議会（既存組織の活用）

ゴマサバ 土佐の清水さば流通対策協議会（H23年3月19日設立）

【23年度取組の概要】

品目（魚種） 23年度取組の概要

３魚種共通
・マリン・エコラベルの認証取得をPR
・築地市場、大阪市中央卸売市場でのPR
・首都圏でチェーン展開する飲食店でのフェア開催

たたき 実演など体験型観光 推進
カツオ

・たたきの実演など体験型観光の推進
・鮮度にこだわった高級食材としての販路開拓

キンメダイ
・関西市場をターゲットとした販路開拓

ゴマサバ
・首都圏の料理店等への活サバの販路開拓
・「まるごと高知」等を活用した首都圏での加工品の販路開拓
・観光イベント等を活用した観光客へのPR
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①生産物（鮮 ○高知県漁協の県外マーケットへ ◇県外市場との取引 ○戦略に基づいた取組のステップアップ

産業成長戦略 水産業分野【その３ 】

項目 対策等 具体的な取り組み、成果等 総括、評価、今後の取り組み等

①生産物（鮮
魚）の売上高
を伸ばすた
めの戦略

○高知県漁協の県外マ ケットへ
の販売促進

◇県 場
・共同販売により、幡東地区の水産物を県外市場に出荷（5,000万円/年）
・買取販売に着手したことにより、新たな販路の確保に着手
・キンメダイを主体に神戸、京都、名古屋、築地等へ試験出荷を開始

（H22.9月～H23.3月 1,114万円 H23.4月～7月 1,046万円）
◇県外業務筋への販売

・首都圏の業務筋等に営業活動を実施
務 高 売

により一部で浜値の向上等は達成され
ているが、収益性の視点から抜本的な
改善が必要。

⇒これまでの3年間の取組を総括し、収
益性の向上や運営体制の効率化等を
図るとともに、中期的な取組の方向性
を 売戦略 策定 実・県外業務筋からの発注や高知フェア等のイベント販売に対応（H21：60万円、H22：350万円）

・まるごと高知のレストランで清水サバを使ったメニューが定番化
（清水サバ等の販売 H22.8～H23.3月 113万円、H23．4～7月 45万円）

・くら寿司四国フェアへの販売（H23.5～6月）

魚種名 商品形態 納入数量 売上高

清水サバ 漬けﾌｨｰﾚ 1,372kg 210万円

キンメダイ 骨抜きﾌｨ ﾚ 659k 329万円

をまとめた販売戦略の策定と実行に取
り組む。

*くら寿司：全国で約260店舗を展開する回転寿司チェーン（本部：大阪府堺市）

キンメダイ 骨抜きﾌｨｰﾚ 659kg 329万円

スジアオノリ 乾燥パック 129kg 139万円

合計 2,160kg 678万円

○漁獲の増加に貢献する黒潮牧場
の再配置に着手

○最適な黒潮牧場12基体制にむけ、着
実な取組みが図られた。

○設置海域によ ては 整備 ストの縮

◇最大の漁獲効果を得るための配置を検討するため、３基の黒潮牧場を増設し、効果の把握
に着手 （平成22年度）。

増設した黒潮牧場の で 平成 年 月にカツオ主体の漁があり その後も小規模ながら ○設置海域によっては、整備コストの縮
減に成功し、財政面でも更新しやす
い状況となった。

⇒引き続き、漁業関係者と協力し、「12
基体制での黒潮牧場の最適化配置
の検討及び整備の低コスト化」に努
める

⇒増設した黒潮牧場の一つで、平成23年6月にカツオ主体の漁があり、その後も小規模ながら

漁場が形成
⇒従来より低コストの浮魚礁を導入し、整備コストを縮減（設計上13％程度の削減)

＊黒潮牧場：カツオマグロ等の回遊魚を効率的に漁獲するために、本県沖合に設置した大型浮魚礁

める。

○活餌の供給でカツオの地元水揚
げを増大

高知県所属大型カツオ一本釣漁船の水揚げの比較（単位：隻、トン、千円）

漁港 ／ 年 H21 H22 H23

○活餌供給により、操業の効率化や水揚
の増加などの直接効果、物資補給によ
る地元への波及効果が得られた。

⇒省力化機器の整備や新たな活餌仕入
れ先の確保など、ハード･ソフト面で必

◇カツオ一本釣用活餌（生きたイワシ）の供給事業を黒潮町佐賀地区でH22.1から開始
⇒活餌事業の開始以降、大型カツオ一本釣船の水揚げが愛媛県深浦漁協から佐賀漁港へシフ

ト

漁港 ／ 年 H21 H22 H23

隻数
佐賀（高知） 4 8 14

深浦（愛媛） 25 7 4

水揚量
佐賀（高知） 29 69 172

深浦（愛媛） 242 54 66

水揚金額
佐賀（高知） 15,828 27,389 58,693

要な支援を行う。

水揚金額
深浦（愛媛） 103,477 20,142 15,347

平成23年は1月～７月
水揚量・金額にはカツオ以外の魚種も含む
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○燃油高騰に強い漁業経営への
転換を支援

○3カ年間のエンジンリース事業に対す
る支援により、 漁業経営改善に効果

◇漁業経営構造改善計画を策定した基幹漁船漁業者に対して、漁協が行う低燃費エンジン
リース事業を支援（ H21年度9件、H22年度14件、H23年度は要望22件）

産業成長戦略 水産業分野【その４ 】

項目 対策等 具体的な取り組み、成果等 総括、評価、今後の取り組み等

①生産物（鮮
魚 売 高

転換を支援 る支援 より、 漁業経営改善 効果
が見られた。

⇒ 事業効果の評価を行い、漁業の経
営体質の改善につながる施策につ

いて、幅広い観点から検討する。

○漁業を支える担い手を育てる

目標：
年間22名程度の新規
漁業就業者を確保

○漁業者の減少と高齢化が続く中で、就
業支援のための施策を充実したことに

リ 事業を支援（ 年度 件、 年度 件、 年度 要望 件）
⇒ エンジンのリースを受けた漁業者のほとんどが、燃費の向上及び経営面の意識が変わる

など、経営体質の改善に貢献

◇漁業の担い手の確保に向け、就業アドバイザーの設置や漁業技術習得のための支援、
漁船購入のための支援の実施などにより、新規就業者が増加

魚）の売上高
を伸ばすた
めの戦略

新規漁業就業者の推移 単位：人

年 H17 H18 H19 H20 H21 H22

人数 22 25 41 28 34 39

漁業指導所調査結果

業支援のための施策を充実したことに
より、支援事業の利用者、新規就業者
ともに増加傾向となった。

⇒制度の周知により、受入れ体制の充実
と受入れ漁業種類の拡大を図る。

漁船購入のための支援の実施などにより、新規就業者が増加

⇒ 年間目標を上回る新規就業者を確保

⇒ 新規就業者支援事業の利用者数の増加
5,412

2,838

1,697 1,803

2 086

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

（人） 漁業就業者数の推移

60歳以上

○個々のグ プの熟度に応じた活動

新規就業者支援事業の利用者数の増加

新規就業者支援事業の利用者数の推移 単位：人

年 度 H12～19平均 H20 H21 H22 H23(予定)

長期研修開始者 2 5 7 8 -

長期研修修了者 2 2 1 5 7

漁船リース利用者 - - 2 4 -

◇養殖生産物の品質向上と生産量のまとまりを くるため 養殖生産者のグ プ化を推進

7,800

4,640 3,862
2,455

1,273 829 643 640

5,435
5,614

4,991

3,937
3,210

2,323 1,665

2,086

2,401
2,522

2,487
2,307

0

2,000

4,000

6,000

8,000

S48 S53 S58 S63 H5 H10 H15 H20

40～59歳

15～39歳

○マダイ・カンパチの養殖業者が
グループで流通・販売に挑戦

○個々のグループの熟度に応じた活動
が進み、生産物の高付加価値化や販
売体制の確立が進んだ。

⇒各グループの特徴やレベルに応じた活
動を引き続き支援し、品質向上や経費
節減、販売の拡大等につなげる。

◇養殖生産物の品質向上と生産量のまとまりをつくるため、養殖生産者のグループ化を推進
⇒ 新たにネイリ部会、すくも湾漁協養殖部会の2つのグループ化を加え、5グループ97名（県内

養殖生産者の44％）が参画し、県外量販店との取引や加工販売の展開など流通･販売の促
進に向け活動

グループ化の状況と活動内容

グループ名 ﾒﾝﾊﾞｰ数 魚種 活 動 内 容

土佐鯛 房（須崎市 深浦） ダイ 生産体制 拡大 関西量販店 社と販売契約成立

○漁業者の資源管理意識の向上や共済

土佐鯛工房（須崎市 深浦） 9 マダイ 生産体制の拡大、関西量販店2社と販売契約成立

乙女会（須崎市 深浦） 7 マダイ 鮮魚、活魚販売に加え積極的に加工販売を展開

タイ部会（須崎市 大谷） 20 マダイ 県内量販店で計14回出張販売を実施

ネイリ部会(須崎市 大谷) 8 カンパチ 昨年末3名で活動を開始し、現在は8名に増加

すくも湾漁協養殖部会

（宿毛市・大月町）
53

ﾌﾞﾘ・ｶﾝﾊﾟﾁ・

ﾏﾀﾞｲ
神経抜きによる付加価値向上

○資源管理 漁業所得補償制度を②県1漁協に

よる漁業費
用を削減する
ための戦略

○漁業者の資源管理意識の向上や共済
制度への加入促進などが図られた。

○養殖漁業については、制度加入の要
件である飼育尾数の５％削減が達成で
きず制度参加は得られなかったが、共
済加入の必要性には理解が深まった。

⇒共済既加入者の制度参加と未加入者

○資源管理・漁業所得補償制度を
活用した経営安定対策の推進 ◇制度説明と漁業者の計画策定への支援（16ヶ所；約100人）を行うとともに、制度推進の母体と

なる高知県資源管理協議会を設立。
⇒窪津地区のメジカ及びゴマサバ一本釣で所得補償制度への参加が得られ（2計画で24名

参加）、今後、中型まき網（宿毛、H23.8月～）など、共済既加入者について順次制度参加が
得られる見込み。

⇒養殖漁業では、加入金額が前年度比で1 7倍と大幅に増加。 ⇒共済既加入者の制度参加と未加入者
の共済加入・制度参加を呼びかけ、加
入率を向上させる。

⇒養殖漁業では、加入金額が前年度比で1.7倍と大幅に増加。

養殖漁業の共済加入状況の推移

加入件数
合計金額（千円）

手結 宇佐 大谷 野見 上ノ加江 藻津 すくも湾 計

22年度 4 0 26 17 1 10 12 70 5,277,919

23年度 4 2 35 28 1 16 13 99 8,748,290
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◇すくも湾漁協と民間企業との連携による前処理加工の事業化推進（宿毛市）③水産加工 ○水産加工の新たな事業化が ○ 地域の特性や事業者の事情に応じ

産業成長戦略 水産業分野【その５ 】

項目 対策等 具体的な取り組み、成果等 総括、評価、今後の取り組み等

◇すくも湾漁協と民間企業との連携による前処理加工の事業化推進（宿毛市）
・前処理加工の事業化モデルの検討をきっかけに、すくも湾漁協と民間企業との連携による

加工事業が具体化
・㈱ﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞﾀﾞｲﾆﾝｸﾞと㈱高南食品社長が出資し加工販売を担う㈱土佐社中を設立

（H22.6.11）
・宿毛市田ノ浦に加工施設（事業主体：すくも湾漁協）が完成（H23.2.28）し、4月から稼動

開始

③水産加工
の産業化
（1.5次産業

化）に向けた
戦略

○水産加工の新たな事業化が
前進

○ 地域の特性や事業者の事情に応じ
た前処理加工の事業化が実現した。

⇒連携の促進によるさらなる事業 化の
芽だしを図るとともに、関係者間の情
報交換の場を提供するなどして新た
な連携を促進する。

・H23年度実績（4～7月） 原魚数量 9t 販売額 326万円

◇高知県漁協と民間企業との連携による水産加工品の開発（室戸市）
・㈲ﾀｶｼﾝ水産が室戸市佐喜浜に定置網のｺﾞﾏｻﾊﾞ等を対象と した加工施設を整備(H22.3)
・H22年3月から稼動を開始したが、サバの不漁により販売実績は計画を下回る状況で推移

H22年度実績：原魚58tをしめサバ等に加工。販売額 3,513万円
年度計 魚数 売額

○高知県漁協手結支所やすくも湾漁協
の加工施設では、ソフト、ハード両面
の衛生管理体制が整いつつある。

※H22年度計画：原魚数量 140t 販売額 7,097万円
H23年度実績（4～7月）：原魚数量 22t 販売額 2,085万円

・「まるごと高知」でのﾃｽﾄﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞを活用し、高知県漁協ﾌﾞﾗﾝﾄﾞの商品としてｷﾝﾒﾀﾞｲの酢
〆を開発（H23.4商標登録済）

◇高知県漁協（手結支所）によるシイラの前処理加工（香南市）
従来 商品価値の低かった2k 未満のシイラを30円/k 以上で買い支え

○その他の加工施設についても、順次
衛生管理のレベルアップを図ってい
く必要がある。

⇒ソフト・ハード両面での衛生管理体制
の強化を図る中で、県版ハセップの
認証取得を支援する。

・従来、商品価値の低かった2kg未満のシイラを30円/kg以上で買い支え
・H21年度実績：原魚50tを練り製品用に前処理加工。販売額 351万円
・H22年度実績：原魚29tを加工原料等に前処理加工。販売額 257万円
※H22年度計画：原魚数量60t 販売額580万円

・H23年度実績（4～7月）：原魚数量 6t 販売額 32万円
・衛生管理機能の強化を目的とした施設改修が完成（H23.6.18）

◇すくも湾漁協によるキビナゴ等の前処理加工（宿毛市）
・H21年度実績：原魚10tを加工。販売額は400万円
・H22年度実績：原魚36tを加工。販売額 1,755万円（学校給食、病院給食等）

※H22年度計画：原魚数量48t、販売額 2,858万円
・H23年度実績（4～7月）：原魚数量 20t 販売額 950万円

◇宿毛湾の養殖業者と民間企業との連携による水産加工事業の拡充（宿毛市）
・宿毛市で加工事業を行っている㈱ﾋﾟｱｰｻｰﾃｨ‐が養殖業者とﾀｲｱｯﾌﾟし事業規模を拡充
・加工場の増設工事が完了し（H23.2.28）、23年3月から稼動開始

※H22年度実績：売上高 10,603万円（既加工施設分）
H23年度実績（4～7月）：原魚数量 38t 販売額 5,500万円
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③水産加工 ◇新たな事業化の働きかけ

産業成長戦略 水産業分野【その６ 】

項目 対策等 具体的な取り組み、成果等 総括、評価、今後の取り組み等

③水産加工
の産業化
（1.5次産業

化）に向けた
戦略

◇新 な事業化 働き け
・新たな加工事業に取り組む漁協や民間企業をはじめ関連団体で構成する「水産加工業交
流促進協議会協議会」を開催し、意見交換などによる人的なネットワークづくりを支援

（H23.6.16）

◇宗田節加工業の振興（土佐清水市）
・宗田節加工業者（20経営体）への聞き取り調査を実施し課題等を洗い出し（H22.5.13～5.21）

○H23年度からの認知度向上に向けた
ＰＲ及び末端消費者け新製品の開発・

・土佐清水市水産振興協議会が宗田節加工業振興基本計画を承認（H22.9.18）

産業成長戦略に宗田節加工業の振興を位置づけ（H22 9 22ﾌｫﾛ ｱ ﾌﾟ委員会）

【振興計画の骨子】

○宗田節の認知度向上、ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ化の推進

○宗田節を利用した商品の開発と販路の開拓

及び末端消費者け新製品の開発
販売の実践に向けた条件が整った。

⇒今後は、新商品の開発とリンクしたPR
活動に移行することで、地産地消から
地産外商へと軸足を移した活動を支
援する。

・産業成長戦略に宗田節加工業の振興を位置づけ（H22.9.22ﾌｫﾛｰｱｯﾌ 委員会）
・推進組織「宗田節をもっと知ってもらいたい委員会」設立（H23.2.21）
・第2回委員会（H23.5.10）でH23年度事業計画を承認
・第3回委員会（H23.8.8）でPR活動の具体的なスケジュールや役割分担を協議

◇高知県漁協と民間企業との
連携による水産加工品の開発

（室戸市）
※(有)タカシン水産

◇高知県漁協（手結支所）によ
るシイラの前処理加工

（香南市）
※高知県漁業協同組合

◇すくも湾漁協と民間企業との
連携による前処理加工の事家
化推進（宿毛市）

※すくも湾漁業協同組合・
㈱土佐社中

◇すくも湾漁協によるキビ
ナゴ等の前処理加工

（宿毛市）
※すくも湾漁業協同組

合

◇宿毛湾の養殖業者と民間
企業との連携による水産企業との連携による水産
加工事業の拡充

（宿毛市）
※㈱ピアーサーティー

◇宗田節加工業の振興
（土佐清水市）
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滞在型・体験
○ブルーツーリズムの推進に向けた
受入体制の強化と情報発信

○高知県全体の体験者数は、横ばい傾
向であるが 先行している5地区（上ノ

産業成長戦略 水産業分野【その７ 】

項目 対策等 具体的な取り組み、成果等 総括、評価、今後の取り組み等

◇体験型観光の取組が先行している5地区（上ノ加江・佐賀・窪津・松尾・栄喜）で既存の体験メ
ニューの磨き上げや新たなメニューづくりを進め 体験メニューをプログラム化

型観光の誘
客に向けた
戦略

受入体制の強化と情報発信

目標：
県内6地区で滞在型・体験型観

光プログラムを整備（上ノ加江・

向であるが、先行している5地区（上ノ
加江・佐賀・窪津・松尾・栄喜）では体
験メニューがプログラム化され、観光
商品として売り出せる状態となったこと
で、体験者数は着実に増加している。
また、残る柏島地区では、竜ヶ浜自然
体験・環境教育型施設のH24 3オープン

ニューの磨き上げや新たなメニューづくりを進め、体験メニューをプログラム化
≪主な既存の体験メニューの磨き上げ≫

・5地区でアドバイザーによるインストラクター研修を実施し、接客技術が向上
・上ノ加江地区で、大人数（100人超）を受け入れるための備品（ライフジャケット等）を整備

⇒リピーターの増加、高知市内の小学生（110名）受け入れ（H23.3月)
・佐賀地区のシーカヤック体験にサンゴ観察や鹿島散策をオプションとして追加

≪主な新たなメニューづくり≫
佐賀・窪津・松尾・柏島・栄喜地
区）

体験 環境教育型施設のH24.3オ プン
に合わせて、体験メニューづくりとプロ
グラム化を進める。

⇒引き続き、先行している5地区と柏島地
区の6地区で体験プログラムの磨き上
げを支援していくとともに、新たな地区
（室戸・安芸・夜須・布地区など）で体験

≪主な新たなメ ュ づくり≫
・窪津地区で磯場での料理体験や水域を活用した釣り体験、イセエビ料理の提供を開始

⇒イセエビ料理についてはH22.11～H23.7月に約1,800人が来訪
・松尾地区でサンゴ群生を活かしたメニューづくりに向け現地調査を実施
・栄喜地区で乗降用浮桟橋を整備し、和船の手こぎ体験を追加

⇒5地区でのH22年の体験者数は、龍馬伝効果もあり、H21年に比べ約1,000人増加 （ 戸 安芸 夜須 布 な ） 体験
メニューの磨き上げや新たなメニューづ
くりを支援していく。

＜H21＞6,021人 ⇒ ＜H22＞7,052人

○旅行会社への情報発信やホ ムペ◇高知県観光素材集や龍馬ふるさと博パンフレット等での旅行会社への情報発信や リーフ ○旅行会社への情報発信やホームペー
ジ作成に着手したことで、ねらいの顧客
に対し、より効果的に情報発信できる
仕組みづくりが進んだ。

⇒パンフレット・ホームページを随時追
加・更新し、最新の情報を発信していく
とともに 体験者へのアンケート等から

目標：
プログラムが整備された6地区

をパンフレット・ホームページに

◇高知県観光素材集や龍馬ふるさと博パンフレット等での旅行会社への情報発信や、リーフ
レットによる高知市内校長会でのPRを行うとともに、体験型観光の旅行者が主に利用するフ
リープランやレンタカー・自家用車利用者にむけたホームページ作成に着手

とともに、体験者へのアンケ ト等から、
より有効な情報発信方法を検証してい
く。

より情報発信

プログラムが整備された6地区

を観光振興部等と連携し、旅行
会社等へ売込み

漁業体験、和船漕ぎ体験など【中土佐町上ノ加江】

現役漁師の指導のもと、かご網（つぼ網）漁や和 船漕ぎ体験な ど
※ 漁家民泊もあり

【安芸市安芸地区】

シラス漁業を中心とした体験メ
ニューづくり

海の駅「とろむ」【室戸市室戸岬】

シーカ ヤック、カ ヌー体験など
【香南市夜須】

「ＹＡＳＵ海援隊」によるマリンスポーツ・歴史・
食などの体験型観光メニューの提供

先行する6地区

漁業体験、郷土料理づくり体験、和船の手こぎ体験など【宿毛市栄喜】

宿毛湾内の養殖施設を利用したかご網漁体 験や刺 身、鯛めしなどの料理 づくり体験 、和 船の手 こぎ体験な ど

定置網観光、釣り体験など【土佐清水市窪津】

沖合での迫力のある定置網体験や釣り体験な ど

カ ツオのタタキづくり体験、シーカヤックなど【黒潮町佐賀】

とれたてのカツオを使ったタタキづくりやシーカヤック体験 、塩づ くり体験な ど
※ 漁家民泊もあり

※ 漁家民泊もあり

郷土料理づくり体験など【土佐清水市松尾】

ツワブキの葉を使った「つわずし」、カツオのタ タキづくり体 験など

釣り筏【土佐清水市布】

四万十川と連携した海の釣り体験 上記に続く新たな地区

シーカ ヤック・シュノーケリングなど【大月町柏島地区】

自然体験・環境教育型施設のオープンに合 わせた体 験メニューづくり

海の駅「とろむ」【室戸市室戸岬】

「室戸ドルフィンセンター」でのイルカとのふれあい体験
カツオのタタキづくりや魚の干物づくり体 験
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産業成長戦略（商工業分野）の実行２年半の取り組み総括

商工業分野の産業成長戦略では、企業立地の推進や、工業技術センターの食品・機械金属加工等の技術人材の育成（研修事業）
をはじめとする産業分野の人材育成などの施策で 目標数値の達成を含め 成果が見られた

◆ 実行２年半の取り組み総括

をはじめとする産業分野の人材育成などの施策で、目標数値の達成を含め、成果が見られた。
また、その他の施策においても、地域の機械化ニーズに対応するものづくりの地産地消や、成長分野での事業化の取り組みの進展、

販路拡大の取り組みによる県外での新たな事業成約など、成長戦略に沿った取り組みが概ね前進している。

しかしながら、この中にも、より大きな成果を導きだすために、現戦略のバージョンアップとして、例えば、総合的な中核企業支援対
策 見直 や 販路 拡大対策 更なる充実などが課題とな る策の見直しや、販路の拡大対策の更なる充実などが課題となっている。

また、ものづくりの地産地消では、開発した製品の県内への導入と外商につなげていく取り組みや、県内のものづくり企業が持って
いる製品や技術をより広く知っていただく取り組み、産学官連携では、学学連携を強めることなどが課題となっている。

さらに、次の産業振興計画の新たな項目としては、「防災関連産業の振興に向けた取り組み」や、「県内企業の設備投資への支援さ 、次 産業振興計画 新 な項目 、 防災関連産業 振興 向け 取り組 」 、 県 業 設備投資 支援
のあり方の見直し」などについて、検討をしていくことが必要であると考える。
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１．地域経済
を牽引する

産業成長戦略 商工業分野【その１ 】

項目 対策等 具体的な取り組み、成果等 総括、評価、今後の取り組み等

○「ものづくりの地産地消」の促
進

○情報収集・マッチング機会の創出（H22年度～）
県内での「ものづくり に関する ズを県が集約し 関係団体に提供

【総括・評価】
を牽引する
工業の活性
化

進 県内での「ものづくり」に関するニーズを県が集約し、関係団体に提供
【実績】

・情報提供88件（H22）
⇒うち43件のテーマに県内企業が興味を持ち、 試作機の開発に向けて検討

・現場視察と意見交換会 8回・延べ170人（H22) H23年8月末：3回・延べ59人
⇒ものづくり企業グループと生産者等との交流によって設計開発力を磨き上げ

○ 機械設備を必要とする事業者と、県
内ものづくり企業とのマッチングを進め
るための手法ができあがった（機械化
ニーズの情報提供、現地視察・意見交
換会など）。

○ 情報提供を行 た開発案件のうち○ 情報提供を行った開発案件のうち、
県の補助事業を活用して具体的な取
り組みを進めているものが20件あり、
県内ものづくり企業が、地域の課題や
悩みを機械化によって解決していこう
とする動きが広がっている。

農業分野の現地視察 水産業分野の現地視察

【今後の取り組み】
⇒《情報集約とコーディネート機能充実》

ものづくり地産地消センターの幅広
い周知と、タイムリーなマッチングを数
多く実現させるためのワンストップサー
ビス機能の強化を図る。

○試作開発への支援（ものづくり地産地消推進事業費補助金）（H22年度～）
【実績】 機能 強 を 。【実績】

これまでの助成先：20件（H22年度：15件、H23年8月末：5件）
・ステップアップ事業（企画から設計段階まで） 6件［農業4件、その他2件］
・試作開発事業 14件 ［農業6件、林業2件、水産業1件、その他5件］

（うちH22年度ｽﾃｯﾌﾟｱｯﾌﾟ2件）
⇒平成23年度から試作開発を支援する助成制度の充実・強化（早期の製品

開発に向けて、試作に引き続く改良や、年度をまたぐ事業も補助対象とした）

【総括・評価】
○ ものづくり地産地消推進事業費補助

金を活用した機械装置等が順次完成
し、高知県ものづくり技術展示会への
出展等も契機となって、販路開拓の段出展等も契機となって、販路開拓の段
階に入った。

【今後の取り組み】
⇒《機運の醸成、販路の開拓》

機械設備を必要とする事業者が、
県内企業によって開発製造された製

 ミョ ウガ自動トレー詰め装置の試作開発のための技術確認

 ミシマサイコ高速自動茎切り機の試作開発のための機能確認

 ペレット製造機械の試作開発のための機能確認

高性能集塵装置付吸引車の試作開発のための機能確認

平成22年度の開発テーマ（年４回公募） ［全15件］

 ステップアップ　［6件］

 サトウキビ搾汁ラインの試作開発

 ペレット製造機械（ダイス）の試作開発

 おしぼりタオルを量産化する機械の試作開発

高速ポケ トティ シ 製造ラインの試作開発

平成23年度の開発テーマ（第1次採択分）

 試作開発　［5件］

品を、積極的に導入していく機運の醸
成。

また、県外への売り込みを積極的
に支援し、地産地消から外商へと結び
つける。

《県内での 貫生産》

高性能集塵装置付吸引車の試作開発のための機能確認

 おしぼり折りたたみ機の試作開発のための機能確認

 トマトの水耕栽培の収穫量をアップする装置の開発

 ミョ ウガの茎カットと洗浄の併用機の一体型機の試作開発

 ニラの洗浄・そぐり機の試作開発

 イタドリの皮剥ぎ機の試作開発

洗瓶機械 試作開発

 試作開発　［9件］

 高速ポケットティッシュ製造ラインの試作開発

 ベルトコンベヤのU型トラフスカート構造の試作開発

平成23年度第2次募集：14件の申請（8/31審査会）

⇒《県内での一貫生産》
県内企業が最終製品を生産するに

あたっての企業間連携を促すとともに、
不足している工程に対応できる企業の
誘致・育成を図る。

洗瓶機械の試作開発

 高灰量ペレット燃料対応型バーナーの試作開発

 林業における携行型素材情報入力機器の試作開発

 ハサップ対応型の魚のウロコ取り機の試作開発

 電析処理による重金属除去装置の試作開発

 マルチ照明装置の試作開発 魚のうろこ取り機
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産業成長戦略 商工業分野【その２ 】

○成長分野での新ビジネスの
創出

成長が期待される分野（食品、天然素材、環境、健康福祉）で事業化への取組を支援し、
新たなビジネスを創出

【総括・評価】
○ 目標である30件の事業化につい

項目 対策等 具体的な取り組み、成果等 総括、評価、今後の取り組み等

創出 新たなビジネスを創出

【実績】
・研究会の開催（マーケティングセミナーや、素材生産者とのマッチング、個別相談会等）

H21：22回(参加：461社)、H22：26回(参加：362社)、H23：15回(参加：276社)
・個別支援アドバイザーの派遣による個別事業化支援

H21：21社(33回)、H22：30社(69回)、H23：17社(38回)

○ 目標である30件の事業化につい
ては、これまでに研究会で認定され
た事業化プラン27件のうち、23件が
既に事業化され、その他の4件につ
いても試作品が完成。また、これら
の他に現在事業化プラン作成準備
中の取組が22件あるなど、目標達

・研究会発事業化支援事業費補助金による支援
H21：4件、H22：10件、H23：4件

分野

Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23.8月末

参加
企業
支援

事業化
プラン
認定数

参加
企業
支援

事業化
プラン
認定数

参加
企業
支援

事業化
プラン
認定数プラン事例 プラン事例 プラン事例

【目標】
◆研究会発の事業化件数
H23:30件（累計）

成に向けて、一定の目途が立ってい
る。

○ 事業化された23件の売上高（累
計）は1.2億円、新規雇用数は18名
と、成果の兆しが見え始めている。

支援
機関

認定数
支援
機関

認定数
支援
機関

認定数プラン事例 プラン事例 プラン事例

食品 65 1

●高齢者が飲
み込みやすい
柔らかい食品
の開発

87 7
●県産ショウガ
を使った食品の
開発

94 2
●県産品を活
用した豆菓子の
開発

天然
●肉や魚など
の食品を包ん

●土佐和紙を ●フェイスシート

【今後の取り組み】
⇒《事業化プラン作成に向けた取組の

加速》
産業振興センターに設置された

ものづくり地産地消センターや包括
協定を結んでいる金融機関との連天然

素材
40 1

の食品を包ん
で鮮度を保つ
シートの開発

51 2
●土佐和紙を
使った手作り製
品の開発

57 3
●フェイスシ ト
（美容関連）の
開発

環境 32 34 2

●リチウムイオ
ンバッテリーを
蓄電池にした独
立電源街路灯
の開発

46

協定を結んでいる金融機関との連
携強化、個別支援アドバイザーの活
用促進など。

⇒《研究会発事業化プランに対する
フォローアップの充実》

研究会発事業化プランの実現にの開発

健康
福祉

23 2
●消毒用
ウェットティッ
シュの開発

31 6
●機能性の高
い使い捨てタオ
ルの開発

34 1
●高齢者介護と
障害者自立支
援の連携事業

計 160 4 203 17 231 6

研究会発事業化プランの実現に
とって、最も大きな課題である販路
拡大に向けて、見本市・ 商談会へ
の出展やテストマーケティ ング（まる
ごと高知、てんこす） の場の提供、
個別マッチングなどの支援を強化。

事業化プ 認定数 件（ 月）

効果

売上高
H21⇒H25

3億円
売上高

H22⇒H26
13.9億円

売上高
H23⇒H27

5億円

新規雇用数
H21～H25

17人
新規雇用数
H22 ～H26

51人
新規雇用数
H23～H27

15人

⇒ 事業化プラン認定数 27件（Ｈ21～Ｈ23.8月）
事業化（商品が完成し、販売を開始したもの）件数：23件

・売上高（累計）：1.2億円
・新規雇用数：18名
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産業成長戦略 商工業分野【その３ 】

独自の技術を強みとした製品の開発力を有する企業等を30社程度選定し、地域経済を
リ ドする中核企業 の育成を目的として支援を実施

○地域経済をリードする中核企
業の育成

【総括・評価】
○ ビジネスマッチング事業について

項目 対策等 具体的な取り組み、成果等 総括、評価、今後の取り組み等

リードする中核企業への育成を目的として支援を実施

○ビジネスマッチング事業の実施
支援対象企業に対し、県外の販売先及び技術提携先とのマッチングを支援

【実績】
H21年度 12社に対し のべ33社の県外発注企業を紹介

業の育成 ○ ビジネスマッチング事業について
は、技術提携や共同研究開発、製品
の販路開拓並びに下請斡旋など、支
援対象企業のニーズに応じて幅広く
支援を行う必要がある。

【今後の取り組み】H21年度 12社に対し、のべ33社の県外発注企業を紹介
H22年度 12社に対し、34社（のべ42件）と商談の場を設定
H23年度 3社に対し、4社（のべ5件）と商談の場を設定

⇒ 支援対象企業の担当を設け、各企
業からのニーズや情報を把握する体
制を整備し、あわせて支援企業に関
する企業カルテをリニューアルする。

⇒ 企業への支援体制を充実した産業
振興センターと連携して企業訪問の振興センタ と連携して企業訪問の
情報共有を行い、県内外の企業同士
のマッチングや販路拡大、生産性向
上に向けた取り組みなどへの支援を
行っていく。

⇒ 研究開発や業務拡大に取り組んで
いこうとする意欲のある企業に手を挙

○生産性向上対策補助事業の実施
製造現場の改善に取り組む支援対象企業に対し、専門家の指導を受ける経費を補助

いこうとする意欲のある企業に手を挙
げてもらうなど、支援対象企業の選定
方法の変更を検討する。

【総括・評価】
○ 生産性向上対策補助事業を活用し

【実績】
平成21年度から平成23年度までの採択件数 のべ16社

H21 H22 H23.8月末（採択）

QC活動に関する研修 2社 5社 5社

生産管理システムの改善 1社

た支援対象企業７社（H21・22)では、
製造現場での生産工程や不良率な
どが改善され、各企業の生産性向上
につながっている。

【今後の取り組み】
⇒ 事業の着実な実施に向けた進捗

＊H23年度より補助対象に技術人材や営業人材の育成も対象に追加

生産管理システムの改善 1社

生産ラインの改善 1社 1社

リードタイムの短縮 1社

計 3社 6社 7社

事業の着実な実施に向けた進捗
状況の確認とフォローの実施を行う。

⇒各企業の取り組みにより、生産ラインや工程、不良率が改善
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産業成長戦略 商工業分野【その４ 】

○見本市への出展
県外の主要な見本市へ高知県ブースを設置し 県内ものづくり企業の情報発信と販

○ものづくり企業の販路の拡大 【総括・評価】
○ 県外見本市への県ブ ス設置や商

項目 対策等 具体的な取り組み、成果等 総括、評価、今後の取り組み等

県外の主要な見本市へ高知県ブースを設置し、県内ものづくり企業の情報発信と販
路拡大を支援

【実績】

H21 H22 H23

出展 3回 3回 1回

○ 県外見本市への県ブース設置や商
談会の開催、県や産振センター、高知
県工業会からの営業支援により、成
約件数が906件（272百万円）になる
など、新しい取引先の獲得や受注拡
大につながった。

○商談会の開催

展 回 回 回

参加者 16社2団体 32社2団体 11社

成約件数/金額 16件/34,971千円 155件/124,458千円 4件/8,575千円

その他（見積依頼等） 134件 397件 123件

【今後の取り組み】
⇒《見本市・商談会の開催》

引き続き、見本市・商談会を実施す
るとともに、支援体制を強化した産業
振興センターと連携して、見本市終了
後の県内企業の営業活動への支援

県内外で商談会を開催し、県内企業の受注・販路拡大を支援

【実績】

H21 H22 H23

開催 3回 6回 1回

参加者（県内受注企業） 社 社 体 社

や、商談会に参加した県外発注企業
へのフォローアップを行う。

また、防災や製紙関係の見本市へ
の出展を検討する。

○製造業ポータルサイトの開設（H21年度）

参加者（県内受注企業） 66社 127社3団体 43社

成約件数/金額 16件/30,280千円 715件/74,087千円 －

その他（見積依頼等） 135件 432件 132件

【総括・評価】
○ 製造業ポ タルサイトの会員数が○製造業ポ タルサイトの開設（H21年度）

【実績】
県内の製造業者の情報を発信し、企業間取引を支援

⇒ 会員企業数：82社（H23.8月末） 成約件数：5件/1,880千円
【目標】
◆電子商取引普及率
（BtoB) H23:13.2%

○ 製造業ポータルサイトの会員数が
当初計画していた会員数（150社）より
も少ないが、ポータルサイトに加工技
術分野による検索機能を追加し、ポー
タルサイトの利便性を高めた。

【今後の取り組み】【今後の取り組み】
⇒《ポータルサイトの会員増加にむけ

た取り組みの充実》
業界団体や産業振興センターなど

関係機関と連携して、ポータルサイト
の周知及び会員数の増加を図るとと
もに、会員企業の技術や製品の情報
発信に努める。また、インターネットを
活用した営業や協業化に向けた取り
組みなどを支援することで電子商取引
の普及率の向上を目指す。
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産業成長戦略 商工業分野【その５ 】

項目 対策等 具体的な取り組み、成果等 総括、評価、今後の取り組み等

○試験研究機関との共同による
新商品の開発

○試験研究機関による共同研究開発や技術支援（H21～23年度）
【実績】

【総括・評価】
新商品の開発 【実績】

研究
開発等

テーマ数
成果事例

【機械・金属】：自動車ハンドル スラリーアイス

○ 県内企業・団体からの製品・商品
開発や課題解決等の相談に応じた
研究テーマを設定し、試作、試験、
分析等による支援や技術指導を行
い、商品化や製品の改良につなげて
いる。

工業技術
センター

58

【機械・金属】：自動車ハンドル、スラリーアイス
小型製氷装置、減圧蒸留抽出装置、
柑橘類「搾汁システム」

【食品加工】：酒類19品、グァバ飲料など商品化59件

紙産業技術
センター

20 マスク用バイオフィルター「イン･ガード」など商品化8件

【今後の取り組み】

⇒ 今後とも、企業ニーズの高い設備
導入の検討、最新加工技術につい
ての情報収集を行うとともに、研究
開発や技術支援を担う人材を育成
するセンター

海洋深層水
研究所

18 深層水スジアオノリ（生産量 H20：1.5t→H22：2.2t）
地元海藻利用アルゴパック商品化

する。

○農商工連携等による「ものづ ○農林漁業者と中小企業者等の連携による製品づくりを支援（こうち農商工連携基金） 【総括・評価】農商 連携等
くり」の推進

【目標】
◆農商工連携ファンドの

○農林漁業者と中小企業者等の連携による製品 くりを支援（こうち農商工連携基金）
本県の豊かな農林水産資源を活用した、より付加価値が高く競争力のある製品づくり

やブランド化等の取組を支援

【実績】 H21年度～22年度：延16件（52,517千円）
※H23年度：延11件（41,988千円）採択（うち、新規4件）

・3件が事業化を達成

○ 本事業実施により、農林漁業者と
中小企業者の連携が図られるととも
に、農林水産資源の高付加価値化
の取組が加速しつつある。

【今後の取り組み】
制度を周知 応募案件 掘り起認定件数

H23:12件（累計）

①土佐はちきん地鶏の加工商品（燻製、レトルト商品、ソーセージ）
【㈱むらびと本舗、高知県特産品販売㈱】

②四万十茶葉を使った紅茶（ロイヤルミルクティー）
【㈱四万十ドラマ、広井茶生産組合】

③高知県産野菜や果物を使った加工商品（ゼリー、リキュール等）
【㈱こみベーカリー、高知酒造㈱、ハッピーファーム㈲】

⇒ 制度を周知して応募案件の掘り起
こしに努めるとともに、採択事業の事
業化への取組を支援する。

○中小企業等の経営革新や産業間連携の研究成果の事業化への取り組みを支援
（こうち産業振興基金）

【実績】
・延べ147件（H21～22年度）

例）：①魚介類の鮮度保持に有効なシャーベット状のスラリーアイス製造装置のシス
テム化及び販路開拓【（株）泉井鐵工所】

【総括・評価】
○ 本事業を活用し、新商品開発や生

産など新たな事業活動に取り組む企
業が増加している。

【今後の取り組み】
テム化及び販路開拓【（株）泉井鐵工所】

②100％高知県産トマトを使ったトマトケチャップ等の販路開拓を図るための商
品リニューアル及び広告宣伝【（株）ケンショー】

⇒ 高知県産業振興センターを中心に
商品開発から販路拡大まで、一貫し
た企業支援を行っていく。
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産業成長戦略 商工業分野【その６ 】

○企業立地の推進 ○21件の企業立地が実現（H21～23年度）

項目 対策等 具体的な取り組み、成果等 総括、評価、今後の取り組み等

【総括・評価】

【目標】
◆企業立地件数（新増設
件数）
H21～23：8件

⇒ フル操業時の新規雇用687人、出荷額124億円の増

【実績】

全体 県内企業 県外企業

本県の強みを生かした誘致（地域固有の技術・資
源などを活用した誘致（食品加工企業除く））

４件 ３件 １件

○ 継続的な誘致活動を通じて、新
規案件の掘り起こしを行うとともに、
目標を超える企業立地を実現した。

【今後の取り組み】

⇒ 全国トップクラスの補助制度を活
用し 企業立地を推進し く源などを活用した誘致（食品加工企業除く））

地域資源を活用する食品加工企業の誘致 ２件 １件 １件

県内製造業の高度化につながる誘致 １０件 １件 ９件

不足している事務系職場の誘致 ３件 ０件 ３件

その他 ２件 ２件 ０件

合 計 ２１件 ７件 １４件

用して、企業立地を推進していく。

合 計 ２１件 ７件 １４件

【目標】
◆H23年度までに5haの
完成

○企業立地基盤整備の推進
◇工業団地の開発

・四万十町数神工場用地（H21.12）
⇒ 開発：2ha （分譲： 1.8ha）
高知岡豊 業団地 期内完成（ ）

【総括・評価】
○ 高知岡豊工業団地の完成即分譲

完了。

○ 4市のうち2市が9月中に適地調完成
・高知岡豊工業団地の工期内完成（H22.12）
⇒ 開発：5.5ha（分譲： 4.4ha）

・（仮称）香南工業団地の9月中用地取得完了見込み
⇒ 3-四半期中に工事着手見込み

開発：13.4ha（分譲： 7.9ha）
計 開発：20.9ha（分譲：14.1ha）

○ 4市のうち2市が9月中に適地調
査開始、また残りの2市は3-四半期
中に適地調査開始の予定。

【今後の取り組み】
⇒ H25年度中の分譲開始を予定し

ている（仮称）香南工業団地の早期

◇開発候補地の選定
・4市（安芸市、南国市、土佐市、高知市）でH23年度に適地調査予定（開発：40ha）
⇒ 南国市、土佐市は9月調査開始

ている（仮称）香南工業団地の早期
完成及び分譲。

⇒ 4市の調査結果を踏まえ、計画的
に工業団地の開発を進める。

【目標】
◆H29年度までに45haの
完成
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産業成長戦略 商工業分野【その７ 】

○産学官連携による新産業
の創出

産学官の情報共有や交流を促進するとともに、学の研究開発機能を活かした新産業創
出を図るため 県内企業による事業化の可能性の高い産学官共同研究を重点的に支援す

【総括・評価】

○ 産学官の情報共有や交流促

項目 対策等 具体的な取り組み、成果等 総括、評価、今後の取り組み等

の創出 出を図るため、県内企業による事業化の可能性の高い産学官共同研究を重点的に支援す
る。また、産学官連携の仕組みづくりを行い、科学技術を活かした産業振興や地域活性化
を図る。

【実績】
○産学官連携会議の設立

産学官連携に向けて、相互連携とレベルアップを図り、本県の取り組むべき研究テー

○ 産学官の情報共有や交流促
進のプラットフォームとして産学
官連携会議を設置し、産学官に
よる県内の産業振興や地域活性
化に資するためのスキームを確
立した。

産学官連携に向けて、相互連携とレベルアップを図り、本県の取り組むべき研究テ
マや共同研究推進の手法などについて検討し、事業化に繋げていくことを目的として、産
学官連携会議を設立した。（H23.5.9）

⇒ 産学官連携会議の役割や取組内容及び年間のスケジュール等について協議

○産学官連携推進チーム【工業技術センター及び商工労働部職員で構成】の発足

○ 県内の産業振興に向けて、大
学等の研究シーズと企業ニーズ
をマッチングさせるための具体
的な産学官の連携の取組が開
始された。

産学のつなぎ役となり、共同研究のコーディネートや現場レベルでの技術者・研究者の
交流を促進することや県の委託研究開発事業のPDCA管理を行うため、推進チームを発
足させた。

⇒ 大学等のコーディネーターを訪問し、中期テーマの共同研究の掘り起こしを行うなど
の活動を開始した。

【今後の取り組み】
《産学官連携会議》

⇒ 連携会議で、情報共有や意見
交換を重ねながら、共通の研究
テーマを見出し、実施可能なも
のから その具体的な取組を図

⇒ 当面の取組として、若手研究者の交流会の開催を検討することとした。

○産学官連携産業創出研究推進事業（中期テーマの県の研究開発委託事業）
産学官連携による中期テーマの共同研究を1件あたり、年20,000千円以内で最長3年

間支援する事業（H23年度予算額60,000千円、3件程度）を公募型プロポーザルにより募
集開始（H23 6 10）

【目標】
◆中期テーマの研究が
３件程度開始

のから、その具体的な取組を図
る。

《県の研究開発委託事業》

⇒ 中期の研究テーマの発掘、進
捗管理。

集開始（H23.6.10）

○国の地域イノベーション戦略推進地域の取り組み
「新エネルギービジョンの実現」をテーマとして、文科省、経産省、農水省3省による、地

域指定を受け、産学連携による取組を進めることとした（H23.8.1地域指定）

高知グリーンイノベーション推進協議会設立（H23 6 24）

３件程度開始
⇒ 次年度以降も中期テーマ共同

研究委託事業を継続し、産学官
連携の推進と産業振興の取組を
継続的なものにしていく。

高知グリ ンイノベ ション推進協議会設立（H23.6.24）
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産業成長戦略 商工業分野【その８ 】

【総括・評価】

項目 対策等 具体的な取り組み、成果等 総括、評価、今後の取り組み等

【実績】
＜H21＞

・高知県コンテンツ産業推進会議を設置（H21.6）
＜H22＞

・第1回高知コンテンツコンテストを開催
応募件数75件から優秀賞3作品を選定。3作品を東京コンテンツマーケットゾーンに出

展し 商談を実施

【総括・評価】
○ 高知コンテンツコンテストについて

は、商談継続中で、いまだ商談成立
には至ってないものの、東京におい
て、コンテンツのビジネス化を試みる
場を提供することができ、実際に参
加したクリエイターの意識向上につ

○コンテンツ産業（まんが、デザイ
ン等）の事業化に向けた取り組み
の推進

展し、商談を実施
・コンテンツビジネス起業化支援事業を実施

起業研究会に9団体が参加し、2団体から事業化プラン申請。1団体をプラン認定
⇒ H22.11に製品化（スマートフォン向けアプリ）

・著作権セミナーを開催
123名が参加

・高知コンテンツビジネス創出育成協議会を設立（H23 1）

加したクリエイタ の意識向上につ
ながり、高知県クリエイターのＰＲが
できた。

○ コンテンツビジネス起業化支援事
業については、事業化プランに認定
した企業から実際にスマートフォン向・高知コンテンツビジネス創出育成協議会を設立（H23.1）

＜H23＞
・第2回高知コンテンツコンテストを開催

応募件数53件から優秀賞2作品を選定。2作品を東京でのコンテンツ見本市への出展
を支援

・高知県ソーシャルゲーム企画コンテストを開催（H23.10.31締切）
6月末に第1回入賞1作品を選定。入賞作品のゲーム開発を、2企業の共同体において

実
けアプリが製品化され、事業化が実
現した。これにより、県外施設のアプ
リの商品化にもつながっている。

【今後の取り組み】

⇒ 一般クリエイターからの応募増に
向 バ 向

6月末に第1回入賞1作品を選定。入賞作品のゲ ム開発を、2企業の共同体において
実施中

・著作権セミナーを開催
67名が参加

向けた対応と、県外バイヤーに向け
た積極的なＰＲの実施。

⇒ 当面は、産業創出の可能性があ
るゲーム産業に重点をおいて取り組
む。【課題】

ンテンツ ンテスト

第2回高知コンテンツ
コンテスト 優秀賞
「自遊人」

・コンテンツコンテスト
応募作品数の増とビジネス化に向けた意識の向上

・コンテンツビジネス起業化支援事業
収入増、雇用増に大きくつながるプラン検討が難しい。

第2回高知コンテンツコンテ第 回高知 ンテンツ ンテ
スト 優秀賞
「日和屋名物 ひよまん」
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産業成長戦略 商工業分野【その９ 】

○海洋深層水の利用拡大 【総括・評価】
○ 県内においては てんこすなど観

○新たな需要の創出と販路の開拓に向けてPRを実施
【実績】

項目 対策等 具体的な取り組み、成果等 総括、評価、今後の取り組み等

○ 県内においては、てんこすなど観
光・物産事業者との連携により、海洋
深層水の魅力を多くの人にＰＲし感じ
取ってもらえてはいるが、県外ではま
だまだ認知度が低い。

○ 各取水地の深層水産業の位置づけ

【目標】
◆深層水関連商品売上

【実績】
・高知海洋深層水企業クラブと連携し、首都圏でのイベントに海洋深層水関連商品を出
展
H21年度：5回、H22年度：3回（出展：延べ59社、出展品目：延べ152品目）、
H23年度：1回

・商品紹介を含むカタログを作成し、全国の量販店や卸売事業者に海洋深層水や関連
商品を紹介 ○ 各取水地の深層水産業の位置づけ

に対する違いがあることから、全取水
地が連携した事業の実施に向けて更
なる調整が必要。

【今後の取り組み】
⇒《首都圏での情報発信を強化》

額：155億円
商品を紹介

約2,000先にカタログを送付 H21年度：1回、H22年度：2回
・イオン（株）との包括業務提携に向けた事業提案

⇒県内２店舗での深層水関連の取扱商品数が拡大（20品目⇒58品目）

○国内の他の取水地との連携による海洋深層水のﾌﾞﾗﾝﾄﾞ力の強化
【実績】

地産外商の推進策として、引き続き
首都圏での情報発信と販売力の強
化に取り組み、加えて地産外商公社
ともタイアップして販路開拓を推進す
る。

《各取水地と連携した取り組みを推

・富山県と合同で「海洋深層水フェア」を実施（期間中来場者数：約1,500人）
・海洋深層水の取水地がある首都圏のアンテナショップ５店舗で「海洋深層水フェア」を

開催
⇒まるごと高知前週比：レジ通過数103.9％、海洋深層水関連商品販売額114.2％

○観光・物産事業者との連携強化による販売促進
【実績】

海洋深層水関連商品の売上推移

⇒《各取水地と連携した取り組みを推
進》

各取水地に働きかけて、より多くの
取水地と共に実施できる取り組みを
検討し、実践に移していく。

⇒《観光・物産事業者との連携を強化》

【実績】
・海洋深層水の特性や関連商品、室戸地域の観光資源や文化等をまるごとＰＲする

「深層水ＤＶＤ」を作成
県内の道の駅、量販店など40箇所でＤＶＤを活用したＰＲを実施

・「えいもんこじゃんと市」（てんこす）でのＰＲ活動支援（出展13社、出展品目34品目）

155
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売 上単位：億円

⇒《観光・物産事業者との連携を強化》
ＤＶＤを活用した、室戸や海洋深層

水関連商品のＰＲを引き続き実施す
るとともに、てんこす等の物販事業者
と連携した新たな深層水関連商品
（土産物など）の開発を支援する。

⇒《海洋深層水の特性の整理、利用拡
大に向けた取り組み》

海洋深層水の効能や有用性に関
する情報を取りまとめ、県内企業等
の新たな商品開発や実用化研究を
支援する。

「えいもんこじゃんと市」「深層水ＤＶＤ」ＰＲ（道の駅とおわ）」

「豊富な海洋深層水商品群」
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産業成長戦略 商工業分野【その１０ 】

２ 地域経済 ○県産品アンテナショップ テストマーケティングも含めた県内各地域の産品の販売や カフェでの県産品を使ったメ 【総括・評価】

項目 対策等 具体的な取り組み、成果等 総括、評価、今後の取り組み等

２．地域経済
に貢献する商
業の活性化

○県産品アンテナショップ
「てんこす」への支援

テストマーケティングも含めた県内各地域の産品の販売や、カフェでの県産品を使ったメ
ニューの提供により、地場産品の販路を拡大。

アンテナショップ「土佐せれくとしょっぷてんこす」を新京橋プラザ（高知市）に開設
H22.2.19～H23.2.18の1年間
・売上額89,181千円（目標達成（100.34％）、利用者数約69,500人）
H23.2.19～H23.8..31現在

【総括 評価】
○ 開店1年目、2年目の8/31現在、売

上目標を達成しているが、年間の目
標達成のためには、年末年始に向け
た一層の販売努力が必要。また、今
後、安定した経営に向け、さらなる売
上アップを図っていく必要がある。

H23.2.19 H23.8..31現在
・1日当たりの目標額292千円（年額106,655千円）に対し、実績額298千円
目標達成率（101.9％）、利用者数約43,400人

○地産地消・地産外商の促進
【実績】

・商品アイテム陳列数約1,500（33市町村、298事業者、約2,860アイテム登録）

【今後の取り組み】
⇒ BtoBの販売やインターネット販売

が、十分に機能しておらず、売上に繋
がっていない。こうした取組みの改善
を図るとともに、平日売上の向上に繋
げるための取組みを強化していく。

・テストマーケティング15業者 ⇒ 商品のブラッシュアップ8件

○商店街と一体となったイベント開催等
【実績】

・顔出し看板の作成（H22.2～作成・設置）
高知県商店街元気祭（H22 3) こじ んと文化祭（H22 12） ナイトバザ ル（H22 12）

【総括・評価】
○ イベントへの誘客は一定図れたもの

の来街者の回遊性を高めるまでには
至らなかった・高知県商店街元気祭（H22.3)、こじゃんと文化祭（H22.12）、ナイトバザール（H22.12）

値引き市（H23.3）

○コミュニティ機能の充実

至らなかった。

【今後の取り組み】
⇒ 商店街と連携し、一体となった事業

への取組みを図る。

【総括 評価】○コミュニティ機能の充実
【実績】

・高齢者や子育て世代向けなどの教室の開催（離乳食や病気予防などの講座 全57回）
・オムツ替えや授乳のできる場の提供

【総括・評価】
○ コミュニティ事業としての講座を開

業以来57回実施、受講者の好評を得
ている。

【今後の取り組み】
⇒ 商店主等を講師とした講座を実施

するなど講座の内容の検討充実を図するなど講座の内容の検討充実を図
る。
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産業成長戦略 商工業分野【その１１ 】

○商工団体等が行う商業の活性化及び地域生活者の利便性の確保を図る取組への支援
（商業振興支援事業）

【総括・評価】
○ 高知市商店街の歩行者通行量の減○商店街の振興

項目 対策等 具体的な取り組み、成果等 総括、評価、今後の取り組み等

（商業振興支援事業）
【実績】 延べ19件（H21～23.8月末）

・安芸市の全国「商い甲子園」開催事業
・四万十市の「玉姫様」をテーマとした農商工連携及び商店街共同販促事業等
・高知市の万々商店街における「商店街統一販売活動」の継続強化 など
※高知市商店街の休日の歩行者通行量

H20：56 341人 ⇒ H23（6月）：66 049人

○ 高知市商店街の歩行者通行量の減
少傾向に歯止めがかかった。

商店街マップの取組みなど、来街者
に向けての取組みが一定の成果を上
げたことに加え、龍馬伝効果や高速
1000円効果などにより観光客の入込
が増加したことによると考えられる。

イベントの実施時には 一定の集客

【目標】
◆高知市商店街の歩行者
通行量H20：休日56,341人
→減少傾向に歯止めをか H20：56,341人 ⇒ H23（6月）：66,049人 イベントの実施時には、 定の集客

力はあるものの、新規顧客の獲得や
リピーターの確保など、個店の売上げ
にはつながっていない。

【今後の取り組み】
⇒ H23に補助要件の見直しを行い、

商店街がまとまりをもち、継続して取り
組む活動に必要となる備品類なども

→減少傾向に歯止めをか
ける

56,927人 56,341人
54,978人

58,632人

66,049人
高知市商店街の休日の歩行者通行量

※高知市商店街の歩行者通行量の調査は、中心商店街（８）と周辺商店街（５）を対象に実施

○商店街の空き店舗への出店を支援（空き店舗対策事業）
【実績】 延べ19件（H21～23年8月末）

組む活動に必要となる備品類なども
対象とし、これを活用した取組みを進
めていく。

【総括・評価】
○ 高知市中止商店街の空き店舗率増

加傾向に歯止めがかか た
【目標】

H19.6月 H20.6月 H21.6月 H22.6月 H23.6月

（内訳） 市町村別：高知市内13件、四万十市2件、四万十町3件、安芸市1件
業種別：飲食業8件、小売業7件、サービス業4件
※高知市中心商店街の空き店舗率

H20：15.3％ ⇒ H22：13.4％

加傾向に歯止めがかかった。
景気が回復基調にあったことに加え

県補助金や国の助成金の後押しもあ
り、個人経営の飲食店を中心に開業
が増え、空き店舗率が減少した。

しかし、高知市以外の商店街では、
依然として増加基調が続いている。

補助 件 見直 （市 村

【目標】
◆高知市中心商店街の空
き店舗率H20：15.3％ →増
加傾向に歯止めをかける

15.30%
14 07%

高知市中心商店街の空き店舗率

H22に補助要件の見直し（市町村
補助の要件を除外）を行ったことによ
り、高知市以外の市町村への出店支
援が実施できたが、まだまだ利用され
ていない市町村もある。

【今後の取り組み】
⇒ H23にもさらなる要件の見直し（1階

8.06%

11.78%
14.07% 13.39%

H18.12月 H19.12月 H20.12月 H21.12月 H22.12月

※高知市中心商店街としての空き店舗調査は、はりまや橋、京町・新京橋、壱番街、帯屋町1丁目、
帯屋町2丁目、おびサンロード、中の橋、大橋通の8商店街と柳町を対象としている。

○ふるさと雇用再生チャレンジショップ事業(新規事業H23～)
【実績】 H23.6月：3団体を委託先として決定

・京町・新京橋商店街振興組合（高知市）

3にもさらなる要件の見直し（ 階
限定要件の緩和）を行ったところであ
り、引き続き周知を図り、事業者に対
する支援を行っていく。

【総括・評価】
○ 年度当初から積極的に制度の周知

説明に努め、事業に取り組む3団体と
の委託契約に結び付けることができ

・天神橋商店街振興組合（四万十市）
・しばてんカード協同組合(四万十町)

の委託契約に結び付けることができ
た。

【今後の取り組み】
⇒ 今後もH24.3月のチャレンジショッ

プの立ち上げに向けたチャレンジャー
の募集、運営への支援やチャレン
ジャーの独立開業に向けた支援を実
施していく
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産業成長戦略 商工業分野【その１２ 】

項目 対策等 具体的な取り組み、成果等 総括、評価、今後の取り組み等

○学校と企業との連携（H20年度～）
地域産業を支える担い手の育成を目的に 学校 産業界 行政が連携して 高校生の

【総括、評価】
○ 産業界 教育界 行政の連携の仕

○地域産業を支える担い手人
材の育成

３．産業人材の
地域産業を支える担い手の育成を目的に、学校、産業界、行政が連携して、高校生の

企業実習や企業の技術者による技術指導等を実施

【実績】

H20 H21 H22 H23
（計画）

○ 産業界、教育界、行政の連携の仕
組みができ、取組が広がり、実施高
校、協力企業が増えた。これにより、
企業、学校が県内産業を担う人材育
成に連携して取り組むことへの共通
の認識が深まりつつある。

材の育成育成と確保

（計画）

実施校 9 15 17 21

参加生徒数 416 546 631 970

参加教員（研修） 7 3 3 5

協力企業数（延べ） 56 105 118 174

【今後の取り組み】
⇒ 進路指導担当教員だけではなく、

他の教員も県内企業を理解し、生徒
への進路指導ができるようにする。

【目標】
高校生の県内就職割合

○若年者の県内への就職促
進

○ジョブカフェこうち(H16年度～）
若者の就職意識の向上を図るとともに、雇用におけるミスマッチを解消し、円滑な就

【総括、評価】
○ ジョブカフェこうち利用者の就職者

協力企業数（延べ） 56 105 118 174

県内就職割合 47.2％ 50.6％ 57.6％

60％（H23年度）

進 若者の就職意識の向上を図るとともに、雇用におけるミスマッチを解消し、円滑な就
職を促進するため、若年者を対象に、就職セミナーや個別相談、しごと体験などを実
施する。

【実績】

H20 H21 H22 H23

○ ジョブカフェこうち利用者の就職者
数は、目標を上回る結果となり、しご
と体験枠の拡充、キャリアコンサルタ
ントの増員による相談体制の充実、
セミナーの実施や、併設ハローワーク
との連携が効果を上げている。

【目標】
◆利用者の就職者数

８００人（Ｈ２３年度）

相談件数 7,349件 8,283件 9,342件 2,614件

就職者数 700人 785人 894人 263人

うち「しごと体験」受講者 168人 222人 248人 73人

学校出張相談 55校 59校 60校 33校

○ 緊急雇用創出臨時特例基金を活
用したジョブカフェ広報員を本部に5カ
月、幡多サテライトに10ヶ月配置する
ことで、ジョブカフェ事業の認知度の
向上に繋がった。

【今後 取り組 】

H23は7月末現在実績

2,686人 2,118人 2,920人 1,366人

各種セミナー参加者 373人 822人 1,497人 503人

【今後の取り組み】
⇒ 新規学卒者（卒後3年以内）を対象

としたセミナーの実施及びしごと体験
枠の確保。

⇒ 第一次産業、介護・福祉分野の体
験セミナ の実施験セミナーの実施。

⇒ 幡多サテライトの機能の充実（開所
日、場所、体制等）。
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産業成長戦略 商工業分野【その１３ 】

○本県出身の県外大学生等

項目 対策等 具体的な取り組み、成果等 総括、評価、今後の取り組み等

○本県出身の県外大学生等の県内企業への就職促進（H22年度～） 【総括、評価】○本県出身 県外大学 等
への県内企業の情報の提供 本県出身の県外大学生等の県内就職を促進するとともに、県内企業の若年労働力の

確保を図るため、大学生のインターンシップの促進や、県外在学の学生への高知で働く魅
力の情報発信と就職情報の提供

【実績】

H22 H23

【総括、評価】
○ 本県出身の県外大学生等に、ダイ

レクトメールで就職相談会等の情報
を発信するとともに、県外で開催され
る就職相談会に県のブースを出展す
る等により、高知で働く魅力とＵター
ン就職のＰＲができた。H22 H23

県外在学の学生へダイレクトメー
ルで就職相談会等の情報を発信 2,618人 11月発送予定

県外大学保護者会への参加
6大学

保護者 187人
4大学

保護者 110人
（7月末現在）

【今後の取り組み】
⇒ 高知県の人材確保に関わる担当

部署や関係団体とともに、高知県で
働く若い人材を求めているというメッ
セージを伝えていく。

（ 月末現在）

民間の就職支援会社が開催する
就職相談会（県外開催）へ県の相
談ブースを出展

4回出展
県出身者 286人参加

12月以降出展
（大阪2回、東京2

回を予定）

⇒ 県外大学生向けの県内のインター
ンシップ受入れ企業の開拓と県外大
学生へのインターンシップ情報提供。

⇒ 進学者が多い高校の生徒に高知
で働く魅力や県内企業の情報を提供で働く魅力や県内企業の情報を提供
する取組。

⇒ 企業訪問時に大学生採用に関する
調査を併せて行うことで、より正確な
実態把握に努める。

⇒ 高校卒業時に「高知県Ｕ・Ｉターン人
材システム」を周知する。

⇒ 県外事務所と連携し、県外大学で
のＵターンセミナーや保護者会への
参加を働きかける。
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産業成長戦略 商工業分野【その１４ 】

○技術力のレベルアップ

（機械 金属 食品加工 紙産
特別技術支援員や技術アドバイザーなどの外部人材の登用等により、技術レベルに応じ

た研修 技術相談等を実施することで技術人材を育成

項目 対策等 具体的な取り組み、成果等 総括、評価、今後の取り組み等

【総括・評価】
（機械・金属、食品加工、紙産
業等）

た研修、技術相談等を実施することで技術人材を育成

【実績】

研修の実施

H21 H22 Ｈ23 備考

機械・金属等 22コース522名 18コース384名 5コース76名 H20：7コース59名
食品加工 4コース212名 18コース481名 5コース111名 H20：2コース16名

【目標】
◆技術研修受講者数

○ 企業からの要望に沿った研修を
実施することで当初計画以上の参
加が得られている。

○ 職員や特別技術支援員だけで
は指導できない技術的課題は、企
業ニ ズに応じて技術指導アドバ食品加工 4コ ス212名 18コ ス481名 5コ ス111名 H20：2コ ス16名

紙産業

初任者研修会 5回53名 - -

企業支援のた
めの研究会

9回90名 4回34名 -

その他 - 2コース96名 - アロマ講習

特 技術支援 各 名

◆技術研修受講者数
H20：9コース75人（年間）
→ H21～H23：14コース400

人（年間）

業ニーズに応じて技術指導アドバ
イザーを派遣している。

【今後の取り組み】

⇒ 今後は、取り組みをさらに高度
化し、技術レベルに対応した研修
カリキュラムの設定などを行い 合特別技術支援員の配置（各１名）

H21 H22 H23 備考

機械・金属等 - ・講演9回
・技術指導42回 ・技術指導26回 H22年度から配置

食品加工
・講演6回
技術指導56社

・講演9回
技術指導 03社 技術指導 社

商品化15件
（H21:5件、H22:3件、H23:7件）
酒粕ういろう 生姜飲料

カリキュラムの設定などを行い、合
格率の向上等を図る。

食品加工
・技術指導56社 ・技術指導103社 ・技術指導35社 ・酒粕ういろう、生姜飲料、

トマトカレー等

技術指導アドバイザー

H21 H22 H23 備考

機械・金属等 38件 32件 7件 登録者数 H21:9名、H22:5名
H23:4名

食品加工 9件 3件 - 登録者数 H21:10名、H22:3名

紙産業 - 4件 - 登録者数 H22:2名

その他 - 4件 - 登録者数 H22:1名（アロマ関係）
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産業成長戦略 商工業分野【その１５ 】

○建設業の新分野への進出
促進

４．建設業の新 建設業者の持つ能力を生かし、農林業や介護・福祉など、新たな分野へ進出しようとする
建設業者の支援体制を整備

【総括・評価】
○ アドバイザ の配置により 企業

項目 対策等 具体的な取り組み、成果等 総括、評価、今後の取り組み等

促進分野進出 建設業者の支援体制を整備

【実績】
・新分野進出アドバイザー（1名配置）が建設業者を順次訪問し、情報提供・収集を実施
・県内7ヶ所の地域産業振興監オフィスを地域の相談窓口として位置付け
・新分野進出事例集の作成・配布（合計1,500部）
・新分野進出のリスク軽減を図るため 事業者の実現可能性調査に対する新規補助金

○ アドバイザーの配置により、企業
のニーズの把握と個別のフォロー
アップが可能となった。

○ 新分野進出事例集の配布等に
よる情報提供を充実したことで、説
明会・セミナーの参加が増加傾向・新分野進出のリスク軽減を図るため、事業者の実現可能性調査に対する新規補助金

（補助率:1/2）を創設し支援を実施（H23）

新分野進出説明会 参加者数

H21 H22

地域
企業数
（社）

参加人数
（人）

企業数
（社）

参加人数
（人）

明会 セミナ の参加が増加傾向
にある。

○ 実態調査により、新分野進出に
関する企業の意識や課題等を把
握できた。

安芸 4 23 20 53
物部川 8 35

34 70高知市 17 44
嶺北 3 23

仁淀川 － －

高幡 12 40 13 36

○ 支援には一定の専門分野と幅広
い知識が求められるため、具体的
な成功事例の創出までには至って
いない。

【今後の取り組み】

ドバ ザ も 専
高幡 12 40 13 36
幡多 11 31 21 48
計 55 196 88 207

新分野進出済 160 社

新分野進出等の状況
（県の入札参加資格を持つ建設業者1,542社に対してアンケートを実施（H23.1～H23.3）。回収数1,227社）

【目標】
◆建設業の新分野進出
H23：174社（累計）

⇒ 国のアドバイザーも活用し、専門
的なアドバイスを行うとともに、 新

設した実現可能性調査の支援策を
活用し、取組の初期から丁寧な支
援を行っていく。

新分野進出済 160 社

新たに新分野進出検討中 60 社

進出意思はあるが何をしてよいか分からない 189 社

新分野進出の意思なし 783 社
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産業成長戦略（観光分野）の実行２年半の取り組みの総括産業成長戦略（観光分野）の実行２年半の取り組みの総括

◆ 実行２年半の取り組み総括（まとめ）

大河ドラマ「龍馬伝」の放送が決定したことを受け、「土佐・龍馬であい博」、「志国高知 龍馬ふるさと博」といった産業振興計画のリー

ディングプロジェクトを立ち上げ、広報や誘致活動、観光地づくりに官民一体となって取り組んできた。これらの博覧会を通じて、地域な
らではのまち歩きや自然体験などの観光資源の発掘、磨き上げの取組が県下各地で展開されたこと、市町村という枠組みを越えて広
域的に観光振興を担う地域コーディネート組織が新たに設立されたことなど、今後、地域が主体となった観光地づくりを進めるうえでの
基盤づくりができたことは大きな成果といえる また 平成22年の県外観光客の入込数は 平成21年の315万人を大幅に上回る435万基盤づくりができたことは大きな成果といえる。また、平成22年の県外観光客の入込数は、平成21年の315万人を大幅に上回る435万
人を記録し、雇用の確保や大きな経済波及効果がもたらされ、産業振興計画のリーディングプロジェクトとして、他の産業をけん引する
役割を果たした。

一方で、滞在型観光を推進するための受入態勢の整備や、その担い手確保や育成、体験メニューの更なる充実など、残された課題
もある また 各地域に生まれた観光資源の磨き上げと新たな素材の発掘に引き続き取り組んでいく必要があるもある。また、各地域に生まれた観光資源の磨き上げと新たな素材の発掘に引き続き取り組んでいく必要がある。

今後は、これまでの取組によって得られた財産、成果を最大限活用するとともに、残された課題の解決を図りながら、 地域の核となる
拠点づくりを進め、博覧会がなくても魅力的な観光地づくりを目指していく。
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近隣地頼みの入込み

【基本方向】 ①県民参加による、自ら輝く状況づくり ②自然・歴史・文化を活かした“まち”の魅力づくり ③誘客効果のあるイベント等の振興 ④時代にあったセンスと統一感のあるＰＲ活動 ⑤首都圏や海外を睨んだ広域連携の推進

１ 新規市場の開拓

一策 効果的な観光ＰＲ、プロモーション活動の展開
○ポスト「龍馬博」を見据えた観光ＰＲ・イメージ戦略の確立

※高知観光情報発信館「とさてらす」の運営継続

○「龍馬伝」を活かしたＰＲ、プロモーション活動の展開

※「志国高知 龍馬ふるさと博」の開催

○観光ＰＲ・イメージ戦略に基づくターゲット別のＰＲ、プロ

モーション活動の展開

○フィルムコミッションによるロケーション撮影の誘致

二策 県内の観光地を結ぶ交通手段の確保
○周遊バスの運行体系の強化

※ＭＹ遊バスの運行拡充

○観光ガイドタクシー等を活用した周遊観光の推進

○旅行会社とのタイアップ等によるレンタカープランの充実

○公共交通機関の利用促進

２

四策 地域の自然・歴史・文化などを活かした県民参加に

よる体験型観光資源の発掘と磨き上げの推進
○「花・人・土佐であい博」事業の継承と発展を支援

○「龍馬伝」を契機とした新たな観光戦略の展開

※「志国高知 龍馬ふるさと博」の開催

○（仮称）地域観光戦略会議を設置し、地域資源を磨き上げ

○広域観光周遊ルートづくりへの支援

○まち歩き観光などへの支援

○地域産物を活用した魅力づくりへの支援

○教育旅行の受入態勢づくりへの支援

※観光アドバイザーによる民泊の開拓等

○滞在型・体験型観光推進の気運づくり

○旅行の動機づけとなるイベント等の企画

※「志国高知 龍馬ふるさと博」のテーマ別特別イベントの開催

五策 観光振興に寄与する人材の育成と活用

観 光 分 野 の 成 長 戦 略

滞在型観光への転換

◆首都圏からの観光客

３６万人→６０万人

◆県内２泊以上の割合

２５％→３０％

◆宿泊施設の稼働率

３７％→全国並みの４５％

滞在型・体験型観光の推進

足腰を強め、新分野に挑戦
足下を固め、活力ある県

外市場へ打って出る

三策 四国４県での受入態勢の整備、ＰＲ活動の展開
○四国観光の推進組織の体制強化

※「四国ツーリズム創造機構」による国内外へのプロモーション

活動の強化

○旅行会社とのタイアップ等によるレンタカープランの充実

（再掲）

○地域で活動する人材のネットワークづくり

○観光ガイドの育成、充実

※観光ガイド連絡協議会の運営支援

○ＰＲ戦略づくり等にあたっての専門家（アドバイザー）の活用

○滞在型・体験型観光推進の気運づくり（再掲）

六策 地域コーディネート組織の整備
○地域コーディネート組織の立ち上げ支援及び組織強化

※観光アドバイザーとの連携による地域の取組を展開

七策 国際観光の推進
○国際観光推進会議の設置及び外国人観光客誘致の促進

※2011年を国際観光推進元年と位置づけ、東アジアをターゲット

とした誘致活動・受入態勢の強化を展開

３

八策 産業間連携による新たな可能性への挑戦

「観光八策」の推進で、

４００万人観光の実現、１，０００億円産業へ

産業間連携の推進

◆１人当たりの観光消費額

２３，７８０円→２５，０００円

◆全体の観光消費額

７２５億円→１，０００億円

産業間連携の強化

観光分野

「龍馬ふるさと博」を核とした

ポスト龍馬博の展開

～「土佐・龍馬であい博」から

「志国高知 龍馬ふるさと博」へ～

１ 龍馬ブームを継続させ、本県への誘客を

図る「志国高知 龍馬ふるさと博」の開催

２ 広域ブロックごとに一泊以上滞在できる

観光地づくりの加速化

３ 外国人観光客誘致活動のさらなる展開

４ オフシーズン対策の強化

５ 観光客にやさしい観光地づくり・人づくり

※観光アドバイザーや地域コーディネート組織の支援による

「食」や「土産物」などの魅力ある商品づくりや、広域ブロックご

とに一泊以上できる着地型旅行商品の開発 観光客誘致のた

○受入態勢づくりの充実

○体験メニューの充実

○情報発信の展開

○地域産物の商品化を促進

○地域産物の観光施設等での販売促進

○地域産物の情報発信を促進

一次産業分野商工業分野の推進
とに一泊以上できる着地型旅行商品の開発、観光客誘致のた

めのプロモーション活動の展開
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目標 2010年の「龍馬伝」の放

産業成長戦略 観光分野【その１】

戦略の柱【滞在型・体験型観光の推進】

項目 対策等 具体的な取り組み、成果等 総括、評価、今後の取り組み等

一策

効果的な観 【土佐・龍馬であい博】（H22.1.16～H23.1.10）

目標 2010年の「龍馬伝」の放
送を契機に本県の入込客数が
増える

H19：３０５万人→ ４００万人

目標である400万人観光、1,000億円産業を達成
県外観光客入込み数 H19：305万人→ H22：435万人
観光総消費額 H19:725億円→ H22：1,010億円

光ＰＲ、プロ
モーション活
動の展開

大河ドラマ「龍馬伝」の放送を契機に、全県的な観光振興につなげる「土佐・龍馬であい博」を開催。
大河ドラマ館を県下４か所（ＪＲ高知駅南口、安芸、梼原、土佐清水）に設置し、高知観光情報発信館「とさてらす」をメイン

会場に併設することで、本県観光のエントランス機能とコンシェルジュ機能を発揮し、県下各地への誘導を図った。
また、首都圏でのアンテナショップやマスメディアを活用した観光と物産の一元的な情報発信など、効果的な観光ＰＲ、プ

ロモーション活動を展開し、県外からの誘客につなげた。

【総括】
龍馬博、ふるさと博の開催を契機に、
官民一体となって広報、誘致活動、
観光地づくりに取り組むことができた。
また、龍馬博４社中の入館者数が目
標値65万人を大きく上回る92万人を

○旅行会社等へのプロモーショ
ン活動

説明会やセールスの実施 29回

モニターツアーの実施 5回

プレスツアーの実施 7回

⇒龍馬博のツアー商品が多数造成、龍馬博以外の観光地も掲載

○土佐・龍馬であい博を前面に ・公式ガイドブックの発行（65万部）
超え、地域の観光に対する意識向上
や自信につながった。

【今後の取り組み】
限られた予算、人員で効果的にプロ
モーション活動が実施できるよう、コ

プ ゲ を 確 観

○ 佐 龍馬であ 博を前面
出した情報発信

公式ガイド ックの発行（ 万部）
・文芸春秋社、主婦の友社、ＡＮＡ、ＪＡＬ、ＫＫベストセラーズ、NEXCO西日本のフリーペー

パー、フジサンケイグループなどでの特集記事掲載
・ＡＮＡ（ラッピングジェット）、ＪＲ四国（ラッピング列車）、地元バス会社（ラッピングバス）の

運行
・文芸春秋社（竜馬がゆく）など龍馬関連本の帯広告
・イメージキャラクター・ロゴを活用したＰＲ

ンセプトとターゲットを明確にした観
光プロモーション戦略の策定と、その
戦略を実行する体制を検討していく。
また、ＪＲ高知駅南口の観光拠点「こ
うち旅広場」の情報発信、エントラン
ス機能の充実及び地域への周遊・滞
在を促す取り組みを進めていく

⇒４社中合計で 924,903人（目標65万人）
高知観光情報発信館「とさてらす」の入館者も139万人を突破

・「４社中スタンプラリー」、「高知まるごとビンゴdeラリー！」の実施
・タウン情報誌おすすめの観光情報などを掲載した「トサコレ」の発行

当初70プランの発行から123プランへ拡充し、配布場所も順次拡大

○県内の周遊促進

在を促す取り組みを進めていく。

⇒「龍馬伝」放送による経済波及効果は５３５億円（日銀高知支店調べ）

高知・龍馬ろまん社中 635,879人 （目標40万人）

安芸・岩崎弥太郎こころざし社中 113,017人 （目標10万人）

ゆすはら・維新の道社中 99,099人 （目標10万人）

土佐清水・ジョン万次郎くろしお社中 76,908人 （目標 5万人）

⇒「龍馬伝」放送による経済波及効果は５３５億円（日銀高知支店調べ）
開催前の試算234億円が開催期間中に409億円に上方修正され、最終結果はさらに拡大

主要観光施設入込客数
（主要56施設+龍馬博4会場）

＋６５．６％ H22.1～12 前年比

主要旅館・ホテルの宿泊客数 ＋１９．３％
H22.1～12 前年比
日銀高知支店調べ
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産業成長戦略 観光分野【その２】

項目 対策等 具体的な取り組み、成果等 総括、評価、今後の取り組み等

【志国高知 龍馬ふるさと博】（H23.3.5～H24.3.31）

「龍馬伝」や「土佐・龍馬であい博」による盛り上がりを継続させ、持続性のある観光地づくりへと展開を図るため、 歴史
（偉人）、花、食、体験をテーマに、龍馬を育くんだ土佐の風土をまるごと体感できる「志国高知 龍馬ふるさと博」を開催。

土佐・龍馬であい博のノウハウを活かした県外旅行エージェント向けプロモーション活動をはじめ県内外の一般向け広
報やＰＲ活動による「観光の地産地消・外商」を展開。

○各会場の特別イベント開催と
新たな観光拠点「こうち旅広場」
の活用

・龍馬のふるさと「志の偉人伝」、「花絵巻」、「食まつり」「まるごと体験」の通年・季節イベン
トを県内各地で展開

偉人伝ミュージアム10会場、花絵巻4会場で特別企画展等を実施
高知の旬の食材にスポットを当てた食フェア、イベント等の実施
高知の歴史や文化などを体験するプログラム 41メニューをセレクト。

・龍馬ふるさと博のメイン会場「こうち旅広場」が平成２３年７月９日にオ プン ※再掲・龍馬ふるさと博のメイン会場「こうち旅広場」が平成２３年７月９日にオープン
新パビリオン “「龍馬伝」幕末志士社中“ を設置
土佐勤王党結成150年記念三志士像を設置
イベント広場での「土佐おもてなし勤王党」ステージパフォーマンスの実施 など

・旅行会社へのセールス活動 17回 (H22.9～H23.7)
・県外へのＰＲキャラバン隊の派遣 18回 〃

○旅行会社等へのプロモーショ
ン活動

※再掲

【総括】
龍馬博、ふるさと博の開催を契機に、
官民一体となって広報、誘致活動、
観光地づくりに取り組むことができた。
また 龍馬博４社中の入館者数が目県外 の キャラ ン隊の派遣 回

・首都圏、関西、中四国の新聞広告及び機内誌等でのＰＲ
・旅行会社等のタイアップによるＰＲ
・雑誌、インターネット等での特集記事の掲載
・他県百貨店等での物産展、フェアでのＰＲ

動

○地域の周遊を促す取組み ・ＪＲ高知駅南口に設置した高知観光情報発信館「とさてらす」の情報発信力を高め、東西
の広域観光案内所とともに 観光案内の拠点として 観光客の周遊をサポ トする 地域

また、龍馬博４社中の入館者数が目
標値65万人を大きく上回る92万人を
超え、地域の観光に対する意識向上
や自信につながった。

【今後の取り組み】
限られた予算、人員で効果的にプロ

【その他のプロモーション】 ・フィルムコミッションによるロケーション撮影の誘致
⇒映画「君が踊る、夏」「パーマネント野ばら」「毎日かあさん」の放映(H22年度)

が ぼ が

の広域観光案内所とともに、観光案内の拠点として、観光客の周遊をサポートする、地域
観光コンシェルジュを設置。

・ふるさと博15会場及び海洋堂ホビー館を周遊するスタンプラリーの実施（H23.7.9～）
・「龍馬伝」幕末志士社中内及び三志士像台座に地域周遊案内コーナーを設置

限られた予算、人員で効果的にプ
モーション活動が実施できるよう、コ
ンセプトとターゲットを明確にした観
光プロモーション戦略の策定と、その
戦略を実行する体制を検討していく。
また、ＪＲ高知駅南口の観光拠点「こ
うち旅広場」の情報発信力、エントラ

※「君が踊る、夏」はほぼ全編が高知ロケ
⇒ＪＡＬ国際線で「君が踊る、夏」が機内放送(H22.10～11)

・ＢＳ日テレ「こじゃんと土佐流」の放送
H21：3回 H22：4回 H23 ：4回放送予定

⇒H23の主要観光施設の入込は、H21年を上回る勢い。
「龍馬伝」幕末志士社中 開館39日で3万人を突破（H23 8 16）

目標 大河ドラマ放送翌年の
県外観光客入込み数が、放
送前の入込数を上回ること

ンス機能の強化及び地域への周遊・
滞在を促す取り組みを進めていく。

「龍馬伝」幕末志士社中 開館39日で3万人を突破（H23.8.16）
偉人伝ミュージアム10会場 253,295人 前々年比161%
花絵巻4会場 187,353人 前々年比121%

※ H23.3.5～9.4とH21.3.7～9.6の184日間の比較
主要観光施設の入込 1,510,026人 前々年比108.8%

※ 主要58施設+龍馬博4会場のH23.1～7月期の比較

送前の入込数を上回ること
H23:315万人以上
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○二次交通の整備 ・ MY遊バスの利便性向上
H21 11～ 土日祝運行から毎日運行 増便

二策

県内 観光地

【総括】
二次交通が弱い本県にと て 周遊

産業成長戦略 観光分野【その３】

項目 対策等 具体的な取り組み、成果等 総括、評価、今後の取り組み等

H21.11～ 土日祝運行から毎日運行、増便
H23.4～ 増便、乗車券の充実

⇒乗客数が１．８倍以上増加（H22/H21比）
（H22年度 52,136人 ※対前年同期比181.8%）

・ガイド付き周遊観光バスの運行

県内の観光地
を結ぶ交通手
段の確保

二次交通が弱い本県にとって、周遊
観光バスの存在は大きく、特にＭＹ遊
バスは、桂浜や牧野植物園など高知
市中心部の定番の観光地をつなぐ重
要な役割を果たした。
また、渋滞対策により交通渋滞の発
生を抑え 観光客の利便性を高めるガイド付き周遊観光バスの運行

土佐・龍馬であい博号（H22.1～H23.3）
龍馬ふるさと博号（H23.4～）

【H22.4～H23.3】 2,028人
【H23.4～8】 580人

高知東海岸観光周遊バス（H22.1～） 【H22.4～H23.3】 1,336人
【H23.4～8】 125人

しまんと・あしずり号（H22.7～） 【H22.7～H23.3】 446人
【H23 4 8】 902人

生を抑え、観光客の利便性を高める
とともに、時間短縮による経済波及
効果があった。

【今後の取り組み】
採算面等の課題を踏まえ、二次交通
の利用実態や観光客のニーズをもと

・観光ガイドタクシーの運行

【H23.4～8】 902人

駅や空港等基点 52コース

高知市内の宿泊施設基点 4コース

桂浜周辺で特設及び臨時駐車場を開設し 無料シャトルバスで送迎○ゴールデンウィークや夏休み

の利用実態や観光客の をもと
に、周遊バスのあり方や利用促進の
対策等を検討していく。
渋滞対策については、関係機関と連
携しながら渋滞発生箇所や時期の把
握に努め、必要に応じて実施していく。

・桂浜周辺で特設及び臨時駐車場を開設し、無料シャトルバスで送迎
⇒観光客の満足度を高めるとともに、時間短縮による経済波及効果

・サービスエリア等での臨時観光案内所の開設

○ゴールデンウィークや夏休み
等での渋滞対策等

○四国ツーリズム創造機構との
連携活動三策

四国４県での
受入態勢の整
備、ＰＲ活動
の展開

・旅フェアなど延べ150社にセールス活動（H22）
・航空会社とタイアップした四国周遊キャンペーンの実施

⇒H22実績 ANA 15,745人、JAL 15,050人
・クーポン付きパンフレット「四国で得するパスポート」の発行

H21 ： 27万部 H22：20万部
・国の事業を活用した国際観光への取り組み

【総括】
官民一体となって設置された「四国
ツーリズム創造機構」により、エリア
均等意識にとらわれず、四国西南地
域を重点的にＰＲ展開しており、「しま
んと・あしずり号」を広告塔として、関
西地区を中心に幡多地域を重点的の展開

海外旅行会社の視察ツアー
⇒台湾旅行会社 9社15名(H23.5)、韓国旅行会社 12社12名(H23.7)の四国旅行商談

会 H23.9 四国インバウンドフェアを高知県で実施

西地区を中心に幡多地域を重点的
にＰＲすることができた。

【今後の取り組み】
四国のＰＲを通じて高知県の認知度
向上と誘客につなげていくよう、引き
続き四国ツーリズム創造機構や四国

○四国観光交流戦略「重点着地
エリア構想」に基づく四国西南地
域のＰＲ展開

続き四国ツ リズム創造機構や四国
４県との連携によるＰＲを行っていく。・四国ツーリズム創造機構が平成22年度から平成24年度にかけて、四国西南地域を重

点着地エリアとして積極的にＰＲ活動を行うこととしており、ガイド付き周遊観光バス「しま
んと・あしずり号」を広告塔とした宣伝活動を展開

⇒JR西日本の車内刷り広告など8,600万円相当のPR効果
⇒ H23重点送客キャンペーンによる高知・幡多地区のＰＲ展開
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四策

地域 自然

○体験プログラム等の発掘、磨
き上げ

○まち歩き、体験プログラムなどで観光客の満足度を高めるため、体験型観光のアドバイ
ザ （体験教育企画代表 藤澤安良氏）による研修を実施し 体験者が主役であること 説

【総括】
「花 人 土佐であい博」で芽生え始

産業成長戦略 観光分野【その４】

項目 対策等 具体的な取り組み、成果等 総括、評価、今後の取り組み等

地域の自然
食・歴史・文化
などを活かし
た県民参加に
よる体験型観
光資源の発掘

き上げ ザー（体験教育企画代表 藤澤安良氏）による研修を実施し、体験者が主役であること、説
明手法、安全・衛生面などの重要性を認識してもらい、体験プログラムの質の向上につな
げる。まち歩きガイド、カヌーインストラクター研修、民泊講座など。

研修会の開催 H21～H22 計13回 1,411名参加、 H23.4～7 計4回 821名参加
⇒魚梁瀬森林鉄道遺産ツアーの旅行商品化 1,000名以上が参加

「花・人・土佐であい博」で芽生え始
めた地域の取り組みが、「土佐・龍馬
であい博」「龍馬ふるさと博」を通じて
発展し、新たな観光資源の発掘、磨
き上げにもつながってきた。
また、各地で景観整備等を行い、実
際に訪れた観光客に気持ちよく感じ

○地域 取り組み 支援光資源の発掘
と磨き上げの
推進

際に訪れた観光客に気持ちよく感じ
ていただける環境が整備されたこと、
フォトスポットが観光商品観光素材集
やガイドブックへ写真が掲載されたこ
と等により、地域の観光資源をＰＲす
ることができた。

○土佐・龍馬であい博の公認イベント事業の実施（33事業）
○龍馬ふるさと博「まるごと体験」の実施（41プログラム）
○室戸ジオパークの世界認定への挑戦

・高知県ジオパーク推進チーム会の設置
・藤澤アドバイザー研修や産振総合支援事業費補助金等による受入態勢の整備
⇒室戸ジオパークの世界認定に日本代表として決定 (H22.9)

○地域の取り組みへの支援

【今後の取り組み】
限られた予算、人員で今後も地域が
自ら観光資源を磨き上げ、情報発信
し、持続可能な観光地づくりへと展開
が図れるよう、庁内関係部局や高知
県観光コンベンション協会が一体と
な 支援 く

・東部地域支援担当の専門企画員を設置(H23.4)
○コグウェイ四国サイクリングプロジェクトにおける高知県内の特別イベントへの支援

⇒海外メディア5ヶ国5社の取材など国内外への情報発信(H23.9)
○幡多地域における観光圏整備事業の導入

・事業実施へ人的・財政的支援（専任チーフの設置、国補助金への県費継足し）
⇒市町村、観光関係者など34団体が官民協働で協議会を設置

○観光資源の磨き上げに関する補助事業 なって支援していく。
また、フォトスポットのＰＲや、観光周
遊ルートの提案など、旅の動機付け
となるような写真の活用方法を検討
していく。

○観光資源の磨き上げに関する補助事業
a)観光資源強化事業費補助金

地域の特色を活かした観光資源の磨き上げ H21:21件、H22:9件
b)着地型旅行商品開発促進事業費補助金

着地型旅行商品のパンフレット作成 H21:3件
c)観光産業振興事業費補助金

映画「君が踊る 夏」ロケへの助成など H21:5件

○広域観光周遊ルートづくりへ
の支援

(1)景観整備等

草木伐採などの H21 22市町村 41箇所

映画「君が踊る、夏」ロケへの助成など H21:5件
d)観光施設等魅力向上事業費補助金(施設修繕分)

観光施設等の修繕 H21:10市町村16事業

の支援 草木伐採などの
景観整備

H21：22市町村 41箇所
H22：12市町村29箇所
H23：5市町村16箇所 ※一次募集分

観光案内板・
誘導標識の整備

H21：25市町村215基
H22：14市町村43基
H23：6市町村21基 ※一次募集分

公共トイレの整備 H21 13市町村 20箇所

(2)フォトスポットの選定
県内の優れた景勝地を観光資源として活用するフォトスポットの選定

公募により100景を選定、ＨＰでパンフレット公開、観光パンフレット等で活用

公共トイレの整備 H21:13市町村 20箇所

- 50 -



産業成長戦略 観光分野【その５】

◆観光資源の磨き上げの
主な取り組み事例

県立歴史民俗資料館【南国市】

岩崎弥太郎生家【安芸市】

龍馬伝で新たに脚光を浴び、多くの観光客が
訪問。 H22 約19万人。

「モネの庭」マルモッタン【北川村】

AP

ゆすはら・維新の道社中【梼原町】

龍馬脱藩の郷としての観光地づくり
（ オ プ ）

県立歴史民俗資料館【南国市】

長宗我部展示室の新設・特別企画展の実施

AP

フォトスポットの整備や、多様なイベントなどによる、「モネの
庭」の誘客強化
・H22 多目的ホールの整備

AP
（H23.3.5 リニューアルオープン）

海洋堂ホビー館四万十【四万十町】

廃校となった小学校を活用し、フィギュアでは世界的な
ブランドである（株）海洋堂と連携して 四万十町の新

中岡慎太郎館【北川村】

中岡慎太郎館のリニューアル及びイベント
の実施
・H22.1.3～H23.1.10の入館者数28,487人
(対H21.1.3～H22.1.10比401.6%）

AP

室戸ジオパーク【室戸市】

世界認定に向けた環境整備が進む
・H22.9 国内候補地に決定
・現在、世界ジオパークネットワークへ申請
・H23.7 現地審査

ブランドである（株）海洋堂と連携して、四万十町の新
たなミュージアムとして整備（H23.7.9オープン）

オープン43日目で入館者３万人達成(8/20時点)

AP

ジョン万次郎資料館【土佐清水市】

多くの維新の志士たちの目を世界に
開かせた幕末の国際人「ジョン万次
郎」の数奇な生涯を再現
（H23 4 1 リニュ アルオ プン）

魚梁瀬森林鉄道遺産
【奈半利町、田野町、安田町、北川村、馬路村】

国重要文化財の魚梁瀬森林鉄道遺産の旅行商品化により新たに1000
名以上の観光客が訪問
【H21魚梁瀬森林鉄道遺産９件

⇒近代化産業遺産群認定】

県立牧野植物園【高知市】

見る人に「驚き」と「感動」を味わっていただけるような工夫を
凝らした温室にリニューアル

AP

（H23.4.1 リニューアルオープン） 近代化産業遺産群認定】
【Ｈ21旧魚梁瀬森林鉄道施設９基、５所、附けたり４カ所

⇒国重要文化財指定】

県立坂本龍馬記念館【高知市】

大型スクリーンによる展示など一部ビジュアル化

武市半平太の生家周辺【高知市】

武市半平太の功績を紹介する「瑞山記念館」の展示物を全
面リニューアル

AP

地域アクションプラン関係AP
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◆体験型観光の
土佐 歩【高知市】

AP

産業成長戦略 観光分野【その６】

主な取り組み事例

嶺北地域観光・交流推進協議会

仁淀川カヌー体験【越知町・いの町】

ファミリ 向けの 初級から中級者向けのカヌ やソフ

AP

土佐っ歩【高知市】

龍馬の生まれた「まち歩き」６コースをコース化
・ 土佐っ歩利用者：3,342人（H22）

（龍馬関連のまち歩きガイド利用者：18,415人（H22））

高知観光情報発信館
とさてらす

仁淀川地域観光協議会

物部川地域観光振興協議会

森林セラピーロード【津野町】

天狗荘から約4.5kmにわたって延びるセラピー
ロードは、森のいやし効果で心も体もリフレッシュ

AP

ファミリー向けの、初級から中級者向けのカヌーやソフ
トラフティングを体験できる

トラクター試乗や収穫体験等【田野町】

太平洋が一望できる大野台地でトラクター試乗や
野菜の収穫など農業体験を満喫

AP

安芸広域市町村圏事務組合

安芸観光情報センター

四万十川サイクリング【四万十市】

四万十川中流域の江川崎から下流の中村まで、
乗り捨て可能なレンタサイクルで四万十川の四季を
満喫

シーカヤック カヌー体験など

AP

サンゴウォッチングやシーカヤックなど
【奈半利町】

「海辺の自然学校」でサンゴウォッチングやシーカヤック、シュ
ノーケリング体験など

AP高知市観光遊覧船【高知市】
龍馬が最後の帰郷で眺めた風景をたどる浦

戸湾のクルージング。観光遊覧船３隻目の導
入により、一度に３６名までの団体客の受入れ
が可能となり、乗船客が大幅に増加
【平成２２年度 高知県地場産業大賞

産業振興計画賞 受賞】

AP

安芸観光情報センタ
安芸・岩崎弥太郎

こころざし社中

漁業体験 和船漕ぎ体験など【中土佐町上ノ加江】

シ カヤック、カヌ 体験など
【香南市夜須】

香南市夜須町を中心とした「ＹＡＳＵ海援隊」
によるマリンスポーツ・歴史・食などの体験型
観光メニューの提供

海の駅「とろむ」【室戸市室戸岬】

「室戸ドルフィンセンター」でのイルカとのふれあい
体験とカ オ タタキづくりや魚 物づくり体験

AP

ドラゴンカヌー・シーカヤック
体験【須崎市】

浦ノ内湾の自然を楽しみながら体験できる
※鰹のタタキづくり体験も可

AP

幡多地域における滞在型・体験
型観光の推進【幡多地域】

誘客、受入団体育成・ブラッシュアップ、また観光
圏事業の展開による滞在型・体験型観光の推進
・H22 教育旅行誘致約3,000人

AP

AP

カツオのタタキづくり体験、シーカヤックなど【黒潮町佐賀】

漁業体験、和船漕ぎ体験など【中土佐町上ノ加江】

現役漁師の指導のもと、かご網（つぼ網）漁や和船漕ぎ体験など
※漁家民泊もあり

幡多観光
ビジターセンター

幡多広域観光協議会

体験とカツオのタタキづくりや魚の干物づくり体験

漁業体験、郷土料理づくり体験など【宿毛市栄喜】

宿毛湾内の養殖施設を利用したかご網漁体験や刺身、鯛めしなどの料理づ
くり体験など

とれたてのカツオを使ったタタキづくりやシーカヤック体験など
※漁家民泊もあり

定置網観光、釣り体験など【土佐清水市窪津】

沖合で迫力のある定置網見学や釣り体験など

AP

地域アクションプラン関係AP

郷土料理づくり体験など【土佐清水市松尾】

ツワブキの葉を使った「つわずし」、季節の魚を使った「姿ずし」づくり体
験など

漁村における体験メニュー（39メニュー）
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五策 ○観光ガイドの育成、充実 （1）観光ガイド団体の増加
【総括】
観光ガイド団体の団体数が増加し

産業成長戦略 観光分野【その７】

項目 対策等 具体的な取り組み、成果等 総括、評価、今後の取り組み等

観光振興に寄
与する人材の
育成と活用

（ ）観光ガイド団体の増加
H20：15団体 346人 → H22：23団体 493人

（2）無料ガイドから有料ガイドへの移行
有料化率 H21：50% → H22：73.9%

（3）観光ガイド団体のネットワーク化
高知県観光ガイド連絡協議会の設立（H23.3 17団体参加）
平成23年度第１回総会の開催（H23.5）

観光ガイド団体の団体数が増加し、
連絡協議会が設立するなど団体間
のネットワーク化も行われた。
また、藤澤アドバイザーの研修等に
より、体験プログラムの質の向上や
新たなメニューが作られるなど内容も
充実し、個々のプレイヤーの地域の

研修会の開催（観光ガイドセミナー1回、中部・東部・西部で２回ずつ研修会を実施
（予定）

○地域で活動する人材のネット
ワークづくり

・観光地域リーダーネットワーク会議の開催 H21： 計40名
・異業種交流会の開催 H22：計53名
・地域コーディネート組織ネットワーク会議の開催 H23： 第1回 40名

充実し、個々のプレイヤ の地域の
観光に対する意識も高まった。

【今後の取り組み】
観光客の満足度を高めリピーターに
つなげていくこと、また、ガイド料の徴
収により地域に潤いをもたせるため

○滞在型・体験型観光推進の気
運づくり

・高知県おもてなし県民会議の開催
・秋のおもてなし一斉清掃の実施 H21：218団体 2,231名参加

H22 ：229団体 2,352名参加

には、観光ガイドの育成やレベルアッ
プ、モチベーションの向上を図ること
が必要である。こうした取り組みを官
民一体となって進めていくため、引き
続き観光ガイド連絡協議会との連携
を図っていく。

六策

地域コーディ
ネート組織の
整備

○地域コーディネート組織の確
立、強化への支援

・地域コーディネート組織への人的支援や財政的支援
幡多広域観光協会の法人化に向けた専任チーフの配置、経費の助成(H21)
ふるさと雇用を活用した仁淀川地域の広域観光組織の立ち上げ支援(H22)
活動費を助成する体験型広域観光推進事業費補助金の創設(H23)

・地域コーディネート組織ネットワーク会議の開催【再掲】
・藤澤アドバイザーによる個別研修の実施【再掲】

【総括】
観光に対する意識の高まりから、広
域観光を振興する組織が新たに設立
するなど、広域観光を推進する体制
が整いつつある。

一般社団法人幡多広域観光
協議会

任意団体から一般社団法人化（H22.6.15）
⇒第2種旅行業免許を取得。受入実績のある教育旅行

に加え一般旅行客の誘致受入に取り組む

東部地域の旅行を企画手配するランドオペレーターを設置
（H22 6 1）

【今後の取り組み】
地域で一泊以上滞在できる観光地づ
くりを実現するためには、県・観光コ
ンベンション協会・市町村・住民と地
域コーディネート組織の役割分担を
明確にし、広域の周遊ルートづくりや
旅行商品化に なげ く必要があ

⇒地域コーディネート組織の新たな動き

安芸広域市町村圏事務組合
（H22.6.1）
体験型広域観光推進事業費補助金の活用(H23.7交付)

⇒民泊受入家庭の拡大等に取り組む

嶺北地域観光・交流推進協
議会

嶺北４町村で新たに協議会を設立（H22.10.4）
⇒ステップアップ補助金を活用して嶺北地域４町村

の広域観光パンフレットを作成

仁淀川流域 市町村 新た 協議会を設立（ ）

旅行商品化につなげていく必要があ
る。特に、地域コーディネート組織の
役割が重要であるが、地域により体
制にバラツキがあるため、地域に応
じた支援のあり方を検討していく。

仁淀川地域観光協議会
仁淀川流域６市町村で新たに協議会を設立（H22.11.1）

⇒仁淀川流域のツアーの造成・販売、NHK仁淀川
特集を活用した全国への情報発信

物部川地域観光振興協議会
物部川流域３市で新たに協議会を設立（H23.1.12）

⇒物部川流域の旅行エージェント向け観光商品素材
集の作成に着手
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・韓国イースター航空との包括協定を締結(H22.3)
⇒ チャーター便 合計5便 638人が来高

○海外へのプロモーション活動七策
国際観光

【総括】
本県は海外からの航路がなく 認知

産業成長戦略 観光分野【その８】

項目 対策等 具体的な取り組み、成果等 総括、評価、今後の取り組み等

  チャ タ 便 合計5便 638人が来高
・台湾航空会社、マスコミ等へのプロモーション活動（H22.7、H22.12、H23.2、H23.6～7）

⇒  チャーター便 H23.11～ 6便就航予定

・韓国パワーブロガーを招聘し、龍馬ゆかりの地などを取材(H22.2、H22.12、H23.1)
⇒韓国語で高知県の観光情報を発信

・韓国プロ野球球団ＳＫワイバーンズ 金監督が観光特使に就任

国際観光
の推進

本県は海外からの航路がなく、認知
度も低い状況であるが、国の事業を
有効に活用したり、四国ツーリズム創
造機構などと連携することで海外へＰ
Ｒすることができた。また、東アジアを
中心に本県独自の誘致活動を行うこ
とで、チャーター便が就航するなどの

関東

50.6%北海道
9 9%

中部

7.3%

九州

6.0%

四国

0.5%
その他

7.7%

⇒ＳＫワイバーンズファンツアーで韓国から32名が来高（H23.2 ）
・海外「龍馬伝」放送にあわせた高知県ＣＭを放送（H22.11～台湾、H23.1～韓国）

⇒台湾ＣＭの高知への旅行券プレゼントに１万通を超える応募

○受入態勢の整備 ・よさこいネットに自動翻訳機能を追加（英語、中国語（簡体字・繁体字）、韓国語）

で、チャ タ 便 就航するな の
成果がでてきた。

【今後の取り組み】
海外における高知県の認知度を向
上させるためには、今後も他県との
連携が不可欠であることから、引き

近畿
18.1%

9.9%

観光庁「宿泊旅行統計調査（ H21 ）」
外国人延べ宿泊者数の割合（運輸局別）

○受入態勢の整備
・旅行関係者や運輸事業者など受入側の気運の醸成を図るフォーラムの実施

国際観光受入フォーラム・分科会（H22.11 132名参加）
国際観光受入個別研修会（H23.2 80名参加）

・県立施設等での取り組み
H22：パンフレット等の多言語案内整備（県立坂本龍馬記念館など７施設）
H23：広域観光案内板(のいち駅)、誘導標識 (安芸、安田)の設置

市町村が行う多言語化 助成

続き四国ツーリズム創造機構等との
連携や国の事業を積極的に活用しな
がら、東アジアを中心としたＰＲ活動
や受入環境の整備を推進していく。

・市町村が行う多言語化への助成
（H23一次募集分）観光パンフレット等 2市3件 、観光案内板等 6市町村21基

・国事業の活用
H23：東日本大震災の風評被害対策として実施される観光庁の施策（３事業）を実施

八策

産業間連携に
よる新たな可
能性への挑戦

○ブルーツーリズムの推進 ・県内61地区の体験メニュー（129）を収集し、平成23年度から観光商品として提供可能な32
地区の体験メニュー（62）を抽出。うち25地区の体験メニュー（39）を県観光商品素材集で情
報発信

⇒H23.2～3月に、上ノ加江地区へ高知市内から2校計166人が漁業体験に参加
⇒H22.11月の１ヶ月間に、窪津地区で945人が食事に訪れ、うち約300人が民泊

【総括】
「花・人・土佐であい博」で芽生え始
めた地域の取り組みが、「土佐・龍馬
であい博」、「龍馬ふるさと博」を通じ
て発展し、新たな観光資源の発掘、
磨き上げにもつながってきた。

○グリーンツーリズムの推進 ・スケジュール提案型商品：３３商品 （Ｈ２１年度：１４商品、Ｈ２２年度：１９商品）
旅行者による商品選択型商品：１商品（Ｈ２２年度造成）

まるごと高知での問い合わせ件数 ９組、２６名（Ｈ２２年度）
・集落の地域資源を（生産・加工・体験・販売など）活用し、様々な取組で集落を丸ごと情報

発信する活動を支援
モデル集落 ３集落（南国市白木谷・仁淀川町別枝・黒潮町蜷川）

【今後の取り組み】
今後も地域が自ら観光資源を磨き上
げ情報発信し、持続可能な観光地づ
くりへと展開が図れるよう、庁内関係
部局や高知県観光コンベンション協
会が 体とな 支援を行 く

○エコツーリズムの推進 ・協働の森パートナーズ協定企業との交流事業（H２２：３３回 ３０社参加）

会が一体となって支援を行っていく。
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連携テーマ（地産地消・地産外商戦略）の実行２年半の取り組みの総括

◆ 実行２年半の取り組み総括（まとめ）

○ 全体として、概ね順調に取り組みが進んだものと評価している。

１ 地産地消

◆ 実行２年半の取り組み総括（まとめ）

○ 直販所の売上目標が平成２２年度の調査（平成２１年分）で８０億円となり、目標の７６億円をクリアしているほか、農林水産物直販
所への「安心係」の配置を進め、食の安全・安心に対する直販所の意識向上などにつながった。

○ 大規模な直販所の売上が伸びる一方で、小規模な直販所も多く、今後の維持・拡大に向けて規模に応じた支援を講ずることが必
要。また、県民運動として地産地消を浸透させるため、地産地消の担い手同士の連携促進や量販店等における県産品コーナーの
設置の推進、県内の事業者と量販店とのマッチングの場を拡充する必要がある。設置の推進、県内の事業者と量販店との ッチングの場を拡充する必要がある。

２ 地産外商

○ 平成２１年８月に高知県地産外商公社を設立、平成２２年８月にはアンテナショップ「まるごと高知」をオープンし、首都圏における
地産外商戦略の推進拠点が整い、多様な販路の拡大が進みつつある。首都圏以外でも、関西・中部地区で高知フェアの開催件数
が飛躍的に増加し 県産品の認知度向上 販売拡大が進んでいるが飛躍的に増加し、県産品の認知度向上、販売拡大が進んでいる。

○ 今後、県内事業者に営業拠点として「まるごと高知」を活用してもらえるよう、首都圏の情報をタイムリーにフィードバックすることな
どにより、県内事業者との信頼関係を構築し、首都圏への外商に対する意欲を引き出すとともに、これまでに得た人的ネットワーク
を活用した営業活動を強化するなど、「まるごと高知」を拠点とした外商活動の充実・強化が必要。関西・中部地区では、地域ごとの
外商戦略に基づく県産品の認知度向上、販売拡大・販路開拓に向けた取り組みの継続が必要。

３ 貿易振興

○ 貿易促進コーディネーターのきめ細かなサポートもあり、新たに貿易に取り組む企業が着実に増加している。また、ユズに特化した
販促活動などによる多様な販路の確保に取り組んできた。

○ 高知県産品の認知度が十分でない現状では、新たに貿易に取り組む企業にはハードルが高く、経済的・体力的に取り組みが継続○ 高知県産品の認知度が十分でない現状では、新たに貿易に取り組む企業には ドルが高く、経済的 体力的に取り組みが継続
せず断念するケースもある。さらに認知度を向上させる取り組みと企業の段階に応じた支援と展開が必要。

４ 食品加工

○ ものづくりプロデューサー等による企業ニーズに対応したきめ細かな商品開発（改良）支援を継続的に実施。また、生産管理高度
化研修の開催により事業者の意識向上が図られつつある化研修の開催により事業者の意識向上が図られつつある。

○ 食品表示の適正化など食品を製造する基本の徹底については、まだ事業者間で濃淡もあり、現場の変化まで至っていないケース
もある。また、商品開発（改良）に関しては、高知県の強みを生かしつつ、市場ニーズに対応した商品づくりを進めることで加工産業
全体の発展につなげていく必要がある。
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【地産地消】
○「おいしい風土こうちサポー
タ 店の協力による販路開拓

連携テーマ 地産地消・地産外商戦略【その１ 】

○直販所の安全・安心に対する意識
向 び 売額 増 なが

○「おいしい風土こうちサポーター」等との商談会による販路開拓

項目 対策等 具体的な取り組み、成果等 総括、評価、今後の取り組み等

【地産地消】
地場産品の
販路拡大を
支援

ター」店の協力による販路開拓

○地産地消の拠点（直販所）が
売上目標を達成

向上及び販売額の増加につながった。
⇒直販所における「安心係」の充実
（全店舗への配置と「安心係」のレベ
ルアップ）と地域食材が地域で循環す
る仕組の構築を図る。

・H21 「地域産品商談会」開催：県内42事業者と県内8量販店と商談
⇒6事業者がのべ12量販店と商談成立

・H22 「食の大商談会2010」開催：県内94事業者出展 県内量販店等と47件商談成立
・H23 「食の大商談会2011」（23.11.1,2開催予定） 県内事業者出展予定数 108社

○直販所の機能強化
直販所売上高売上目標を達成

○「おいしい風土こうちサポーター」の
ネットワーク構築及びサポーター活動
の充実強化

【目標】
◆直販所販売額
H23：76億円

直販所売上高
【実績】 直販所全体の売上高の推移 （単位 億円）

年度(※) Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22

全体売上高 70 75 80

売上高１億円以上の直販所数の推移 （単位 店舗）

年度(※) Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22

2億円以上 4 8 10

○県内量販店での県産品売場の設置
促進

※の年度は調査年度。調査対象期間は表の年度の前年（暦年）
【課題】 店舗の特性や意向を踏まえた機能強化支援策の実施

○直販所の安心係の配置
直販所における農産物の安全・安心を確保する取り組みを促進するため、「消費者と

2億円以上 4 8 10

1億円以上2億円未満 19 21 19

142

140 140

7 500

8,000

8,500

140

145

県内直販所店舗数、売上高推移

（平成19年度～平成21年度）

目標：７６億円

○商談会開催等による販路開拓・販
売拡大

生産者の信頼を結ぶパイプ役」となる「安心係」の養成講習会を開催
（県内３カ所で実施）

【実績】
安心係の配置 １４０店舗中１１９店舗（Ｈ２３．８現在）
【課題】
農産物の安全・安心に向けた意識のさらなる向上

○情報管理システムの構築

7,084 7,500 8,000

6,000

6,500

7,000

7,500

130

135

○情報管理システムの構築
ＰＯＳレジデータを仕入・販売の分析や生産者への在庫情報の発信等に活用できる
システムを構築

【実績】３店舗（香南市、南国市、高知市）
【課題】情報管理システムのデータ蓄積と分析による販路拡大への活用

○「地産」を味わう食育が拡大 ○学校給食の地場産物活用割合の向上

H19 H20 H21

年間売上高（百万円） 店舗数

○「地産」を味わう食育が拡大 ○学校給食の地場産物活用割合の向上
学校給食の地場産物活用割合（H21.9～22.7調査）は、44.9%であり、全国的にも高い
状況（高知県教育委員会実施 食品数ベース）
食品群では、米99.3%、野菜51.8%、魚介類36.2%、肉類31.8%、果実類30.7%、牛乳69.0%

○本県農畜産物と農業をより深く理解する子供の育成
・味を知り、人を知り、技術を知り、将来本県農畜産物のファンとなる子供を育てるため、

H20年度調査結果
１位 大分県（44.7%）
２位 北海道（40.2%）
３位 岡山県（38.6%）
４位 熊本県（37 8%）

学校給食の地場産物活用状況の推移

平成21年9月～平成22年7月(99施設)44.9％

味を知り、人を知り、技術を知り、将来本県農畜産物のファンとなる子供を育てるため、
生産者などによる出前授業を実施
・実績：H２３．３月末 20市町83回 受講者2,997名

○学校給食への地域水産物の供給
すくも湾漁協が前処理加工した水産物を宿毛市内外の学校給食に供給
※販売実績（（H22.4～Ｈ23.2） 4,889千円（数量4.1ﾄﾝ）

４位 熊本県（37.8%）
５位 高知県（37.0%）
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連携テーマ 地産地消・地産外商戦略【その２ 】

農家レストラン まほろば畑 【南国市】

AP◆県内での直販所等の動きの事例

項目 対策等 具体的な取り組み、成果等 総括、評価、今後の取り組み等

観光物産館 おち駅 【越知町】
地場産品の販売促進と越知町の観光情報を
発信する拠点づくり（22.4.4オープン）
●実績 H２２年度JA越知産市

売上56 471千円

農家 ラ 畑 【南国市】
生産者と消費者をつなぐ仕組みとしての
「農家レストラン」の立ち上げ（22.10.12オー
プン）。オープン以来好調な集客を維持。

AP 地場産品直売所 かっぱ市 【芸西村】
施設の増改築等による花卉コーナーの
充実

AP

道の駅 田野駅屋 【田野町】売上56,471千円

土佐茶カフェ
【高知市】
土佐茶ＰＲの
情報拠点とし
て22.12.26
オープン

地域資源「ふる」活用 【津野町】
直販所を活かした農産物販売システムの構

築
●実績 Ｈ２２年度 直販所売上高１３６百万円

AP

道の駅 田野駅屋 【田野町】
地域の交流人口の拡大につな
がる情報発信機能の強化に合
わせた施設の拡充

AP

四万十町拠点ビジネスの展開【四万十町】

AP

土佐せれくとしょっぷ てんこす 【高知市】
県産品アンテナショップを核とした中心商店街の活
性化等
（H22.2.19オープン）
●実績
初年度販売目標（244千円／日）を達成

オ プン

AP

大月町まるごと販売 【大月町】
道の駅直販所「ふれあい市」を活かした地
場産品の販売強化

び ご デ

AP

十町拠点 ジ 展開【 十町】
商品開発や道の駅「あぐり窪川」の改築等による
地域産品の販路拡大及び集出荷体制の確立
●実績 Ｈ２２年度道の駅あぐり窪川

売上高２５９百万円

○生産管理の高度化（食品加
工）

○自主衛生管理マニュアルに基づく商品づくりの推進
・業種ごとの自主衛生管理マニュアル２０モデル等を作成し、事業者に提示

【食品加工の
推進】

【きびなごサーディン：土佐のいいものおい
しいもの発見コンクール優秀賞受賞】
●実績

直販所売上高１２3百万円(H22年度)

○生産管理高度化や食品表示適正
化への意識が高まりつつある。業種ごとの自主衛生管理マ ュアル２０モデル等を作成し、事業者に提示

・自主衛生管理マニュアル作成等に関する説明会の開催
（Ｈ22年度：3回、133名参加 H23年度：3回、103名参加）

○食品加工施設の個別調査指導の実施
・Ｈ21年度：20施設、Ｈ22年度50施設

○高知県食品衛生管理認証制度の推進

推進】

産業化への取
り組み

化 の意識が高まり ある。
⇒加工をすすめる上での基本の徹底
を引き続き実施するとともに、事故情
報及び対応事例等を共有する仕組み
の構築を目指す。

食
・食品衛生課と連携した認証取得
H22年度：惣菜製造業：１件、ユズ搾汁業：１件

・ＨＡＣＣＰ基礎研修講座 H21年度：26人受講、H22年度：17人受講

○生産管理高度化研修の開催
・Ｈ22年度：6メニュー、延べ422人受講
・H23年度：10メニュー（予定）で実施中H23年度：10メニュ （予定）で実施中

3メニュー、延べ200人受講（8月末）

○加工食品の適正表示の推進
・研修会の開催
・専門家による相談体制の整備：高知県食品産業協議会へ委託し実施

H22年度相談件数：255件、H23年度相談件数：178件（4～8月）
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連携テーマ 地産地消・地産外商戦略【その３ 】

○「まるごと高知」での外商活動【地産外商】

県産品の販路

○「まるごと高知」の設置により、首都
圏における地産外商戦略推進の拠点

項目 対策等 具体的な取り組み、成果等 総括、評価、今後の取り組み等

●首都圏アンテナショップ「まるごと高知」の設置・運営
○Ｈ２２ ８ ２１オープン県産品の販路

の拡大を支援
が整い、多様な販路の拡大が進みつ
つある。
⇒地産外商の拠点である「まるごと高
知」を維持するため、店舗の健全運営
に努めるとともに、「まるごと高知」を
最大限に活用した外商活動を推進す
る

○Ｈ２２．８．２１オ プン

【１周年の総括】
● 県内事業者の営業活動支援（オープン～Ｈ２３．７末）
○ 個別企業への訪問 ２７９件（うち新規８０件）
○ 高知フェアの開催 ３０件（ホテル日航東京、椿山荘、ｍａｍａ’ｓ ｐｌａｔｅ 等）
○ 物販・飲食機能を活かした試食会・商談会等の開催 ４１回（目標：３回／月）

る。
また、県内事業者に「まるごと高知」

を「自分たちの店」として活用していた
だくため、店舗や外商活動で得た首都
圏の情報をタイムリーにフィードバック
していく。

○ 物販 飲食機能を活かした試食会 商談会等の開催 ４１回（目標：３回／月）
○ 「食の大商談会」の開催、「スーパーマーケット・トレードショー」への出展
⇒首都圏の卸・小売業者との間で７０８件の商談が成立（定番３４６件、短期採用３６２件）

（土佐はちきん地鶏/小夏リキュール/ハッピートマトジュース/文旦・ぽんかん・柚子飴/
栗焼酎/柚子酢/柚子皮 等）

⇒新たに外商にチャレンジする事業者の増（「食の大商談会」６４事業者、 「スーパー
マーケット・トレードショー」２８事業者）

● 商品の磨き上げの支援
○ テストマーケティング ２９事業者５２商品

・テストマーケティング実施後、販売動向（販売数、購入者の性別・年齢層）と消費者や
専門家の意見・評価をセットにして、事業者にフィードバック

○ ＰＯＳレジデータのフィードバック １，４００商品（H23.2）、１，９００商品（H23.8）
○ 食品表示のチ ク→改善することが望ましい２４０商品をフ ドバ ク

飲⾷売上

物販売上

41,824
38 501 35,510

「まるごと高知」の売上の推移

○ 食品表示のチェック→改善することが望ましい２４０商品をフィードバック

● 「まるごと高知」（物販部門・飲食部門）の運営
○ 売上：３９０百万円（目標４億円） （物販：２２８百万円 飲食：１６２百万円）
○ 来店者数：７０１千人（目標１００万人） （物販：６４６千人 飲食：５６千人）
○ 物販部門

・クロス販売の積極的な展開 スタッフによる接客やＰＯＰの活用 試食・試飲販売の積

19,076 
24,409 

22,900 
18,384 

21,808 

14,002 
16,401 

12,509 
14,572 

16,243 
16,678 

19,105 

12,054 

7,076 

17,415 
15,601 

12,855 
13,702 

10,775 
12,685 

8,344 
12,357 

13,832 
14,273 

14,355 

8,695 

26,152

38,501

31,239

35,510

24,777
29,086

20,853
26,929

30,075
30,951

33,460

20,749

・クロス販売の積極的な展開、スタッフによる接客やＰＯＰの活用、試食・試飲販売の積
極的な展開による商品情報の提供
・商品の応募手続の改善、県民の皆様からの商品情報提供
・県内キャラバン（４１カ所訪問）による催事、テストマーケティングへの参加促進
・他県のアンテナショップとの積極的な連携
・オープンから１年間の取扱商品 約３，０００アイテム

○ 飲食部門

８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月

○ 飲食部門
・旬の食材を生かしたメニューの提供、関係団体等と連携したフェアの開催
・県産食材の新たな食べ方の提案
・日本酒スタンプラリーの実施や顧客情報管理システムの導入によるリピーター確保
・集客促進のためのランチ半額、高知への招待キャンペーンなどの実施

● 高知県情報の発信
○ プロモーション活動の積極的な展開と物販・飲食との連携によるフェア開催
⇒ＴＶ・新聞・雑誌等メディアへの露出の広告効果は１７億円超（３月末まで）
○ 観光情報発信コーナーの運営 相談件数約１，７００件
○ 「関東海援隊」を組織（8/31現在 ４８６名登録）
○ よさこい教室や移住セミナーの開催など観光・ふるさと情報の発信
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連携テーマ 地産地消・地産外商戦略【その４】

「まるごと高知」に並ぶ産業振興計画関連商品（H23.1.31現在）

項目 対策等 具体的な取り組み、成果等 総括、評価、今後の取り組み等

まるごと高知」に並ぶ産業振興計画関連商品（H23.1.31現在）

・商品【製造】★は22年度新規開発商品

産業成長戦略 関連 【２７商品】

１ 工業技術センターによる
技術指導による商品開発

・四万十栗の渋皮煮【四万十ドラマ】
・グァバドリンク【大方生華園】

土佐はちきん地鶏炊き込 ご飯【高知県特産 販売

２ こうち農商工連携基金事
業による商品開発

・土佐はちきん地鶏炊き込みご飯【高知県特産品販売
(株)】
・プリン・ゼリーのパッケージ商品「はりまやばこ」【こみ
ベーカリー】
・トマト発泡リキュール【高知酒造(株)】
★四万十ロイヤルミルクティー【四万十ドラマ】

【 デ グ 】
３ こうち産業振興基金事業
による商品開発

・フルーツトマトアイス【カフェ・デュ・グラス】
・「海洋深層水」と馬路村産ユズのユズクリーム【(株)
ミューズ】
・アルコール入りペットボトル飲料【菊水酒造(株)】

地域アクションプラン 関連 【１７２商品】

・monacca bag【エコアス馬路村】
１ 安芸 【１６】

g【 】
・ゆず茶【JA馬路村】
・ゆずサイダー【北川村ゆず王国】

２ 物部川 【２５】
・土佐鹿ソーセージ【奥物部開発公社】
★生姜シロップ【なんこく空の駅】
★手作りコンフィチュール【西島園芸団地】

３ 高知市 【 ３ 】
・まるはり【高知県園芸農業協同組合連合会】
・はりまや箸【高知商業高等学校 】

４ 嶺北 【４９】
・米粉【JA土佐れいほく】
・もくレース【ばうむ合同会社】
・土佐天空の郷【本山町農業公社】

芋屋金次郎けんぴ【芋舗芋屋金次郎】
５ 仁淀川 【４３】

・芋屋金次郎けんぴ【芋舗芋屋金次郎】
★ぶんたんのお酒【菊水酒造(株)】
・土佐ゼリー【高知アイス】

６ 高幡 【１６】

・ジンジャーシロップ【桐島畑】
★漁師のラー油【企画・ど久礼もん企業組合】
★マヒマヒジャーキー【興津漁協四万十マヒマヒ丸企業組
合】

７ 幡多 【２０】
・バンカンジュース【大月町ふるさと公社】
・魚めし(土佐清水さば)【土佐清水元気プロジェクト】
・月光桜アロマスプレー【大月町アウトソーシング研究会】
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○外商機会が飛躍的に拡大

連携テーマ 地産地消・地産外商戦略【その５】

●首都圏 関西・中部地区を中心とした外商機会の確保 ○「龍馬伝」の追い風もあり Ｈ２２は

項目 対策等 具体的な取り組み、成果等 総括、評価、今後の取り組み等

○外商機会が飛躍的に拡大 ●首都圏、関西・中部地区を中心とした外商機会の確保
○高知フェアの開催、展示・商談会への出展
・Ｈ２２ １１１件 （公社・東京 ４５、大阪 ４４、名古屋 １０、その他 １２）
⇒ Ｈ２０の１３件、Ｈ２１の７２件から大幅にボリュームアップ

・Ｈ２３（４～８月） ４４件 （公社・東京 １５、大阪 １７、名古屋 ６、その他 ６）
◆「食の大商談会２０１０」の開催（Ｈ２２．１１．２５、２６）

(株)四国銀行、(株)高知銀行、地産外商公社、県の共催による商談会を初めて実施

○「龍馬伝」の追い風もあり、Ｈ２２は
高知フェアのボリュームが大幅にアッ
プした。
⇒「龍馬伝」の追い風が弱まり、東日
本大震災の影響が大きく残る中、これ
までの人脈や経験を最大限に生かし
ながら、着実に成果に結び付くよう取(株)四国銀行、(株)高知銀行、地産外商公社、県の共催による商談会を初めて実施

出展県内事業者：９４事業者
バイヤー：１１４社、２４６名（県内：３２社、９６名、 県外：８２社、１５０名）
⇒成約件数：１４４件（５１事業者） （H23.7末時点成約金額 ５３百万円）

◆「スーパーマーケット・トレードショー２０１１」への出展（Ｈ２３．２．８～１０）
地産外商公社ブースでの出展：１３事業者（県全体では３３事業者）
⇒成約件数：１２２件（２５事業者） （H23.7末時点成約金額 ５９百万円）

ながら、着実に成果に結び付くよう取
り組んでいく。

その他

名古屋 111

高知フェア、展示・商談会件数の推移

⇒新たに外商にチャレンジする事業者の増（「食の大商談会」６４事業者、 「スー
パーマーケット・トレードショー」２８事業者）

○県産品総合ポータルサイト「高知まるごとネット」の運営
・高知の特産品（販売サイト等へのリンク）やイベント情報などを配信444

10

6

12大阪

公社・東京

72
※H20は内訳不明

36
45

15

26

17

6
6

13

44

H20 H21 H22 H23(8月末)
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◆地産外商に向けた地域アクシ ン

土佐天空の郷【本山町】
米のブランド化による生産者価格向上と生産量・販路の拡大
【お米日本一コンテストinしずおか2010最優秀賞受賞、H22米
食味分析コンクール環境王国認定産地部門特別優秀賞受賞】
●実績

生産量 64ｔ（2,200袋：H21） 81ｔ（2,700袋：H22）
販売額3 120万円 （H22年産米）

れいほくスケルトン
【嶺北地域全域】

「れいほくスケルトン」の性能向上、販売促
進による嶺北材の販路拡大
関東向け販売が具体化

●実績
販売量 10棟（H19）→71棟（H22）

（H19～22計175棟）

AP

AP

米粉
【JA土佐れいほく】

AP

原木シイタケ【梼原町】

AP

◆地産外商に向けた地域アクション
プランの主な取り組み

販売額3,120万円 （H22年産米）

芋屋金次郎けんぴ

土佐鹿ｿｰｾｰｼﾞ
【奥物部開発公社】

AP

AP

ゆずサイダー
AP

エコアス馬路村【馬路村】

デザインの公募による新商
品の開発と既存商品を含め
た販路拡大。ニューヨーク

原木シイタケ【梼原町】
生産技術の向上による高品質シイタ
ケの産地づくりの推進及び県外高級
料理店等への販路拡大
【土佐のいいものおいしいもの発見コ
ンクール・加工食品部門 優秀
賞受賞】

土佐清水元気プロジェクト

AP エメラルドメロンのブランド化【香南市】
県内技術「日射比例かん水制御システ

AP

AP

漁師のラー油

芋屋金次郎けんぴ
【芋舗芋屋金次郎】

AP

ゆずサイダ
【北川村ゆず王国】

た販路拡大。 ク
展示会等海外販路の開拓

土佐清水元気プロジェクト
【土佐清水市】
「ソウダガツオ」や「清水サバ」など

を使った加工商品の開発による海
外も視野に入れた販路開拓 高糖度トマト【日高村】

糖度10以上の選別やトレーサビリティ
システム導入による商品の差別化によ
り産地間競争力を強化し、高級百貨店
等に向けた販路開拓

AP

県内技術「日射比例かん水制御システ
ム」を活用した高品質化及び関東地域
に向けた販路開拓

【ど久礼もん】

苺の加工品【大月町】
苺を加工した新商品開

AP

◆農林水産物の都市部への挑戦

「土佐産直サテライトセンタ

AP

バンカンジュース
【大月町ふるさと公社】

魚めし（土佐清水さば）
【土佐清水元気プロジェクト】

AP AP

苺を加工した新商品開
発と販売促進

●海外における販路開拓支援
○シンガポール
・ＦＨＡ２０１０（シンガポール食品見本

市）
ガポ

「土佐産直サテライトセンター
（とさ千里）」
リニューアル オープン（H22.9.4）

県産材の流通拠点を設置（全９ヶ所）
○関西 ４ケ所

県産材の流通拠点を設置（全９ヶ所）
○関東 ３ケ所

・伊勢丹シンガポール四国フェア
○香港
・県内企業を対象とした現地商談会
・香港そごう高知フェア

○上海・中国本土
・上海シティショップ常設売場の活用
・上海四国アンテナショップの活用

○その他
・ ユズ果汁の輸出 フランス向け：6.5t
（H22 11）

パートナーシップ量販店で県産農
産物のフェアを実施 など
（東急ストア、セイミヤ）

県産材の流通拠点を設置（全９ヶ所）

「まるごと高知」オープン
（H22.8.21）

県産材の流通拠点を設置（全９ヶ所）
○九州 １ケ所

（H22.11） 県産材の流通拠点を設置（全９ヶ所）
○東海 １ケ所

パートナーシップ量販店で県産
農産物のフェアを実施 など
（関西スーパー、おおさかパル
コープ、阪急百貨店）
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●県、貿易協会、海外事務所が一体となった県内事業者の支援
○国内における貿易促進活動 ○新たに貿易に取り組む企業の拡大

○海外での販路開拓への挑戦

連携テーマ 地産地消・地産外商戦略 【その６ 】

項目 対策等 具体的な取り組み、成果等 総括、評価、今後の取り組み等

○国内における貿易促進活動
・貿易促進コーディネーターによる相談・助言
〔H22〕３名で延べ３９６件の企業訪問等を実施

⇒新たに貿易に取り組む企業が増加（H21：8社、H22：7社）
〔H23(4月～8月)〕 ２名で延べ９０件の企業訪問等を実施

・輸出促進セミナーの開催
〔H22〕７回 延べ４０１名参加

○新たに貿易に取り組む企業の拡大
につながった。

⇒セミナーの開催や個別の訪問を行
うなど、きめ細かな支援を継続。

⾼知県輸出額の推移 〔 〕 回 延 名参加
〔H23(4月～8月)〕 ３回 延べ１３４名参加

・食品輸出商談会
〔H22〕国内輸出業者（６社）と県内事業者（２６社（うち海外初１３社））の商談確保

商談件数：８１件⇒県内事業者１２社、延べ２９品目成約
〔H23〕７月に開催予定であったが、東日本大震災の影響で中止

１１月開催の食の大商談会へ案内

67,806 58,236 55,798

H20 H21 H22

⾼知県輸出額の推移
（単位百万円）

●海外における販路開拓支援
○シンガポール
・食品見本市ＦＨＡ２０１０シンガポール
ユズ関連の４社が出展し、シンガポール事務所等のフォローアップ活動により、徐々に
成約に至る事例が出ている。⇒現地企業延べ２６社と成約（成約金額：５，１２２千円）
伊勢丹シンガポ ル四国フ ア

○全体として徐々に県産品の販路は
広がりつつあるが、まだまだスポット
的であり、継続的な販売につなげる

H20 H21 H22

96

うち⾷料品輸出額
（単位百万円）

・伊勢丹シンガポール四国フェア
〔H22〕本県７社（うち海外初２社）参加。全体で約２５，５００千円の売上

（平成21年度約１８，０００千円）
〔H23〕本県から８社（うち海外初２社）参加。全体で約２５，４００千円の売上

○香港
・県内企業を対象とした現地商談会

ためには、買手の求めや嗜好に応じ
た商品改良や、粘り強い企業努力が
必要。

⇒リーディング企業を中心にさらなる
販路拡大を支援しつつ全体の底上げ
にもつなげる。

59 51
96

H20 H21 H22

県内企業を対象とした現地商談会
⇒１１社（うち海外初４社）参加、商談件数７１件、４社２５品目が成約

（平成２１年度６社参加 成約３５品目）
・香港そごう高知フェア ⇒ １３社参加。フェア全体で約４，９８０千円の売上

○上海・中国本土
・上海シティショップ常設売場（平成21年：11社、平成22年：４社（うち海外初１社）参加）海シティシ ッ 常設売場（平成 年 社、平成 年 社（うち海外初 社）参加）
⇒リピートオーダーの商品もあり（３社）

・上海四国アンテナショップ（平成21年：１社参加、平成22年：1社参加）
⇒食品展示会やフェア等に商品を持参して販売を行うなど、県産品のＰＲにつながった。

○その他
・ ユズ果汁の輸出 ○圧倒的に強い品目（ユズ）を中心に
〔H22〕フランス向け：6.5t
〔H23(4月～6月)〕 フランスユズ賞味会
2つ星レストランにてシェフ、菓子職人、高級量販店、ジェーナリスト等150名を招待して
高知県産ユズを使用した料理を提供してPRした。
⇒その後、フランス向け：8t

○圧倒的に強い品目（ユズ）を中心に
して販路を拡大。

⇒フランスでのユズの展開を東南ア
ジアに。
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（２）「ものづく ○事業者間のマッチング機 ○総合相談窓口が設置され、県内でのも◆総合相談窓口の設置

項目 対策等 具体的な取り組み、成果等 総括、評価、今後の取り組み等

連携テーマ 地産地消・地産外商戦略 【その７ 】

（２） ものづく
りの地産地
消」の促進

（県内完結型
の「ものづく
り」の仕組み

○事業者間 ッ グ機
会の創出

○総合相談窓 設置され、県内 も
のづくりのニーズが集積することで、技
術を提供できるものづくり企業とのマッ
チングなどが進んだ。

⇒引き続き、センターを中心に、各関係
機関が連携して、迅速かつ適切な相談
対応に努めるとともに、相談案件の掘り

◆総合相談窓口の設置

・ものづくり地産地消推進プロジェクトチームの設置（H23.4)
・ものづくり支援コーディネーターの雇用（H23.4)
・ものづくり地産地消センターの開設（H23.6)

＊ ものづくり地産地消センター相談件数 72件（H23.8.9現在）
⇒ 相談案件のうち36件について対応済り」 組

づくり） 起こしを行う。

○「食」をテーマとしたものづくり技術展
示会は、高知県におけるものづくり技術
を広く周知する機会となり、また出展事
業者からの評価も良好であり、意義あ
る取り組みとな た

相談案件のうち36件について対応済
・ものづくり技術展示会の開催（H23.6）

＊ ものづくり技術展示会
来場者 ４，３００人
出展事業者数 ２９事業者

【課題】

○収集した発注予定情報等を関係団体
を通じて受注者側に提供する情報フ

る取り組みとなった。
⇒「食」のテーマに加え、他分野も含んだ
総合的な技術展示会として開催を検討
する。

◆情報フローの確立（発注予定情報等の受注者側への提供）

・「ものづくり地産地消センター」に寄せられる相談
のマッチングの成功件数の増加

・県内生産者等の「ものづくりの地産地消」に関す
る機運の高まり

を通じて受注者側に提供する情報フ
ローの仕組みを構築したことにより、県
内における受発注を生む機会を作るこ
とができ、「ものづくりの地産地消」につ
ながる動きも見えはじめた。

⇒情報フローを通じた発注予定情報等
の収集について庁内に徹底していく。

・庁内情報共有会議において、定期的（月１回）に情報収集を開始（H22.4）
・フィードバックの仕組みを含め、当面の情報フローを確立
・ものづくり地産地消センターの開設（H23.6）

＊ 発注予定情報等県が集約し、関係団体に８６件の情報を提供
⇒ ４２件のテーマに県内企業が興味を持ち、試作機の開発等について検討

【課題】
・発注予定情報等を「ものづくりの地産地消」に効果的につなげるためには、できるだけ早
い段
階で情報の収集が必要

◆製造業と他の産業とのマッチング（Ｈ22年度～）

○機械設備を必要とする事業者と、県
内ものづくり企業とのマッチングを進
めるための手法ができあがった（機
械化ニーズの情報提供 現地視察・

県内での「ものづくり」に関するニーズを県が集約し、関係団体に提供
【実績】
・情報提供88件（H22）

⇒うち43件のテーマに県内企業が興味を持ち、 試作機の開発に向けて検討
・現場視察と意見交換会 8回・延べ170人（H22) H23年8月末：3回・延べ59人

械化ニ ズの情報提供、現地視察・
意見交換会など）。

○情報提供を行った開発案件のうち、
県の補助事業を活用して具体的な取
り組みを進めているものが20件あ
り、県内ものづくり企業が、地域の課
題や悩みを機械化によって解決して

⇒ものづくり企業グループと生産者等との交流によって設計開発力を磨き上げ
題や悩みを機械化によ て解決して
いこうとする動きが広がっている。

⇒ものづくり地産地消センターの幅広
い周知と、タイムリーなマッチングを
数多く実現させるためのワンストップ
サービス機能の強化を図る。

- 63 -



（２）「ものづく ○県内産業の技術力・商品 ◆製品開発力の強化（試作機の開発支援） ○ものづくり地産地消推進事業費補助

項目 対策等 具体的な取り組み、成果等 総括、評価、今後の取り組み等

連携テーマ 地産地消・地産外商戦略 【その８ 】

（２）「ものづく
りの地産地
消」の促進

（県内完結型
の「ものづく
り」の仕組み

○県内産業の技術力・商品
開発力の向上

◆製品開発力の強化（試作機の開発支援）
試作開発への支援（ものづくり地産地消推進事業費補助金）（Ｈ２２年度～）

これまでの助成先：20件（H22年度：15件、H23年8月末：5件）
・ステップアップ事業（企画から設計段階まで） 6件［農業4件、その他2件］
・試作開発事業 14件 ［農業6件、林業2件、水産業1件、その他5件］

（うちH22年度ｽﾃｯﾌﾟｱｯﾌﾟ2件）

金を活用した機械装置等が順次完成
し、高知県ものづくり技術展示会への
出展等も契機となって、販路開拓の
段階に入った。

⇒機械設備を必要とする事業者が、県
内企業によって開発製造された製品
を 積極的 導入 く機運 醸り」の仕組み

づくり）

⇒平成23年度から試作開発を支援する助成制度の充実・強化（早期の製品開発に
向けて、試作に引き続く改良や、年度をまたぐ事業も補助対象とした）

を、積極的に導入していく機運の醸
成。

また、県外への売り込みを積極的
に支援し、地産地消から外商へと結
びつける。

⇒県内企業が最終製品を生産するに
あたっての企業間連携を促すととも

※平成23年度第2次募集：14件の申請（8/31審査会）

あたっての企業間連携を促すととも
に、不足している工程に対応できる
企業の誘致・育成を図る。

◆見本市への出展
県外の主要な見本市へ高知県ブースを設置し、県内ものづくり企業の情報発信と販路

拡大を支援

○県外見本市への県ブース設置や商
談会の開催、県や産振センター、高
知県工業会からの営業支援により、
成約件数が906件（272百万円）にな成約件数が906件（272百万円）にな
るなど、新しい取引先の獲得や受注
拡大につながった。

⇒引き続き、見本市・商談会を実施す
るとともに、支援体制を強化した産業
振興センターと連携して、見本市終
了後の県内企業の営業活動への支

H21 H22 H23

出展 3回 3回 1回

参加者 16社2団体 32社2団体 11社

成約件数/金額 16件/34,971千円 155件/124,458千円 4件/8,575千円

その他（見積依頼等） 134件 397件 123件

◆商談会の開催
県内外で商談会を開催し、県内受注企業の販路拡大を支援

了後の県内企業の営業活動への支
援や、商談会に参加した県外発注企
業へのフォローアップを行う。

また、防災や製紙関係の見本市
への出展を検討する。

○製造業ポータルサイトの会員数が当

H21 H22 H23

開催 3回 6回 1回

参加者（県内受注企

⇒見本市・商談会に参加した県内企業の営業活動や産業振興センターなど関係機
関の支援により、県内企業の販路や受注が拡大

○製造業ポ タルサイトの会員数が当
初計画していた会員数（150社）より
も少ないが、ポータルサイトに加工技
術分野による検索機能を追加し、
ポータルサイトの利便性を高めた。

⇒業界団体や産業振興センターなど関
係機関と連携して、ポータルサイトの

参加者（県内受注企
業）

66社 127社3団体 43社

成約件数/金額 16件/30,280千円 715件/74,087千円 －

その他（見積依頼等） 135件 432件 132件

◆製造業ポータルサイトの開設（H21年度）
県内の製造業者の情報を発信し、企業間取引を支援

⇒会員企業数：82社（H23.8月末） 成約件数：5件/1,880千円

周知及び会員数の増加を図るととも
に、会員企業の技術や製品の情報
発信に努める。また、インターネットを
活用した営業や協業化に向けた取り
組みなどを支援することで電子商取
引の普及率の向上を目指す。
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○県内産業の技術力 商品「も づ

項目 対策等 具体的な取り組み、成果等 総括、評価、今後の取り組み等

連携テーマ 地産地消・地産外商戦略 【その９ 】

○県内産業の技術力・商品
開発力の向上

◆技術力のレベルアップ（機械・金属、食品加工、紙産業等）
特別技術支援員や技術アドバイザーなどの外部人材の登用等により、技術レベルに

応じた研修、技術相談等を実施することで技術人材を育成

○企業からの要望に沿った研修
を実施することで当初計画以上
の参加が得られている。

○職員や特別技術支援員だけで
は指導できない技術的課題は、
企業ニ ズに応じて技術指導ア

（２）「ものづく
りの地産地
消」の促進

（県内完結型
の「ものづく
り の仕組み

研修の実施

H21 H22 Ｈ23 備考

機械・金属等 22コース522名 18コース384名 5コース76名 H20：7コース59名
食品加工 4コース212名 18コース481名 5コース111名 H20：2コース16名 企業ニーズに応じて技術指導ア

ドバイザーを派遣している。

⇒今後は、取り組みをさらに高度
化し、技術レベルに対応した研
修カリキュラムの設定などを行
い、合格率の向上等を図る。

り」の仕組み
づくり）

食品加工 4コ ス212名 18コ ス481名 5コ ス111名 H20：2コ ス16名

紙産業

初任者研修会 5回53名 - -

企業支援のた
めの研究会

9回90名 4回34名 -

その他 - 2コース96名 - アロマ講習

特別技術支援員の配置（各１名）特別技術支援員の配置（各１名）

H21 H22 H23 備考

機械・金属等 - ・講演9回
・技術指導42回 ・技術指導26回 H22年度から配置

食品加工
・講演6回
・技術指導56社

・講演9回
・技術指導103社 ・技術指導35社

商品化15件
（H21:5件、H22:3件、H23:7件）
・酒粕ういろう、生姜飲料、
トマトカレー等

技術指導アドバイザー

H21 H22 H23 備考

機械・金属等 38件 32件 7件 登録者数 H21:9名、H22:5名
H23:4名

食品加工 9件 3件 - 登録者数 H21:10名 H22:3名食品加工 9件 3件 - 登録者数 H21:10名、H22:3名

紙産業 - 4件 - 登録者数 H22:2名

その他 - 4件 - 登録者数 H22:1名（アロマ関係）

◆食品加工研究棟の設置
工業技術センター内にさまざまな加工食品の試作品開発が行えるように

食品加工研究棟を設置（H23.4）
２０事業者が延べ５４回利用（H23.8.9現在）
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連携テ （中山間の産業づくり）の実行 年半の取り組み総括連携テーマ（中山間の産業づくり）の実行２年半の取り組み総括

◆ 実行２年半の取り組み総括（まとめ）

この２年半において、地域本部などを通じて、人的、資金面での支援を中心に、それぞれの事業者のニーズや課題に応じた、きめ細
やかなサポートを展開してきた。

その結果 各種の人材育成の取り組みにより地域を支える人材育成が進みつつある このことにより販売等のノウハウの習得が着その結果、各種の人材育成の取り組みにより地域を支える人材育成が進みつつある。このことにより販売等のノウハウの習得が着
実に進み、所得の向上や雇用の創出に繋がった事例も現れ始めている。

また、新たに「小さなビジネス」や市町村や地域団体が主体となった多角的なビジネス展開を行う「拠点ビジネス」への取り組みも広が
り、それぞれの地域で、産業づくりに向けた機運が確実に高まっている。

一方で、民の取り組みなど更なる広がりが必要であり、こうした事業者のほとんどが緒についたばかりの取り組みであり、引き続き後
押しが必要なことから、今後とも、市町村や関係団体とも連携しながら、支援を行っていく。
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小さなビジネ

連携テーマ 中山間地域の産業づくり【その１ 】

■課題
特徴のある農産物や加工品など、これまで十分に活用されていない強みある地域資

源を発掘 再評価し 「生きがいづくり」や「賑わいづくり」の取り組みから 歩進めて

項目 対策等 具体的な取り組み、成果等 総括、評価、今後の取り組み等

○小さなビジネスの小さなビジネ
スの育成

■課題
地域の資源を活かした様々なビジネ

スの芽が出てきているものの、まだ、
多くのものは、取り組みは始めたばか
りであり、現時点では、所得の向上に
は、繋がっている取り組みは少ない。

源を発掘・再評価し、「生きがいづくり」や「賑わいづくり」の取り組みから一歩進めて、
中山間地域の皆様の所得の向上に繋がる「小さなビジネス」に育てあげていく。

○室戸市木炭振興会（室戸市）・土佐備長炭生産組合（東洋町）【安芸地域ＡＰ】

共同窯の設置や新規製炭者などによる地域の特産品である土佐備長炭の再生のた
めの生産、流通、販売の強化に向けた取り組み

○小さなビジネスの
発掘から育成へ

■今後の取り組み

今後とも、人的、資金面で支援を行っ
ていく。
・ビジネス意識の醸成と経営の知識
やノウハウ等の習得などに向けた

○大野倶楽部（田野町）【安芸地域ＡＰ】

大野台地の自然を活用しながら、ジャガイモ収穫体験などのイベント交流事業を通じ
た体験型観光の取り組みの推進

○ポンド・エ・トッティー[物部川婦人会]（香美市）

廃校となった大栃高校家庭クラブのレシピ集を引き継ぎ、地域の食材を活用したパウ やノウハウ等の習得などに向けた
支援。

・首都圏アンテナショップや県内の直
販所や量販店などを通じ、消費地
のニーズや嗜好を反映した商品の
磨き上げや新たな商品づくりに向け
た支援。

廃校 な た大栃高校家庭クラ の シ 集を引き継ぎ、地域の食材を活用した ウ
ンドケーキ専門店開業、都市部への出張販売活動

○南国市農協女性グループ（南国市）【物部川ＡＰ】

道の駅「南国」内において農家レストランン「まほろば畑」について、５つのグループに
よる輪番制での運営

ご 究会 南 市 【物部 地域 】
た支援。

○ごめんシャモ研究会（南国市）【物部川地域ＡＰ】

南国市の商工会の農家の有志により、龍馬にゆかりのある「シャモ肉」の加工品を開
発し、「シャモ鍋」をはじめ地域の特産品として販売

○汗見川活性化協議会（本山町）【嶺北地域ＡＰ】

旧小学校を再利用した交流拠点「清流館」を通じ、地域外の人々が宿泊し、自然体験
ができる体験型交流事業の展開ができる体験型交流事業の展開

○企業組合宇佐もん工房（土佐市）【仁淀川地域ＡＰ】

一本釣りで獲れる宇佐のウルメについて、新たな加工品の開発や鮮魚での販売を拡
大し、併せて地域の飲食店での調理メニューの作成など、地域限定で提供できる体制
を整備し、交流人口の拡大に向けて展開

韓国風レストラン（梼原町）

○森の巣箱運営委員会（津野町）

廃校を再活用した地域の拠点となる「森の巣箱」を通じた集落生協、居酒屋の運営、
地域外との交流のための宿泊施設の運営

○鷹取キムチの里づくり実行委員会（梼原町） 【高幡地域ＡＰ】

地域資源を生かしたキムチ、ドレッシング、焼き肉のたれ等、特産品づくり、韓国レスト地域資源を したキ チ、ド ッシング、焼き肉のたれ等、特産品 くり、韓国 ト
ラン運営
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連携テーマ 中山間地域の産業づくり【その２ 】

○企画・ど久礼もん企業組合（中土佐町）【高幡地域ＡＰ】
地域資源であるカツオを加工商品化して付加価値を高めるとともに 地元商店街に

項目 対策等 具体的な取り組み、成果等 総括、評価、今後の取り組み等

地域資源であるカツオを加工商品化して付加価値を高めるとともに、地元商店街に
店舗を開設するなど新たな「食」ビジネスを展開

○四万十かっぱ組合（四万十町）

川舟の新設や待合場所の整備などによる地域の住民の手による四万十川の資源を
生かした「川舟下り事業」の実施

○十和おかみさん市（四万十町）

都市部の量販店等での地域の野菜や加工品等の産直、道の駅でのバイキングの提
供など食を通じた都市との交流活動

○四万十川すみずみツーリズム（四万十川流域）

四万十川流域の農家民宿などの交流施設の連携、ネットワークや情報発信力の強化万十川流域の農家民宿な の交流施設の連携、ネットワ クや情報発信力の強化
による交流人口の拡大に向けた取り組み

○黒潮町商工会ほか（黒潮町） 【幡多地域ＡＰ】
「黒潮一番館」を核とした交流人口の拡大に向けた取り組み、カツオ関連の新商品の

開発、製造販売

株 大宮産業 市○（株）大宮産業（四万十市）
JAの購買事業を引き継いだ商店、ガソリンスタンド等の経営、大宮米（減農薬米）のブ

ランド化、販売促進への取り組み

○農家レストランしゃえんじり（四万十市）

四万十川流域において地域の食材をふんだんに活用したバイキング方式による「農
家レストラン」の運営家レストラン」の運営

○有限責任企業組合 ＬＬＰしまんと（四万十市）

「清流 四万十川」をモチーフに、地域の資源を活用した数種類の「かりんとう」の開発、
製造販売

○三原村商工会（三原村）

大宮産業の宅配サービス（四万十市）

○三原村商工会（三原村）

７つの農家による「どぶろく」の製造販売、「どぶろく祭り」などの地域外との交流イベ
ントの実施

○株式会社 沖ノ島水産（宿毛市）

沖の島の振興と漁業者の所得向上のため、島周辺で水揚げされるブリやカツオを
使った加工品を開発。加工品のバリエーションを増やすとともに、首都圏や関西圏での使 た加 品を開発。加 品の リ ションを増やす も 、首都圏や関西圏での
外商を目指す

など
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連携テーマ 中山間地域の産業づくり【その３ 】

■課題農協や第三セクターなど、地域の中核となる事業体を中心として、野菜や加工品の製
造販売や グリ ンツ リズムなどの観光の取組など いくつかの「小さなビジネス」を

項目 対策等 具体的な取り組み、成果等 総括、評価、今後の取り組み等

○小さなビジネスから拠点ビジネ
○拠点ビジネスの取り組みが、一定、
推進されたものの、県内の市町村に
十分、波及していない。

○中核となる事業体をはじめ、地域に
おいて、産業づくりの鍵となる人材の
育成に引き続き取り組む必要がある

造販売や、グリーンツーリズムなどの観光の取組など、いくつかの「小さなビジネス」を
まとめることで、広がりを持った複合的なビジネスへつなげる。

○（株）大豊町ゆとりファーム（大豊町）【嶺北地域ＡＰ】
「碁石茶等の地域産品の加工品ビジネス」、「野菜等の地産地消ビジネス」、「ふるさ

と支援ビジネス」、「農作業の受委託ビジネス」の展開による地域産業の再生

拠点ビジネスへ
拠点 ジネ
スの推進

■今後の取り組み

引き続き、人的、資金面から支援し、
拠点ビジネスの取り組みを県内の市
町村に波及させていく。
・既に「拠点ビジネス」に取り組んで

○ＪＡ土佐れいほく（土佐町）【嶺北地域ＡＰ】
「環境保全型農業の特性を活かし、関西圏をターゲットにした地産外商ビジネス」や、

「米粉の製造販売や米粉加工商品の開発・販売などの米粉ビジネス」の展開による地
域産業の創出

○（財）本山町農業公社（本山町）【嶺北地域ＡＰ】
いる事業体のさらなる経営力の強
化を図り、収入アップや雇用創出に
つなげていく。

・新たに「拠点ビジネス」の仕組みづく
りに取り組む事業体のサポートを
行い、ビジネスとして確立していく。

農

棚田で作る地元産米をこだわりのブランド米「土佐天空の郷」として販売し、良好な水
田環境など地域の特性を付加価値とするなど、後継者が将来に展望を持つことができ
る稲作農業の確立を目指す

○（社）大川村ふるさとむら公社（大川村）【嶺北地域ＡＰ】

土佐はちきん地鶏の生産拠点としての事業の展開を図り、村の新しい産業として、地
域 性 なげ く

碁石茶商品（大豊町）
域の活性化につなげていく

○（株）フードプラン（仁淀川町）【仁淀川地域ＡＰ】

「食の温故知新」をキャッチフレーズに地域の商社として位置付け、「カット野菜」や
「田舎豆腐」、「味噌」など、地域の一次産品等を活用した商品開発、製造販売

○（財）津野町ふるさとセンタ （津野町） 【高幡地域ＡＰ】

碁石茶商品（大豊町）

○（財）津野町ふるさとセンター（津野町） 【高幡地域ＡＰ】

「雨よけハウス整備・圃場整備などによる地産地消ビジネス」、「森林セラピー、ガイド
養成など観光交流ネットワークビジネス」、「アンテナショップと加工所の整備による加
工品開発販売ビジネス」の展開による地域の所得向上や雇用の創出

○（財）あぐり窪川（四万十町） 【高幡地域ＡＰ】

「地域拠点施設での地域食材・加工品の総合販売ビジネス」 「地域資源を活用した交道の駅布施ヶ坂（津野町） 「地域拠点施設での地域食材 加工品の総合販売ビジネス」、「地域資源を活用した交
流ビジネス」の展開など拠点ビジネス体制の構築

○黒潮町特産品開発推進協議会ほか（黒潮町） 【高幡地域ＡＰ】

黒砂糖やラッキョウなど黒潮町の特産品を地元で高付加価値の加工品として開発し
販売することにより、地域雇用の創出と所得の向上を目指す

あぐり窪川（四万十町）
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連携テーマ 中山間地域の産業づくり【その４ 】

○（財）三原村農業公社（三原村） 【幡多地域ＡＰ】

作業効率のよい平坦地 のユズ等の産地化 ブロ コリ などの露地野菜の産地づ

項目 対策等 具体的な取り組み、成果等 総括、評価、今後の取り組み等

作業効率のよい平坦地へのユズ等の産地化、ブロッコリーなどの露地野菜の産地づ
くりに向けた取り組み

○土佐清水元気プロジェクト（株）（土佐清水市） 【幡多地域ＡＰ】
「生産者が参画できる加工施設の整備」、「商品の市内外への市場への流通,販売シ

ステムの構築」により地域資源を活用した経済の活性化

○（財）大月町ふるさと振興公社（大月町） 【幡多地域ＡＰ】

「地元農産物等を活かした新商品開発」など道の駅を活用した地産地消・外商の仕組
みづくりによる地域ビジネスモデルの構築

など

■課題

地域の相談窓口の開設や新分野
進出アドバイザーの設置など、相談や
フォローアップの体制は、一定整備が
きた と 新事業や新分野 進出

○小さなビジネスから新事
業展開、新分野進出ビジ
ネスへ

中山間地域の
資源を活用し
た新事業展
開、新分野進

地域の農地や山林等の資源を有効活用して、バイオマスなどの新たな事業を実施し
たり、建設業などが新分野進出に乗り出すことができるビジネスのモデルを創出する。

＜新事業への展開＞
○（有）エスエス（日高村）【仁淀川地域ＡＰ】

できたことで、新事業や新分野へ進出
する事業者の数が増加したものの、十
分ではない。

■今後の取り組み
・新事業に進出した事例を紹介する

開、新分野進
出の推進

○（有）エスエス（日高村）【仁淀川地域ＡＰ】

建設資材販売事業者が新規事業展開として、仁淀川流域の木材チップや茶葉などを
原材料とした木質系のネコ砂製造事業を展開

○ＪＡとさし、菊水酒造（株）（土佐市）【仁淀川地域ＡＰ】
土佐文旦の果汁を使った商品の開発及び販路拡大

など、有益な情報の提供をタイム
リーに行うことで、意欲的な事業者
が新事業や新分野に進出できる環
境づくりを行う

・それぞれの事業者や事例に応じて、
専門的なアドバイスやサポートをき
め細かに行うなど 地域における支

＜新分野への進出＞
○（株）カゴオ（奈半利町）

ホテル業や鋼船修繕業等を営む傍ら、まぐろカマ燻製等の新たな商品開発に着手、
商品の磨き上げやブランド化に向けた取り組み

有 安 重機 安芸市 め細かに行うなど、地域における支
援体制をさらに強化していく。

○（有）安岡重機（安芸市）

運送と重機のリーズ業等を営む傍ら、「地域において循環型社会の実現を目指す」
といった取り組みの一環として、産業廃棄物収集運搬業や「スープカレー」店を展開

○（有）土佐建設（土佐町）

ユズの栽培を開始し、県内の小売店、ホテル、道の駅、県外の飲食店などで販売展
開 酒造会社と連携のもとユズ酒を開発し 首都圏や京阪神に出荷

ユズ酒（土佐町）

開、酒造会社と連携のもとユズ酒を開発し、首都圏や京阪神に出荷
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連携テーマ 中山間地域の産業づくり【その５ 】

■課題
○本川きじ生産組合・（有）手箱建設（いの町）【仁淀川地域ＡＰ】

項目 対策等 具体的な取り組み、成果等 総括、評価、今後の取り組み等

○小さなビジネスから新事中山間地域の ■課題

地域の相談窓口の開設や新分野
進出アドバイザーの設置など、相談や
フォローアップの体制は、一定整備が
できたことで、新事業や新分野へ進出
する事業者の数が増加したものの、十
分ではない。

産 箱建設 【 淀 】
新分野進出を目指す建設業者とも連携し、本川地域の特産品である「本川きじ」生

産拠点としての事業を展開

○ＮＰＯ法人 日高わのわ会（日高村）

障害者支援、軽度生活支援等の福祉活動に従事し、事業所にて地域の特産品のトマト
を活用した「パスタソース」や「ピザソース」の開発、道の駅や量販店等での販売

○小さなビジネスから新事
業展開、新分野進出ビジ
ネスへ

中山間地域の
資源を活用し
た新事業展
開、新分野進
出の推進

分ではない。

■今後の取り組み
・新事業に進出した事例を紹介する
など、有益な情報の提供をタイム
リーに行うことで、意欲的な事業者
が新事業や新分野に進出できる環

○地乳プロジェクト[企画本舗さかわ他]（佐川町） 【仁淀川地域ＡＰ】

地域の酪農家から仕入れた生乳だけを使ったこだわりの牛乳「地乳（ぢちち）」のブラン
ドに向けた地元乳業メーカー・酪農家・商工会・町役場などが一体となった取り組み

○興津漁協四万十マヒマヒ丸企業組合（四万十町） 【高幡地域ＡＰ】

シイラを柱とした餃子等の水産加工品の開発 販売（シイラ加工原材料供給力の強化 が新事業や新分野に進出できる環
境づくりを行う

・それぞれの事業者や事例に応じて、
専門的なアドバイスやサポートをき
め細かに行うなど、地域における支
援体制をさらに強化していく。

シイラを柱とした餃子等の水産加工品の開発、販売（シイラ加工原材料供給力の強化、
加工事業経営の確立）

○㈱四万十ドラマ（四万十町） 【高幡地域ＡＰ】

四万十の栗再生プロジェクト（生産管理から商品開発、販売に至るまでの体制構築に
よる安定的な生産と販路の拡大）

○直七生産組合（四万十市） 【高幡地域ＡＰ】
地元特産の「直七」の生産拡大に向けたポン酢、ドレッシング等の加工品の開発、販売

○しまんと美野里（四万十市） 【高幡地域ＡＰ】

栗からはじめる西土佐地区の地産外商のプロジェクト（四万十栗の産地化、加工施設
整備、商品開発、販路拡大）本川きじ（いの町） 備、 、 路拡

○宿毛湾漁協（宿毛市） 【幡多地域ＡＰ】

一次加工施設の整備や首都圏で飲食業を経営する企業による水産物の販路拡大に
向けた取り組み

○農業生産法人 苺氷り本舗（大月町） 【幡多地域ＡＰ】

一次産業の振興に向けて、地域資源である苺を活用した新製品の開発及び販路開拓
などにより生産拡大への取組を展開

など
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連携テーマ（人材育成・人材確保）の実行２年半の取り組みの総括

人材育成・人材確保の連携テーマでは、人材を県内で育てる取り組みとして、中学校等早い段階からの職場体験学習や県内企業での

◆ 実行２年半の取り組み総括（まとめ）

インターンシップの実施、保護者を含めて県内企業を知る機会の提供、ジョブカフェこうちを通じた若者の就職意識の向上等の取り組みを
行った結果、それぞれの取り組みで参加者が年々増加、県内企業への理解や県内での就職を促進するきっかけづくりにつながった。

また、商品開発や異業種の方が連携した新しいビジネスの展開等に取り組む事業者が、自ら考え行動できるよう、ビジネスの基礎から
実践力まで一貫して身につける研修や 農村の活性化や農業の振興に寄与するリーダーを育成する研修等 地域産業を創造・リードす実践力まで 貫して身につける研修や、農村の活性化や農業の振興に寄与するリ ダ を育成する研修等、地域産業を創造 リ ドす
る人材育成を強力に進め、外商活動や新商品開発に積極的に取り組む動きが加速した。

さらに、地域の取り組み等の課題に応じた専門家派遣により、新しい商品の開発や販路拡大、経営改善等につながっている。

このほか 人材を外から持 てくる 人材を引き留める取り組みとして 移住希望者にきめ細やかに情報提供を行う移住コンシ ルジこのほか、人材を外から持ってくる・人材を引き留める取り組みとして、移住希望者にきめ細やかに情報提供を行う移住コンシェルジュ
の設置や第一次産業への新規就業希望者への支援策の拡大、県外大学に進学した県出身者への県内就職に関する情報発信等を通
じ、移住者や第１次産業の担い手、Ｕターン者が増加傾向にある。

こうした取り組みにより、本県産業を支える人材の育成・確保の仕組みが整い、徐々に成果が生まれる一方で、研修の受講者や専門家
プ派遣を受けた団体等の自立に向けた支援や第１次産業への新規就業者の定着に向けたフォローアップ等の課題も見え始めた。

今後は、こうした取り組みをさらに充実させるとともに、フォローアップを強化し、本県産業を支える人材のさらなる育成、確保につなげて
いく必要がある。
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連携テーマ 人材育成・人材確保【その１】

○地場産業の教育の充実
【学校教育】

○目的・概要
望ましい勤労観 職業観 人生観を育むために 中学校における職場体

○職場体験学習の意義や事
前 事後指導の充実の必要

項目 具体的な取り組み 具体的な成果等 総括、評価、今後の取り組み等

1.人材を県内
で育てる 【学校教育】 望ましい勤労観、職業観、人生観を育むために、中学校における職場体

験学習が充実するような支援を行った。また、職場体験学習に先進的に取
り組んでいる地域や学校の事例を教育課程連絡協議会等を通じて普及す
ることにより、取組の質の向上を図る。

○実績

前・事後指導の充実の必要
性が周知され、実施率が向
上。
○生徒に社会的・職業的に自
立するための基礎となる勤労
観 職業観 人生観が育まれ

で育てる

○実績
・公立中学校における職場体験学習の実施率

（H20）本県91.5％ 全国96.5％
（H21）本県94.8％ 全国94.5％
（H22）本県96.6％ 全国93.6％

・実施校の中で 5日間以上実施している割合

観・職業観・人生観が育まれ
ている。

⇒キャリア教育全体計画や職
場体験学習の充実を図ること
により、児童・生徒に、望まし
い勤労観 職業観 人生観を・実施校の中で、5日間以上実施している割合

（H20）本県23.1％ 全国20.7％
（H21）本県23.6％ 全国19.2％
（H22）本県24.1％ 全国（8月頃発表）

・キャリア教育全体計画作成率
（Ｈ21）小学校56 3％ 中学校60 7％

い勤労観、職業観、人生観を
育んでいく。

（Ｈ21）小学校56.3％ 中学校60.7％
（Ｈ22）小学校62.6％ 中学校67.2％

⇒ ・中学校における職場体験学習の実施率
H23度末（見込み） 100％

・＜Ｈ22年度 全国学力・学習状況調査結果＞＜ 年度 全国学力 学習状況調査結果＞
「将来の夢や目標を持っているか」に対して肯定的な回答をした中学
生の割合

（Ｈ20） 高知県 71.4％ 全国 70.7％
（Ｈ21） 高知県 70.6％ 全国 71.0％
（Ｈ22） 高知県 71.4％ 全国 71.7％

○社会人としてのスキル
アップ研修の実施

○目的・概要
社会人として必要な知識等を身につけるため、ビジネスマナー等の講演

や実習等を行う「高校生スキルアップ講習会」を実施。

○実績

○講習会の実施時期は３年生
の就職試験が近づく７月以降
が多い。更に効果的な取組に
するため、１・２年生から系統
的に進める必要がある。

後 事 も含
○実績

Ｈ２１ １７校 生徒７７８名
Ｈ２２ ２１校 生徒７１２名

⇒Ｈ２２年度の就職内定率がＨ２１年度より５．５％ポイント増の９２．２％
と、過去１０年間で最高となった。

⇒今後は、他の事業も含めて
就職支援事業の全体計画を示
し、キャリア教育の一環とし
て、各校で１年次からの、系統
的な取組を更に進めていく。

- 74 -



○インターンシップの取り
組みの強化 拡大【生徒

項目 具体的な取り組み 具体的な成果等 総括、評価、今後の取り組み等

1.人材を県内
で育てる

連携テーマ 人材育成・人材確保【その２】

○目的・概要
【インターンシップの推進】

○インターンシップ事業を含
組みの強化、拡大【生徒・
学生】

で育てる 【インタ ンシップの推進】
生徒が自らの学習内容や将来の進路等に関係した就業体験等を地元の

産業現場等において実施。
【農林業体験インターンシップの推進】

農業コースや農業専門学科高校の生徒が先進農家等で実習等を行うと
ともに、普通科高校の生徒が農林業に触れる機会を設定。

めた他の就職支援全体の取
組により、Ｈ２２年度の就職内
定率がＨ２１年度より５．５％
ポイント増の９２．２％と、過去
１０年間で最高となった。

今後は 小中高 系統的84 0
89.2 88.7 90.1 89.9

92.2

90

95

100
内定率(％)

ともに、普通科高校の生徒が農林業に触れる機会を設定。
○実績
【インターンシップ】

Ｈ２１ ２０校 生徒１,２５０名 企業３２２社
Ｈ２２ ２０校 生徒１,７４９名 企業３５０社

【農林業体験インターンシップの推進】

⇒今後は、小中高の系統的
なキャリア教育の実施や生徒
への事前事後指導の充実を
図り、効果的な取組としてい
く。

77.9

76.8

81.3
84.0

86.7
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【農林業体験インタ ンシップの推進】
Ｈ２１ １４校 生徒３３１名
Ｈ２２ １１校 生徒２７１名
⇒【インターンシップの推進】
生徒が自らの学習内容や将来の進路等に関係した就業体験等を行った

ことで、勤労観・職業観の育成を図ることができた。

就職（県内） １１．８％

就職（県外） ８．４％

就職未内定者
１．６％

大学等（県内）

専修学校等
３２．１％

その他
９．６％

【農林業体験インターンシップの推進】
農業関係高校の実態に応じ、また、地域農業や栽培管理、経営者との対

話等を通じて、地域文化の理解や農業科目の補完ができ､学習意欲の向
上が図れた。

また、普通科高校の生徒においては、高知県の1次産業への理解が深ま

大学等（県外） ２３．９％

１２．５％

○ インターンシップの取り
組みの強化、拡大【大学】

り、将来の進路設計の参考となった。

○目的・概要
高知工科大学や高知県立大学において、ガイダンスやセミナー、学生と

企業等とのマッチングを実施し、学生のインターンシップを支援。
○実績

○各大学が学生に参加を促
し、インターンシップに取り組
んでいる。
⇒引き続き 学生のインタ・インターンシップ参加学生数、受入企業数

H21：県立大87名(43社) 工科大286名(175社）
H22：県立大87名(38社) 工科大344名(182社）

・ガイダンスやセミナーの実施(H22)
県立大8回 学生参加者176名

⇒引き続き、学生のインター

ンシップへの参加を促す取り
組みを行っていく。

工科大3回 学生参加者413名
⇒・ガイダンスや企業とのマッチングセミナーなど学生に対するインターン

シップへの理解の促進と動機付けを行い、インターンシップに参加さ
せることで、「働く」ことへのイメージを培い、望ましい職業観の育成に
つなげることができた。
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○本県産業や事業者に

項目 具体的な取り組み 具体的な成果等 総括、評価、今後の取り組み等

1.人材を県内
で育てる

連携テーマ 人材育成・人材確保【その３】

＜学校と企業との連携（H20年度から）＞ ○産業界、教育界、行政の連
対する再認識に向けた
保護者等の意識啓発

で育てる

○目的・概要

地域産業を支える担い手の育成を目的に、学校、産業界、行政が連携
して、高校生の企業実習や企業の技術者による技術指導等を実施。

○産業界、教育界、行政の連
携の仕組みができ、取組が広
がり、実施高校、協力企業が増
えた。これにより、企業、学校が
県内産業を担う人材育成に連
携して取り組むことへの共通の

○実績
携 取り組む 共通
認識が深まりつつある。
⇒ 進路指導担当教員だけで

はなく、他の教員も県内企業
を理解し、生徒への進路指導
ができるようにする。

H20 H21 H22 H23
（計画）

実施校 9 15 17 21
【目標】
高校生の県内就職割合 実施校 9 15 17 21

参加生徒数 416 546 631 970

参加教員（研修） 7 3 3 5

協力企業数（延べ） 56 105 118 174

高校生の県内就職割合
60％（H23年度）

県内就職割合 47.2％ 50.6％ 57.6％

＜保護者対象の啓発事業＞

○目的・概要
保護者の就職等に対する意識啓発を図るため、保護者対象の進路講演

会を実施

○現在は、就職の多い専門高
校での実施が多いが、進学後
のUターンを見据えて、進学の
多い学校への実施を広めていく
必要がある。会を実施。

○実績
Ｈ２１ ８校 保護者３６８名
Ｈ２２ ９校 保護者２６９名

必要がある。
⇒今後は、専門高校や普通科
高校など、それぞれ学習する内
容や進路希望など、各学校の
現状に合わせた講師の選定に
力を入れるとともに、進学の多

⇒ 高知県の企業の現状や考え方など、保護者への情報提供や意識啓
発をするとともに、教員と企業との繋がりを広げることができた。

力を入 る も 、進学 多
い学校などでの実施を進める。

- 76 -



項目 具体的な取り組み 具体的な成果等 総括、評価、今後の取り組み等

1.人材を県内
で育てる

連携テーマ 人材育成・人材確保【その４】

○若年者の県内への就 ＜ジョブカフェこうち(H16年度～）＞
○ ジョブカフェこうち利用者ので育てる 職促進

○目的・概要

若者の就職意識の向上を図るとともに、雇用におけるミスマッチを解
消し、円滑な就職を促進するため、若年者を対象に、就職セミナーや個
別相談、しごと体験などを実施する。

○ ジョブカフェこうち利用者の
就職者数は、目標を上回る
結果となり、しごと体験枠の
拡充、キャリアコンサルタント
の増員による相談体制の充
実、セミナーの実施や、併設

【目標】
利用者の就職者数

○実績

H20 H21 H22 H23

相談件数 7,349件 8,283件 9,342件 2,614件

実、 ナ 実施 、併設
ハローワークとの連携が効
果を上げている。

○ 緊急雇用創出臨時特例基
金を活用したジョブカフェ広

８００人（Ｈ２３年度）
相談件数 7,349件 8,283件 9,342件 2,614件

就職者数 700人 785人 894人 263人

うち「しごと体験」受
講者

168人 222人 248人 73人

学校出張相談 55校 59校 60校 33校

報員を本部に５ヶ月、幡多サ
テライトに10ヶ月配置するこ
とで、ジョブカフェ事業の認知
度の向上に繋がった。

H23は7月末現在実績

2,686人 2,118人 2,920人 1,366人

各種セミナー参加者 373人 822人 1,497人 503人

⇒ 新規学卒者（卒後3年以
内）を対象としたセミナーの
実施及びしごと体験枠の確
保。

第 次産業 介護 福祉分⇒ 第一次産業、介護・福祉分
野の体験セミナーの実施。

⇒ 幡多サテライトの機能の充
実（開所日、場所、体制等）。
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1.人材を県内
で育てる

○県内産業人材（若手人
材） る異業種交流

○目的・概要
産業振興計 指すも 学び意見交換を ながら 県内

○想定した人数の受講があり、
定 成果が認められる 今

項目 具体的な取り組み 具体的な成果等 総括、評価、今後の取り組み等

連携テーマ人材育成・人材確保【その５】

で育てる 材）による異業種交流＆研
修会の実施

産業振興計画の目指すものについて学び意見交換をしながら、県内の
様々な業種の方々で交流を深める研修を実施。（主な対象：県内の20歳代
～40歳代の方）

○実績
（H22年度）

一定の成果が認められる。今
後、それぞれの地域の活性化
や産業づくりにおいて中核的
な役割を担っていくことが期待
される。
受講者がその後 他業種の

【目標】地域活性化に
が （H22年度）

産業振興計画に関して、スーパーバイザー等による講演やグループディス
カッション等を実施
・参加者のべ323名（全5回）

⇒ 研修会の中で出されたアイデアの実現に向けて有志でプランを実行

⇒受講者がその後、他業種の
方とどれだけネットワークを構
築しているか検証を行うととも
に、その結果を踏まえ、より効
果の高い研修となるよう検討
する

つながる人材の輩出
100人／年

⇒・研修会の中で出されたアイデアの実現に向けて有志でプランを実行
中（2件）
・8割以上の参加者から次年度開催の希望あり

する。

○地域産業の将来を担う ○目的・概要 ○想定した人数の受講があ○地域産業の将来を担う
若手事業者の養成（こうち
地域産業振興人材育成塾
の実施）

○目的 概要
地域の産業振興の現場を訪問し、そこで感じたことを受講者同士で共有

することで、仲間を作り、地域産業を活性化する力を身につける研修を実
施。（主な対象：40歳未満の行政職員や団体職員等）

○実績

○想定した人数の受講があ
り、一定の成果が認められ
る。今後、それぞれの地域の
活性化や産業づくりにおいて
中核的な役割を担っていくこ
とが期待される。○実績

県内外の産業振興の現場を訪問するとともに、グループ毎に地域産業の
振興プランを策定

H22年度：16名が参加して6回実施
H23年度：10名が参加して2回実施（全6回実施予定）

とが期待される。
⇒受講者がその後実際に地域

活性化や産業振興にどれだ
け携わっているのか検証を行
うとともに、その結果を踏ま
え、より効果の高い研修とな

⇒H22年度の受講者のうち、3名がビジネスプランを作成し、H23年度以降
に実行する計画

、より効果 高 研修 な
るよう検討する。
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1.人材を県内
で育てる

○ビジネス専門研修講座等 ◯目的・概要 ○想定した人数の受講があり、

項目 具体的な取り組み 具体的な成果等 総括、評価、今後の取り組み等

連携テーマ人材育成・人材確保【その６】

で育てる の開催（土佐経営塾の支
援）

◯目的 概要
ＩＣＴを活用した遠隔授業により、地域に居ながら経営者に求められる判断

力や決断力を養う研修の実施に対する支援

◯実績
H22年度 修了生20名

度 が 講

一定の成果が認められる。今
後、それぞれの地域の活性化
や産業づくりにおいて中核的な
役割を担っていくことが期待さ
れる。

⇒受講者がその後実際に地域H23年度 18名が受講中

⇒・修了生が、起業（1名）、事業拡大（1名）、企業組合化（1名）を実現

⇒受講者がその後実際に地域
活性化や産業振興にどれだけ
携わっているのか検証を行うと
ともに、その結果を踏まえ、よ
り効果の高い研修となるよう検
討する。

○「目指せ！弥太郎 商人
（あきんど）塾」の実施

○目的・概要
地域の素材を活かした特産品の開発や 今の時代にあった商品づくりなど 討する。（あきんど）塾」の実施 地域の素材を活かした特産品の開発や、今の時代にあった商品づくりなど

を目指す方を対象に、ビジネスの基礎から実践力まで一貫して身につけてい
ただくための研修を実施

H22年度は、ステップ1（前期・後期）、ステップ2の2段階で実施。H23年度
は、H22年度のステップ1をベースにステップ2を実施。（主な対象：地域の素材
を生かした商品開発をしたい方、新しいビジネスを立ち上げたい方等ビジネス

○想定した人数の受講があり、
また、応用・実践編の受講者
の中には商談成立や販路拡
大に結びついたケースもあり、

定の成果が認められる
を生かした商品開発をしたい方、新しいビジネスを立ち上げたい方等ビジネス
の実践者）

○実績
（H22年度） 「ステップ1（基礎編）」 延べ1,072人が受講

商品のコンセプトづくりや開発の手順、マーケティングの手法、経営と財務
諸 ビジ 基礎 連続 講座 前

一定の成果が認められる。
⇒修了生が自立した地域の中

核人材となるよう、フォロー
アップできる仕組みを作る。

諸表の関係などビジネスの基礎についての3回連続の講座（県内3ヶ所で、前
期、後期の2回開催）
前期：H22.5/24～7/7 高知市・四万十市・安芸市で開催（延べ858名受講）
後期：H22.12/1～H23.1/20 高知市・四万十市・香南市で開催（延べ214名
受講）

「ステップ2（応用・実践編）」18事業者が受講「ステップ2（応用・実践編）」18事業者が受講
企業の責任者や専門家による講義やグループディスカッション、個別指導

等を通して、次のビジネス展開に自ら取り組んでいけるような実践力を養成
（全5回開催）

・「商品の開発」・「農商工連携プランの実践」の2クラスに分かれて受講
・中間報告会開催（H22.11.30）、最終報告会開催（H23. 5.23）中間報告会開催（ ）、最終報告会開催（ ）

⇒・商談会参加（食の大商談会、スーパーマーケット・トレードショー、土佐の
宴）：のべ9 事業者、商談成立9件 商談成立見込15件 商談中3件（H23.3末
現在）

・受賞：第25回高知県地場産業大賞において2事業者が受賞
（H23年度）20事業者が受講

- 79 -



1.人材を県内
◯目的・概要

県内各地域の食や環境などの地域資源を活用した農村地域の活性化や本 ○研修により、参加グループ○農業創造セミナー

項目 具体的な取り組み 具体的な成果等 総括、評価、今後の取り組み等

連携テーマ人材育成・人材確保【その７】

で育てる
県内各地域の食や環境などの地域資源を活用した農村地域の活性化や本

県の強みである農業の振興などに、意欲的、挑戦的なグループや団体の代
表者を対象に、県内外の先進事例の実施と、企画書や行動計画書を作成す
ることで、自ら主体的に企画立案し、自ら行動する人材を育成する研修「農業
創造セミナー」を実施

○研修により、参加グル プ
の今後の計画を明確にでき
た。その結果、8グループで

は、地域アクションプランへの
位置づけにつながった。

◯実 績◯
（H22年度）【参加グループ】農産加工、直販所、農家レストランに取り組む
11市町村の15グループ、42名
【研修の実施状況】
◆講演会及びパネルディスカッションの開催（7/13）

高知市：約180名参加
◆第1回先進地事例調査 ﾜ ｸｼ ﾟ研修（8/3 4）

【目標】
農業・農村の活性化に
向けた企画提案 29本

◆第1回先進地事例調査+ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ研修（8/3・4）
馬路村農協：15グループ、36名参加（関係機関含め50名）

◆第2回先進地事例調査+ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ研修（9/8・9）
四万十とおわ：15グループ、39名参加（関係機関含め55名）

◆第3回先進地事例調査+ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ研修（9/21・22）
長崎県ｼｭｼｭ：15グループ 40名参加（関係機関含め50名）長崎県ｼｭｼｭ：15グル プ、40名参加（関係機関含め50名）

◆活性化計画作成研修(10/18・19）
南国市：15グループ、40名参加（関係機関含め53名）

◆成果発表会（11/18）
高知市：15グループ、40名参加（関係機関等含め80名）

【成果】参加15グループが活性化計画の作成、
プレゼンテーションスキルの向上につながった。

⇒【具体の成果】
①農産物加工

・四万十地栗を使った新たな商品の開発販売を開始
・地乳と地元果物を組み合わせた加工品試作一部販売を開始

②直販所②直販所
・現状のデータ分析の実施、農産物ＰＯＰ、生産体制強化、レストラン販売

メニュー写真の掲示等を実施
・消費者向けアンケート、売上動向調査の実施
・ＰＯＰの作成及び店舗での活用

③農家レストラン③農家レストラン
・農家レストラン「まほろば畑」の開店
・アンケートの実施による課題の明確化・改善 など

（H23年度）
・9市町村の11グループが参加
・H22年度研修グループへのフォローアップ研修も実施
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1.人材を県内 ○産業振興推進アドバイ
ザ 遣

◯目的・概要
産 事 等 象 各事 が

○アドバイザーの導入により、
事 が直

項目 具体的な取り組み 具体的な成果等 総括、評価、今後の取り組み等

連携テーマ 人材育成・人材確保【その８】

で育てる ザーの派遣 産業振興計画に位置付けられた事業等を対象に、各事業が抱える課
題に対応した専門家や有識者を産業振興アドバイザーとして派遣する
ことによって、具体的な事業計画の検討、課題解決に対応する

○実績
「産業振興アドバイザ の活用による商品開発等の支援

事業者が直面する短期的な
課題の解決には一定の成果
があった。

⇒アドバイザーに期待する内
容を明確にすることで、効果
を測り易い仕組みを作り そ「産業振興アドバイザーの活用による商品開発等の支援」

H21年度 計78件
県所管事業：41件、地域アクションプラン関係：37件

（62名のべ259回）

H22年度 計61件
県所管事業：23件、地域アクションプラン関係：38件

（67名のべ198回）

を測り易い仕組みを作り、そ
の後のビジネスの推進に役
立てる。また、アドバイザー派
遣後の進捗状況を把握する
仕組みをさらにブラッシュアッ
プするとともにその状況に応

⇒・新たな商品の開発、販路開拓、経営戦略づくり、事業者の構成メン
バーにおける目的意識の共有等につながった

（67名のべ198回）

H23年度
（7月末時点

採択数）
計13件

県所管事業：15件、地域アクションプラン関係：13件
（23名）

プするとともにその状況に応
じ、自立に向けたフォローアッ
プを実施することで、事業者
の能力向上につなげる。

バーにおける目的意識の共有等につながった。

「産業振興スーパーバイザーによる県産品の情報発信等」
H21年度：4名、H22年度：6名、H23年度：5名（予定）
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項目 具体的な取り組み 具体的な成果等 総括、評価、今後の取り組み等

1.人材を県内
で育てる

連携テーマ 人材育成・人材確保【その９】

○大学院起業家コースに ○目的・概要 ○中心市街地で授業等を行う
で育てる よる人材育成 高知工科大学大学院の起業家コースにおける経営者の育成を支援。

・平成22年10月より永国寺キャンパスを活用しており、平成23年4月から
永国寺キャンパスに全面的に移転している。

・起業家コースでは一部授業を無料で公開している。

ことで、社会人が教育を受
講しやすい環境を作った。
⇒引き続き、サテライト教室

での授業や、授業の無料公
開を行う

○実績
・起業家コース学生数
H21：41名（うち県内8名）
H22：41名（うち県内8名）
H23：42名（うち県内10名）

起業家 授業 部を無料 開・起業家コースの授業の一部を無料公開
（H23:７回実施）
⇒ ・永国寺キャンパスを活用することで受講しやすい環境を作り、起業家

コースの県内学生数も増加した。

○公開講座・リカレント教
育の実施

○目的・概要
・高知工科大学や高知県立大学で、広く県民向けや、専門家向けの公開
講座等を実施。

○実績

○公開講座等に多くの県民
が参加しており、社会人教
育の充実等に努めている。
⇒公開講座等、リカレント教

育を継続して行うとともに、
新 な 講座等も実施す

○実績
工科大
H21：公開講座等(3コース、731人)
H22：公開講座等(5コース、1,010人)
県立大
H21：公開講座等(175人)(H21)

新たな公開講座等も実施す
る。

H22：公開講座等(3コース、465人）(H22)
⇒ ・広く県民向けや看護などの専門家向けの公開講座、リカレント教育を

実施し、その内容についても満足という反応も多く、受講者数も増加し
ている。
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項目 具体的な取り組み 具体的な成果等 総括、評価、今後の取り組み等

1.人材を県内
で育てる

連携テーマ 人材育成・人材確保【その１０】

○技術力のレベルアップ 特別技術支援員や技術アドバイザーなどの外部人材の登用等により、 ○企業からの要望に沿った研
で育てる

（機械・金属、食品加工、
紙産業等）

技術レベルに応じた研修、技術相談等を実施することで技術人材を育成

○実績

【目標】
技術研修受講者数

業 要 沿 研
修を実施することで当初計
画以上の参加が得られてい
る。

○職員や特別技術支援員だ

研修の実施

H21 H22 Ｈ23 備考

機械・金属等 22コース522名 18コース384名 5コース76名 H20：7コース59名
技術研修受講者数
H20：9コース75人（年
間）→ H21～H23：14

コース400人（年間）

けでは指導できない技術的
課題は、企業ニーズに応じ
て技術指導アドバイザーを
派遣している。

食品加工 4コース212名 18コース481名 5コース111名 H20：2コース16名

紙産業

初任者研修会 5回53名 - -

企業支援のた
めの研究会

9回90名 4回34名 -

その他 - 2コース96名 - アロマ講習

⇒今後は、取り組みをさらに
高度化し、技術レベルに対
応した研修カリキュラムの設
定などを行い、合格率の向
上等を図る。

特別技術支援員の配置（各１名）

H21 H22 H23 備考

機械・金属等 - ・講演9回
・技術指導42回 ・技術指導26回 H22年度から配置

・講演6回 ・講演9回
商品化15件
（H21:5件 H22:3件 H23:7件）

食品加工
・講演6回
・技術指導56社

・講演9回
・技術指導103社 ・技術指導35社

（H21:5件、H22:3件、H23:7件）
・酒粕ういろう、生姜飲料、
トマトカレー等

技術指導アドバイザー

H21 H22 H23 備考

機械・金属等 38件 32件 7件 登録者数 H21:9名、H22:5名
H 名

機械 金属等 38件 32件 7件 H23:4名

食品加工 9件 3件 - 登録者数 H21:10名、H22:3名

紙産業 - 4件 - 登録者数 H22:2名

その他 - 4件 - 登録者数 H22:1名（アロマ関係）
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○食品加工施設の生産管
理 高度化

項目 具体的な取り組み 具体的な成果等 総括、評価、今後の取り組み等

1.人材を県内
で育てる

連携テーマ 人材育成・人材確保【その１１】

○目的・概要
外商を行う あた 消費地から求められる食 加 施設 生産管

○それぞれの企業レベルに応
理の高度化で育てる 外商を行うにあたって、消費地から求められる食品加工施設の生産管

理の高度化対応への支援を行うため、専門家の派遣や研修等を行う。
また、関係法令が複雑で食品加工事業者の課題となっている適正表示

に対する支援を行う。

○実績

○それぞれ 業
じてステップアップする必要
がある。
⇒加工をすすめる上での基
本の徹底を引き続き実施する
とともに、ケーススタディ情報

○実績
「自主衛生管理マニュアルモデルの提示」

20業種についてモデルを提示
「食品加工施設の個別調査及び改善策の提案」

H21年度：20件、H22年度：50件
「生産管理高度化に関する研修会の開催」

ネットワーク構築を目指す。

「生産管理高度化に関する研修会の開催」
消費地からみた生産管理、食品表示、微生物、防臭防そ、異物混入、等

H21年度：衛生と表示の基礎研修･･･150企業、210名
H22年度：生産管理高度化研修･･･ 6メニュー、延べ422名受講
H23年度： 〃 10メニューで開催中（予定）

3メニュー 延べ200名受講（8月末）3メニュー、延べ200名受講（8月末）
「表示のワンストップ助言」

H22年度：266件、H23年度：178件（8月末）

⇒生産管理高度化や食品表示適正化への意識が高まりつつある。
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項目 具体的な取り組み 具体的な成果等 総括、評価、今後の取り組み等

1.人材を県内
で育てる

連携テーマ 人材育成・人材確保【その１２】

○目的・概要 ○経済学の専門家の意見を
踏まえて学部構想案を検討

○経済学の専門家も交え
で育てる

・永国寺キャンパス整備等検討チームで、社会貢献する「知の拠点」に向
けて、永国寺キャンパスの活用、社会科学系学部や社会人教育のあり方
などを協議し、永国寺キャンパス整備に向けた準備をすすめる。

○実績

踏まえて学部構想案を検討
するとともに､永国寺キャン
パスに関する基本方針案の
とりまとめを行い、概ね計画
どおりに進捗している。
⇒ 学部構想については 工

た学部構想案の検討

・県と関係する大学で、永国寺キャンパス整備等検討チーム会を平成22年
7月に立ち上げ、計9回開催し検討をすすめた。
・この中で、複数の経済の専門家の意見を聞き、学部構想案の検討に反
映した。

社会科学系学部構想案を含む 永国寺キ パ に関する基本方

⇒ 学部構想については、工

科大を中心にさらに具体的
な内容を検討する。

○産学官共同による産業 ○目的・概要 ○引き続き 産学官連携会

⇒ ・社会科学系学部構想案を含む、永国寺キャンパスに関する基本方
針案を平成23年6月にとりまとめ、6月議会に報告した。

○産学官共同による産業
人材育成プログラムの作
成と実施

産（産業界）の技術、学（高等教育機関）の知恵、官（行政）のネットワーク
等をつなぎ合わせた「産業人材育成プログラム」の策定

○実績
平成23年7月12日に開催された第２回産学官連携会議で、県事業をベー

○引き続き、産学官連携会
議で意見をいただくととも
に、関係機関と連携しな
がら、今年度中にプログ
ラム策定の予定

スに整理したプログラムイメージを示し、 目指す方向を協議。本年度中の
策定を提案
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1.人材を県内 ○土佐フードビジネスクリ
タ （土佐 ）

○目的・概要 ○修了者の中には、食品産

項目 具体的な取り組み 具体的な成果等 総括、評価、今後の取り組み等

連携テーマ 人材育成・人材確保【その１３】

で育てる エーター（土佐ＦＢＣ） 高知大学での食品製造・加工や品質管理技術等の技術に関する講義、
マーケティングや経営学などマネジメント等に関する講義、高知県工業技
術センター等において現場レベルでの実習からなる教育プログラムを実
施（高知大学が自治体と連携し開催）

⇒ 今後の地域における食料産業を支える中核人材を養成

○修了者 中 、食品産
業における企業等の中核的
人材として活動している方も
多く、修了者同士の情報交
流も盛んである。

・国の評価も高く、県内の人
・平成20年度～21年度：南国市、香美市、香南市
・平成22年度～24年度：高知県（上記3市を中心に県全域に拡大）

【研修コース】
Ａコース （研修期間：2年間）

食料産業の経営から開発までを担える中核人材を養成
（ 修期間 年間）

材育成の先進的な取り組み
である。

⇒県全体の人材育成につな
げるため、幡多教室の開催
を準備中（10～12月）

Ｂコース （研修期間：1年間）
技術力を有した食料産業従事者を養成

Ｃコース （研修期間：1年間）
経営的な視点を有する農業従事者を養成

○実績

平成25年度以降の継続の

あり方についての検討が必
要

○実績
文部科学省：地域再生人材創出拠点評価（中間評価）で総合評価 Ｓ

（最高評価）を獲得
（14機関中2機関のみ）

[修了生]

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

16人 32人 30人 46人
〈コース別修了者〉 〈コース別修了者〉 〈コース別修了者〉 〈コース別受講生〉

Ａコース －人 Ａコース 11人 Ａコース 9人 Ａコース 7人
Ｂコース 10人 Ｂコース 10人 Ｂコース 8人 Ｂコース 23人

⇒平成20～21年度の修了生の活動事例
・農産物生鮮・加工企業所属（生姜リキュール開発）
・地域の農産物加工グループ代表（加工品の開発製造 量販店で取扱）

Ｃコース 6人 Ｃコース 11人 Ｃコース 13人 Ｃコース 16人

地域の農産物加工グル プ代表（加工品の開発製造、量販店で取扱）
・市職員から転身し、地元柑橘を使ったジェラート店を起業 など
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○都市部での移住・新規就
業希望相談者会等の実施

2.人材を外から

持 てくる 人

項目 具体的な取り組み 具体的な成果等 総括、評価、今後の取り組み等

連携テーマ 人材育成・人材確保【その１４】

◯目的・概要
人口減少 少子 高齢化による地域や産業の担い手不足に対応するため

○民間の視点を持つ移住コン
シェルジ が 移住相談の総業希望相談者会等の実施

○移住・ＵＪＩターン、就業相
談の機能、体制強化

持ってくる・人
材を引き留める

人口減少、少子・高齢化による地域や産業の担い手不足に対応するため、
本県の豊かな自然や温暖な気候、新鮮な食材等を活かし、県外からの移住や
ＵＪＩターンを促進する取り組みを実施。
【具体的取組内容】

・都市部での移住相談会等へ年間20回以上参加、出展
・ホームページ、メールマガジン、郵送による情報発信

シェルジュが、移住相談の総
合窓口として対応。都市部で
の移住相談会等に積極的に
参加し、データベースも活用し
てきめ細やかなフォローアップ
を行った結果、移住相談件ホ ム ジ、メ ルマガジン、郵送による情報発信

・移住の総合案内人である移住コンシェルジュを3名配置（地域づくり支援課
及びひろめ市場に設置の事務所で移住相談に対応）

・移住希望者のフォローアップ用データベースの構築

○実績

を行った結果、移住相談件
数、移住者数とも増加した。

移住者の最終的な受入窓口
となる市町村や民間団体との
連携強化が必要。

⇒市町村や民間団体と連携した
・H22年度移住相談件数は442件（目標360件）
・H23年度移住相談件数は201件（目標450件）：H23年8月末現在

⇒・H22年度移住者数：22組34人
・H23年度移住者数：15組33人：H23年8月末現在
※高知県の相談窓口を通じて移住された方

高知県全体をＰＲするする移
住相談会の実施を検討し、
日々の移住相談においても、
すみやかに橋渡しができるよ
う常に情報共有を行う。

※高知県の相談窓口を通じて移住された方
○移住コンシェルジュによるき

め細やかなフォローアップは、
移住促進の中核的な取り組み
であり、今後においても体制の
充実が必要。

⇒移住促進に取り組む民間団
体の立ち上げ及び移住コン
シェルジュの活動に対して支
援を行う。
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○農業を支える担い手を2.人材を外から

持 くる

項目 具体的な取り組み 具体的な成果等 総括、評価、今後の取り組み等

連携テーマ 人材育成・人材確保【その１５】

■認定農業者の育成・確保 ○認定農業者は、H22年度末
育成持ってくる・人

材を引き留める
・認定農業者の育成・確保に向け、フォローアップ活動を通した経営改

善計画の達成支援及び再 認定への誘導、各地域でリストアップした
農家の新規認定を関係機関を挙げて推進。

■新規就農者の確保・育成
・新規就農者に対し、ＰＲから、相談、研修、就農準備など段階に応じた

支援を実施

には減少傾向に入り、目標で
あるH23年度末までに4,340経
営体を確保することは困難

⇒国が認定農業者への施策の
集中から「意欲ある多様な農
業者 支援に転換した と

【目標】
◆認定農業者数 支援を実施。

○実績
●実践的な研修を支援する研修支援事業の利用者が大幅に伸び、新規就
農者も増加

業者」の支援に転換したこと
から、今後は、担い手を企業
的経営体へと育成する取り組
みへと重点を移行

○新規就農者数については

◆認定農業者数
H23：4,340経営体

【目標】 H21 H22

認定農業者数（人） 3,798 3,749

新規就農者数（人） 161 197

研修支援事業

○新規就農者数については、
H21、22年度は目標を達成し
ている。H23年度については、
現在集計中。

⇒新規就農者対策については、
生産組織等 地域が主体と

【目標】
◆新規就農者数

H21：年間150人
H22以降：年間170人

（注）H22の新規就農者数の目標は170人

実施市町村数
研修生数（人）

14
21

22
50

指導農業士（人） 38 43

生産組織等、地域が主体と
なって、就農希望者を育成で
きるように体制を強化

【物部川地域】
・新規就農者

【嶺北地域】
・新規就農者

11人 （H21～22計）

●都会で学ぶ農業技術研修受講者 34名(H22)
うち12名が高知県での就農を希望

●窪川アグリ体験塾長期研修生 22名(H23.3) 

【仁淀川地域】
・新規就農者

57人（H21～22計）

【高知市地域】
新規就農者

78人 （H21～22計）
11人 （H21～22計）

【高幡地域】
・新規就農者

64人(H21～22計)

【安芸地域】
・新規就農者

44人 （H21～22
計）

・新規就農者
54人（H21～22

計）

担い手確保の状況

【幡多地域】
・新規就農者

50人 （H21～22計）

計）
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○林業を支える担い手を2.人材を外から

持 くる

項目 具体的な取り組み 具体的な成果等 総括、評価、今後の取り組み等

連携テーマ 人材育成・人材確保【その１６】

◇林業就業者を確保するため、林業労働力確保支援センターと連携した
○林業労働力確保支援セン

タ 連携 た林業 担育てる持ってくる・人
材を引き留める

◇林業就業者を確保するため、林業労働力確保支援センタ と連携した
取り組みを推進
・林業就業希望者を対象とした就業相談会や林業体験教室を開催

・新規就業者職業紹介アドバイザーを設置し、事業体訪問による雇用情
報を収集

・高校訪問による求職情報の収集や求人情報の提供、冊子による林業

【目標】
◆担い手：1,560人

ターと連携した林業の担い手
確保の取り組みを進め、林業
就業者数が増加傾向にある
など、一定の効果が現れてい
る。

高校訪問による求職情報の収集や求人情報の提供、冊子による林業
職場のPRを実施
・高校生を対象とした林業職場体験教室や林業技術研修の実施
⇒林業就業者が増加

（７０人増）

○林業技術者養成研修の回数
を増やすなど研修を充実させ
ており、基幹となる林業技術
者も一定育成されている。

⇒国の「緑の雇用」研修や県の1 000

1,500 

2,000 
林業就業者の推移 60歳

～
50～
59

H20年度 H21年度

1 541人 1 611人

（就業者の平均年齢も若返り傾向）

◇林業の作業に必要な技術研修を実施

⇒国の「緑の雇用」研修や県の
林業技術者養成研修により、
間伐や道づくり等を効率的に
行える林業技術者を段階的
かつ体系的に育成していく。

0 

500 

1,000 

13 15 17 19 21

40～
49
30～
39

年度

H21年度 H22年度

1,541人 1,611人

○漁業を支える担い手を
育てる

307人 306人

◇漁業の担い手の確保に向け、就業アドバイザーの設置や漁業技術習
得のための支援、漁船購入のための支援の実施などにより、新規就業者
が増加
⇒ 年間目標を上回る新規就業者を確保【目標】

○漁業者の減少と高齢化が
続く中で、就業支援のため
の施策を充実したことによ
り 支援事業の利用者 新⇒ 年間目標を上回る新規就業者を確保

新規漁業就業者の推移 単位：人

年 H17 H18 H19 H20 H21 H22

人数 22 25 41 28 34 39

漁業指導所調査結果
20,000

（人） 漁業就業者数の推移

年間22名程度の新規
漁業就業者を確保

り、支援事業の利用者、新
規就業者ともに増加傾向と
なった。

⇒制度の周知により、受入れ
体制の充実と受入れ漁業種
類の拡大を図る

⇒ 新規就業者支援事業の利用者数の増加

漁業指導所調査結果

新規就業者支援事業の利用者数の推移 単位：人

年 度 H12～19平均 H20 H21 H22
H23(予

定)

5,412

5,435 5,614
4 991

2,838

1,697 1,803

2,086

2,401
2,5225 000

10,000

15,000

,

60歳以上

40～59歳

15～39歳

類の拡大を図る。

定)

長期研修開始者 2 5 7 6 -

長期研修修了者 2 2 1 5 7

漁船リース利用者 - - 2 4 -

7,800
4,640 3,862 2,455 1,273 829 643 640

4,991
3,937

3,210 2,323 1,665

,
2,487

2,307

0

5,000

S48 S53 S58 S63 H5 H10 H15 H20
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2.人材を外から

持 くる

項目 具体的な取り組み 具体的な成果等 総括、評価、今後の取り組み等

連携テーマ 人材育成・人材確保【その１７】

○本県出身の県外大学 ＜本県出身の県外大学生等の県内企業への就職促進（H22年度～）＞ ○ 本県出身の県外大学生等
持ってくる・人
材を引き留める

○本県出身の県外大学
生等への県内企業の情
報の提供

＜本県出身の県外大学生等の県内企業 の就職促進（H22年度 ）＞
○目的・概要

本県出身の県外大学生等の県内就職を促進するとともに、県内企業の
若年労働力の確保を図るため、大学生のインターンシップの促進や、県外
在学の学生への高知で働く魅力の情報発信と就職情報の提供

○ 本県出身の県外大学生等
に、ダイレクトメールで就職相
談会等の情報を発信するとと
もに、県外で開催される就職
相談会に県のブースを出展す
る等により、高知で働く魅力と

○実績
る等により、高知で働く魅力と
Ｕターン就職のＰＲができた。

⇒ 高知県の人材確保に関わ
る担当部署や関係団体ととも
に、高知県で働く若い人材を

H22 H23

県外在学の学生へダイレク
トメールで就職相談会等の 2 618人 11月発送予定 、高知県 働く若 人材を

求めているというメッセージを
伝えていく。

⇒ 県外大学生向けの県内の
インターンシップ受入れ企業
の開拓と県外大学生へのイン

トメールで就職相談会等の
情報を発信

2,618人 11月発送予定

県外大学保護者会への参
加

6大学
保護者 187人

4大学
保護者 110人
（7月末現在）

ターンシップ情報提供。
⇒ 進学者が多い高校の生徒

に高知で働く魅力や県内企業
の情報を提供する取組。

⇒ 企業訪問時に大学生採用

民間の就職支援会社が開
催する就職相談会（県外開
催）へ県の相談ブースを出
展

4回出展
県出身者 286人

参加

12月以降出展
（大阪2回、東
京2回を予定）

に関する調査を併せて行うこ
とで、より正確な実態把握に
努める。

⇒ 高校卒業時に「高知県Ｕ・Ｉ
ターン人材システム」を周知す
るる。

⇒ 県外事務所と連携し、県外
大学でのＵターンセミナーや
保護者会への参加を働きか
ける。
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